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午後３時００分開会 

○教育長 ただいまから、本年第８回足立区教育委員会定例

会を開会いたします。 

  本日の出席委員数は定足数であります。よって会議は成

立いたします。 

  それでは、これより審議に入ります。 

 

―――――――――◇―――――――― 

 

○教育長 初めに、会議録署名員の指名をいたします。 

  本日の会議録署名員に杉田委員、小池委員をご指名いた

しますので、よろしくお願いいたします。 

 

―――――――――◇―――――――― 

 

○教育長 それでは日程第１、第５９号議案を議題といたし

ます。 

  庶務係長。 

○庶務係長 日程第１、第５９号議案 足立区立小学校、中

学校等の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補

償に関する条例の一部を改正する条例の送付について。 

  以上。 

○教育長 第５９号議案について、宮本学校教育部長から説

明をお願いいたします。 

  学校教育部長。 

○学校教育部長 お手元資料の３ページ、第５９号議案説明

資料をご覧願います。 

  件名・所管部課名は記載のとおりでございます。 

  条例の改正理由は、公立学校の学校医、学校歯科医及び

学校薬剤師の公務災害補償の基準を定める政令の改正に

伴いまして、規定を整備する必要があるためでございます。

区として政策的な目的や意図をもって改正するものでは

ございません。 

  改正内容は、傷病年金の額と休業補償の額の調整率を改

正するもので、詳細は新旧対照表のとおりでございます。 

  施行年月日は、公布の日でございます。 

  説明は以上です。 

○教育長 ただいま説明がありましたので、これより本案の

審議に入ります。 

  第５９号議案について、ご質問・ご意見がありましたら

委員のご発言をお願いいたします。何か質疑はありますか。 

  よろしいですか。 

（なし） 

  無いようですので、これより第５９号議案、足立区立小

学校、中学校等の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公

務災害補償に関する条例の一部を改正する条例の送付に

ついてを採決いたします。 

  本案は原案のとおり決することに賛成の方の挙手を求

めます。 

（賛成者挙手） 

  挙手全員であります。よって本案は原案のとおり議決す

ることにいたします。 

 

―――――――――◇―――――――― 

 

  次に、日程第２、第６０号議案を議題といたします。 

  庶務係長。 

○庶務係長 日程第２、第６０号議案 足立区立学校設置条

例の一部を改正する条例の送付について。 

   以上。 

○教育長 第６０号議案について、宮本学校教育部長から説

明をお願いいたします。 

  学校教育部長。 

○学校教育部長 お手元資料の８ページ、第６０号議案説明

資料をご覧願います。 

  件名・所管部課名は記載のとおりでございます。 

  改正内容は、千寿小学校の改築に伴いまして、仮校舎に

移転する必要があるため、学校の位置について、２に記載

の新旧対照表のとおり変更するものでございます。 

  施行年月日は、平成２９年１月１日でございます。 

  説明は以上でございます。 

○教育長 ただいま説明がありましたので、これより本案の

審議に入ります。 

  第６０号議案について、ご質問・ご意見がありましたら、

委員のご発言をお願いいたします。 

  何か質疑ありますか。よろしいですか。 

（なし） 

  無いようですので、これより第６０号議案、足立区立学
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校設置条例の一部を改正する条例の送付についてを採決

いたします。 

  本案は原案のとおり決することに賛成の方の挙手を求

めます。 

（賛成者挙手） 

  挙手全員であります。よって本案は原案のとおり議決す

ることにいたします。 

 

―――――――――◇―――――――― 

 

  次に、日程第３、第６１号議案を議題といたします。 

  庶務係長。 

○庶務係長 日程第３、第６１号議案 平成２９年度足立区

立小・中学校特別支援学級使用教科用図書の採択について。 

  以上。 

○教育長 第６１号議案について、宮本学校教育部長から説

明をお願いいたします。 

  学校教育部長。 

○学校教育部長 お手元資料の１９ページ、第６１号議案説

明資料をご覧願います。 

  件名・所管部課名は記載のとおりでございます。 

  学校教育法附則第９条に、特別支援学級においては、当

分の間、文部科学大臣の検定を経た教科用図書または文部

科学省が著作の名義を有する教科用図書以外の教科書を

使用することができるとの規定がございます。その規定に

基づきまして、２（１）から（３）に記載する教科書目録

と図書一覧から、足立区立小・中学校の特別支援学級に在

籍する児童・生徒の発達状況にあった図書を選定いたしま

した。図書選定の状況でございますが、足立区立小学校使

用教科用図書採択要綱と足立区立中学校使用教科用図書

採択要綱に基づきまして、学校教育法附則第９条図書委員

会を設置し、各特別支援学級設置校が選定した図書を審査

いたしました。その結果として添付させていただいており

ます平成２９年度足立区立小・中学校特別支援学級使用教

科用図書選定一覧につきまして採択いただきたくご審議

をお願いいたします。 

  説明は以上でございます。 

○教育長 ただいま説明がありましたので、これより本案の

審議に入ります。 

  第６１号議案についてご質問・ご意見がありましたら、

委員のご発言をお願いいたします。何か質疑はありますか。 

  どうぞ、葉養委員。 

○葉養委員 ３点あるのですけれども、１つは、学校教育法

附則第９条図書委員会というのは、法令等の説明をしてい

ただけるとありがたいのですけれども。１０７条教科書の

ことだとはわかるのですけれども、附則の９条の中に図書

委員会という記載があるわけではないと思うので、その法

令の説明をしていただきたい。それが１つです。 

  それからもう１つ、図書委員会は非公開になっています

ので、教科書採択はかなり大きな教育委員会の仕事になり

ますので、この図書委員会でどういう議論があったのかと

いうことを、ご説明いただけるといいのではと思うのです。

それが２点目です。 

  それから３点目は、これは２点目と関連するのですけれ

ど、昨年度もやっていますよね。毎年やるようになってい

ますから。そうすると、昨年度と異なる選定というのはあ

ったのか無かったのか。もし、あったとすると、その際の

議論はどうであったのかというのを、ご説明お願いいたし

ます。 

○教育長 教育指導課長。 

○教育指導課長 １点目ですけれども、法令に関しては、申

し訳ありません。ここに出ている要綱を設置して行ってお

りますので、ちょっとこの点については、もう一回確認し

て改めてご説明させていただきます。基本的には、今年度

は、特別支援学級で使用するものもできる限り通常学級で

使用する教科書を活用するように学校に指示をしており

ます。それを含めて、発達段階に応じて、下学年の教科書

であったり、児童の実態に応じたものを学校が選んできて、

それについて委員から内容等についてのご質問ございま

したけれども、例えば、１つの事例であれば、図鑑のよう

なものを使って学習をするということについて、図鑑で学

習ができるのかというようなご指摘もございました。それ

については子どもの実態に応じて使っているということ

で、学校に聞き取りを再度事務局がさせていただいており

ます。 

  ３番の質問と重なりますけれども、やはり子どもの変容

によって、通常の教科書では対応ができない子どもには下

学年で使う漢字のドリルであったり、筆順のものであった
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りを使っていますので、毎年同じものを使うということで

はございません。ただ、東京都が認めている本の中から選

んでおりますので、図書委員会で確認するのは、子どもの

発達段階に合っているのかと幾つかご質問いただいたも

のを確認させていただいているところです。 

○教育長 最後の２８年度と変わったところがあるのかと

いう質問についてなのですが。 

○教育指導課長 すみません。これは、子どもの成長によっ

て変わっていますので、同じ物を使っているわけではござ

いません。人数によったり、発達段階に応じて違う資料を

使ったりしていますので、当然毎年同じものではございま

せん。ただ、どこがこれと違うというようなご説明はちょ

っと申し訳ありません、今できませんけれども、毎年、子

どもの実態に応じてやっているところです。 

○教育長 先生、よろしいですか。細かいところは、後でフ

ォローさせていただきたいと思います。大変申し訳ありま

せん。 

  ほかにいかがでしょうか。 

  よろしいですか。 

（なし） 

  ほかに無いようですので、これより第６１号議案、平成

２９年度足立区立小・中学校特別支援学級使用教科用図書

の採択についてを採決いたします。 

  本案は原案のとおり決することに賛成の方の挙手を求

めます。 

（賛成者挙手） 

  挙手全員であります。よって本案は原案のとおり議決す

ることにいたします。 

 

―――――――――◇―――――――― 

 

  次に、日程第４、第６２号議案を議題といたします。 

  庶務係長。 

○庶務係長 日程第４、第６２号議案 足立区教育財産の用

途廃止の承認について。 

  以上。 

○教育長 第６２号議案について、宮本学校教育部長から説

明をお願いいたします。 

  学校教育部長。 

○学校教育部長 お手元資料の５４ページ、第６２号議案説

明資料をご覧願います。 

  件名・所管部課名は記載のとおりでございます。 

  新田小学校が平成２２年４月から小中一貫教育学校と

して新校舎に移転いたしました。旧校舎は平成２６年１１

月に解体しておりますが、このたび、跡地活用を進めてい

くに当たり、学校用地としての用途を廃止することとなっ

たものでございます。 

  説明は以上でございます。 

○教育長 ただいま説明がありましたので、これより本案の

審議に入ります。 

  第６２号議案について、ご質問・ご意見がありましたら、

委員のご発言をお願いいたします。何か質疑はありますか。 

  よろしいですか。 

（なし） 

  無いようですので、これより第６２号議案、足立区教育

財産の用途廃止の承認についてを採決いたします。 

  本案は原案のとおり決することに賛成の方の挙手を求

めます。 

（賛成者挙手） 

  挙手全員であります。よって本案は原案のとおり議決す

ることにいたします。 

 

―――――――――◇―――――――― 

 

  次に日程第５、第６３号議案を議題といたします。 

  庶務係長。 

○庶務係長 日程第５、第６３号議案 足立区教育委員会教

育長の事業及び事務従事について。 

  以上。 

○教育長 第６３号議案について、宮本学校教育委部長から

説明をお願いいたします。 

  学校教育部長。 

○学校教育部長 お手元資料の５７ページ、第６３号議案説

明資料をご覧願います。 

  件名・所管部課名は記載のとおりでございます。 

  教育長に対しまして、４件の講師依頼がございました。

この講師依頼に応じるに当たりましては、地方教育行政の

組織及び運営に関する法律第１１条第７項に基づきまし
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て、教育委員会の許可を受ける必要がございます。 

  講師依頼の内容は、２の従事内容等に記載のとおりでご

ざいます。 

  従事日が勤務日に当たる場合は、年次有給休暇を取得し

て対応する予定でございます。 

  説明は以上でございます。 

○教育長 ただいま説明がありましたので、これより本案の

審議に入ります。 

  第６３号議案について、ご質問・ご意見がありましたら、

ご発言をお願いいたします。何か質疑はありますか。 

  よろしいですか。 

（なし） 

  無いようですので、これより第６３号議案、足立区教育

委員会教育長の事業及び事務従事についてを採決いたし

ます。 

  本案は原案のとおり決することに賛成の方の挙手を求

めます。 

（賛成者挙手） 

  挙手全員であります。よって本案は原案のとおり議決す

ることにいたします。 

 

―――――――――◇―――――――― 

 

○教育長 次の第６４号議案は、追加議案になります。第６

４号議案につきましては、足立区教育委員会会議規則第１

４条第１項のただし書きによる人事に関する件ですので、

非公開の会議といたしたいと思います。 

  お諮りいたします。本日の第６４号議案につきまして、

非公開とすることに賛成の方の挙手をお願いいたします。 

（賛成者挙手） 

  挙手全員であります。よって第６４号議案につきまして

は非公開とさせていただきます。 

 

  傍聴人は、大変申し訳ありません。議場より退席をお願

いいたします。 

 

（傍聴人退席） 

 

―――――――――◇―――――――― 

 

  ありがとうございます。これからご審議いただきます第

６４号議案に関する別添資料につきましては、委員会終了

後回収させていただきますので、よろしくお願いいたしま

す。 

 

―――――――――◇―――――――― 

 

  それでは、日程第６、第６４号議案を議題といたします。 

  庶務係長。 

○庶務係長 日程第６、第６４号議案 足立区青少年委員の

委嘱について。 

  以上。 

○教育長 第６４号議案について、鳥山子ども家庭部長から

説明をお願いいたします。 

  子ども家庭部長。 

○子ども家庭部長 別添資料２ページをご覧いただきたい

と思います。 

  件名・所管部課名につきましては記載のとおりです。 

  提案理由でございますけれども、今年の４月１日より欠

員となっております足立入谷小学校の区域の青少年委員

につきまして、地元の青少年対策舎人地区委員会から推薦

がございましたので、規定に基づきまして、青少年委員の

委嘱をするものでございます。 

  被委嘱者でございますが、清野美貴さんでございます。 

  委嘱期間につきましては、教育委員会の議決の日から平

成３０年３月３１日までとなっております。 

  経歴等につきましては、記載のとおりでございます。 

  今後の方針でございますが、議決後、速やかに委嘱状を

交付するとともに、円滑に職務を遂行できるように、指導、

助言をしてまいります。 

  以上でございます。 

○教育長 ただいま説明がありましたので、これより本案の

審議に入ります。 

  第６４号議案について、ご質問・ご意見がありましたら

委員のご発言をお願いいたします。何か質疑はありますか。 

  よろしいですか。 

（なし） 

  無いようですので、これより第６４号議案、足立区青少
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年委員の委嘱についてを採決いたします。 

  本案は原案のとおり決することに賛成の方の挙手を求

めます。 

（賛成者挙手） 

  挙手全員であります。よって本案は原案のとおり議決す

ることに決定いたしました。 

 

―――――――――◇―――――――― 

 

  それでは、非公開の審議が終了いたしましたので、傍聴

人の方に議場にお戻りいただくようお伝えください。 

 

 ―――――――――◇―――――――― 

 

  それでは、議事を進行いたします。 

  続いて日程第７、教育長報告を議題といたします。担当

所管からの報告事項に代えさせていただきます。ご質問等

は、全ての報告が終わりましてから一括してお受けいたし

ます。 

  初めに①について、浮津教育指導課長、お願いします。 

  教育指導課長。 

○教育指導課長 それでは、５８ページをお開けください。 

  件名・所管部課名は記載のとおりです。 

  第１回いじめ問題対策委員会を８月１日に実施させて

いただきました。 

  外部委員に関しては、前年度の外部委員が継続でまた委

員をお引き受けいただいております。その点で、委員長・

有村先生、副委員長・砥抦先生、特に変更はございません。

区のいじめの状況を理解されている委員に継続でお願い

をしたというところでございます。 

  議題としては、問題行動調査の説明をさせていただきま

した。特徴的なところでは、黒い丸の３番目、４番目。い

じめる児童生徒への特別な対応については、いじめられた

児童生徒だけでなく、いじめた児童についても保護者にき

ちんと説明をして、家庭でも対応していただくということ

が特徴的に昨年度より増えているところです。あとは、４

番目。これについても、昨年度までは３番目くらいの値で

したけれども、やはりスクールカウンセラーに対応の協力

を求めるというところが一番多く学校から上がっており

ますので、教員だけでなく専門のスクールカウンセラーの

協力を得ながら、課題の解決に努めているということが見

えております。 

  それから、右側のページ（２）、いじめに関するアンケ

ート調査結果についてもご説明をさせていただきました。

アンケートの集計結果④のところに表がございますが、小

学校では６９校中４２校でいじめがあったという報告を

受けております。中学校では３６校中２１校。この点は、

文部科学省等はいじめが無いはずがないというような観

点でお話をされていますけれども、無い学校、報告が無い

学校については、担当の指導主事が夏休み明けに訪問をし

て状況の把握等をしていきたいと思っています。 

  数年間いじめの報告が無いというような学校もござい

ますけれども、そういう学校については、また丁寧に対応

してまいりたいというふうに思っております。 

  （３）今後の取り組みについて。昨年度、途中で個票を

変えましたので、その個票の定着ができつつあるというと

ころです。それについては継続して使用してまいりたいと

思います。また本年度、いじめ問題対策委員会委員の方々

による学校訪問を、第２回いじめ問題対策委員会までに計

画しておりますので、直接委員の方が校長先生や担当の先

生と話をすることで具体的に各学校の取り組みの把握に

努めていただく。また、それをもとに話し合いの機会を持

ちたいと思っております。それ以降は配付した資料を載せ

ております。 

  私からは以上です。 

○教育長 次に②と③について、上遠野子ども政策課長、お

願いします。 

  子ども政策課長。 

○子ども政策課長 お手元の資料６７ページをご覧くださ

い。 

  件名・所管部課名は記載のとおりでございます。 

  現在、保育園の民営化計画につきましては、平成３２年

度までとなっておりますけれども、今回、その計画の見直

しと３３年度の計画ということで改正するものでござい

ます。 

  資料の１ですけれども、改定後の民営化計画ということ

で、まず、上段が現行の民営化計画でございます。そして

矢印から下が見直し後の計画ということになります。上段
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で網かけがございます４園につきましては、下記理由によ

り変更させていただくものでございます。 

  まず（１）①、本木東保育園でございますけれども、こ

ちらにつきましては、現在、敷地の一部が都市計画道路の

整備に引っかかっているという状況がございまして、こち

らの道路の工事が終了いたしました以降に民営化をいた

したいということで、平成３４年度に変更させていただく

ものでございます。 

  ６８ページです。②になりますが、保木間、上沼田、中

島根です。こちらにつきましては、保育士の人事配置計画、

また、公立保育園の配置など総合的に見直しをいたしまし

て、当面この３園については民営化を見送りたいというも

のでございます。 

  （２）平成３３年度以降の計画ですけれども、３３年度

につきましては、６７ページに記載のいりや第二、北保木

間、六木を民営化予定園とさせていただきたく思っており

ます。 

  計画策定の範囲なのですけれども、現在、区立園として

残っております園の多くが、団地の１階部分に位置してお

ります。こちらにつきましては、団地の建て替えなどの計

画が、今、順次進められておりますので、それらとの整合

性を図っていかなければならないという状況がございま

す。したがいまして、今回は、平成３３年度の計画のみを

上げさせていただき、３４年度以降の民営化につきまして

は、また来年度という形でさせていただきたく存じます。 

  ２番で、民営化園の適正な運営及び保育の質の確保とい

うところで、こちらにつきましては、それぞれ業務の検証

や評価など、きちんと実施いたしまして、適正な実施、保

育の質の確保を図ってまいります。 

  今後の方針ですが、現行計画を変更する園につきまして

は速やかに変更内容を保護者に説明してまいります。また、

その次の平成２９年度版『保育施設利用申込案内』、こち

らは１０月に発行の予定でございますけれども、それらに

も今回の計画についての反映をしてまいります。 

  続きまして６９ページです。 

  件名・所管部課名は記載のとおりでございます。 

  こちらは、主には家庭でお子さんを保育されている保育

世帯に対して、今後、支援を充実していくに当たってアン

ケートを実施したいというものでございます。 

  実施方法につきましては、それぞれ家庭で保育をされて

いる方が行っていらっしゃる子育てサロンや児童館子育

てサロンでのアンケートということで、各住区センターの

管理運営委員会などにお願いをいたしまして、実施すると

いうことを予定しております。 

  期間といたしましては、平成２８年９月１２日から１０

月７日までということで予定をしております。 

  アンケート結果につきましては、今後の方針にございま

すけれども、それぞれ集約分析した上で、今後の子育て支

援策の充実に生かしていきたいと考えております。 

  ７０ページ以降は、アンケートの案となっておりますの

で、後ほどご確認ください。 

  私からは以上でございます。 

○教育長 次に④について、金子待機児ゼロ対策担当課長お

願いします。 

  待機児ゼロ対策担当課長。 

○待機児ゼロ対策担当課長 それでは、資料の７３ページを

お開きください。 

  件名・所管部課名につきましては記載のとおりでござい

ます。 

  毎年行っております足立区待機児童解消アクション・プ

ランの改定について報告をさせていただきます。 

  この８月に改訂作業を行いました。改定にあたりまして

は、本年４月の待機児童の状況ですとか、保育需要等の分

析をもとに行っております。この資料のほかに、お手元に

子ども家庭部資料１としまして、Ａ３カラー印刷の概要版

をご用意してございます。また、資料２としまして、Ａ４

版縦左とじの冊子をご用意させていただいております。後

ほどご覧になっていただければと思います。 

  内容につきまして、「１ 解決すべき課題」からご報告

申し上げます。分析の結果、４つの課題を挙げてございま

す。 

  まず、１番目としまして、大規模開発、沿線開発などで

住環境整備が進んでいる地域を中心に、０歳児と１歳児の

需要がそれぞれ前年比１００名以上の増加ということが

ございまして、待機児童解消の上で最大の課題となってお

ります。 

  ２番目としましては、これまでのアクション・プランで

も整備方針を立てて、整備計画を立ててきているわけでご
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ざいますけれども、慢性的に待機児童が存在する地域、具

体的には梅田地域になりますけれども、こちらに認可保育

所の整備対象という形に方針上なっていないということ

で、整備方針と地域の実情がマッチしていない状況で、整

備を困難にしているという現状がございます。 

  ３番目としまして、２歳児の定員と３歳児の定員が逆転

している、千住、綾瀬地域などでございますけれども、そ

ういったところで、今後、３歳児の保育需要が増加する見

込みの地域につきまして、待機児童が増加する可能性があ

るという感じでございます。 

  ４番目が、施設整備の加速。近隣も含めまして、区もそ

うでございますけれども、施設整備が加速してございます

ので、運営主体でございます保育士の確保が一層困難にな

ってきているという状況で、大きな課題の１つと挙げてご

ざいます。 

  また、「２ 保育需要の動向」でございますけれども、

折れ線グラフ上段が３歳から５歳。真ん中が０歳から５歳

の全体。下が０歳－２歳という形でございまして、昨年か

ら今年にかけての傾斜がかなりきつくなってきている状

況で、保育需要率を計算した表になってございます。平成

３１年につきましては、全体で４１．８％まで上昇するの

ではないか。２１年度で３０．７％でございましたので、

１０年間で１０ポイント以上の上昇を見込んでいるとい

うことでございます。 

  次のページをお開きください。先ほど課題で触れました

整備方針についてでございます。表に掲げてございますも

のが、アクション・プランに掲げている表でございますが、

太字・下線部分につきまして、今回の改定で追加をした地

域でございます。認可保育所につきましては、梅田地域を

具体的な例として上げてございますけれども、慢性的な保

育定員の不足と、なおかつ他地域の保育需要の流出が顕著

な地域ということで、梅田の例を取らせていただきますと、

中央本町への保育需要の流出が結構出てきているという

ところで、こういった地域にも民間保育園の整備が必要で

あるということで改定追加をしているということでござ

います。また、認証保育所につきましても、相当数の低年

齢児の保育需要が見込まれる地域というのみでございま

したけれども、これまで整備しました駅周辺の認可保育所

とのバランスで、長時間の保育など利便性の高い認証保育

所を整備して、多様な保育需要に応えていくということの

整備方針を掲げて、認証保育所の整備につなげていきたい

ということで追加をした次第でございます。 

  次、４番目に年度別整備計画でございますけれども、今

回の計画、２８年から３０年度の３カ年度で、１，６０７

人定員増を図る予定でございます。昨年度の計画におきま

して、４４９人分上乗せするという形になっております。

これによりまして、３０年４月の待機児童解消とともに、

３０年度以降も待機児童ゼロを維持していくという形で

計画を立ててございます。 

  その下の（１）の定員数の推移は記載のとおりでござい

まして、一番右、３１年度当初で保育定員１万４，７０１

名を見込んでございます。 

  次のページでございます。こちらでは施設種別ごとの各

年度別の整備計画ということで、今回改定アクション・プ

ランで整備する施設数を主に上げさせていただいており

ます。一番上の認可保育所につきましては、整備内容とし

ましては、平成２８、２９、３０年度で計１７カ所の保育

施設、保育園を整備していきたい。また、３つ下がりまし

て、小規模保育につきましても、２８、２９年度に６施設。

また、３つ下がりまして、東京都の認証保育所につきまし

ても、２８、２９年で計５施設を整備して、１，６０７人

の定員の拡大をしていきたいという計画となってござい

ます。 

  以上が、施設整備中心の話でございまして、このページ

の下の５番のところ、施設整備以外の取り組みということ

で、次のページにかけて３つ掲げさせていただいています。 

  １つは、多様な保育施設の利用促進ということで、いろ

いろな保育施設があるわけでございますけれども、それぞ

れの良さをさらに周知して、なおかつ、昨年の１０月から

専門相談員である保育コンシェルジュを設置してござい

ますけれども、積極的な活用を進めてまいりまして、小規

模保育、家庭的保育を含めた多様な保育施設の利活用につ

なげていきたい。実際、この保育施設の効果としましては、

小規模、保育ママの空き定員が少なくなったという効果も

ありますので、さらに積極的に施策に取り組んでいきたい

と考えてございます。また、小規模、家庭的保育につきま

しては、２歳までの施設でございますので、３歳から就学

前まで安心して預けられる受け入れ施設の設定、これをい
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かにして構築していくかということを検討していく所存

でございます。 

  次のページに移ります。 

  こちらは、２番目としましては、保育士確保策というこ

とで、従来からしてございます就職相談会あるいは潜在保

育士向けの再就職セミナーにつきましては、継続して実施

をしてまいります。また、保育士への経済的支援策の拡充。

保育士だけではないのですけれども、事業者向けの施策も

ございますが、例えば１月から住居借り上げ支援ですとか、

今年の４月から、奨学金返済支援など経済的支援策を拡充

するということを考えてございます。 

  最後、３番目でございます。認証保育所の認可化移行支

援ということで、先ほど、２歳、３歳の定員が逆転すると

いうところの地域、千住、綾瀬、六町あたりがそうでござ

いますけれども、そういったところにおきまして、就学前

まで持ち上がりが可能な施設整備が可能なところの認証

保育所につきまして、認可化の支援をしてまいりたいと考

えてございます。新築をせずに既存施設での３歳児以降の

定員を増やすことができるというメリットでありました

り、３歳児以降の受け入れ先として期待できるというもの

でございます。こういったことの取り組みによりまして、

最後の方針にございますけれども、施設整備計画を確実に

実施していく、これが原則となりますけれども、そういっ

たことで、３０年４月の待機児童を解消するとともに、３

０年度以降も待機児童ゼロを維持していくという考えで

ございます。 

  報告は以上でございます。 

○教育長 次に⑤について、松野子ども施設整備課長、お願

いします。 

  子ども施設整備課長。 

○子ども施設整備課長 ７７ページをお開きいただきたい

と思います。 

  件名・所管部課名は記載のとおりでございます。 

  平成３０年４月の民営化における運営事業者の公募を

いたしますことをご報告いたします。 

  １番に記載のあります弘道保育園につきまして、現在民

営化の公募の準備を進めているところでございます。こち

らの手法といたしましては、土地は無償貸付、それから建

物は無償譲渡といたします。対象は、これまで社会福祉法

人だけを対象としておりましたが、このたび、学校法人ま

たは株式会社等も対象とすることといたしました。これに

伴いまして、また、３月にご報告をしているのですが、大

谷田第二保育園の公募についても同じタイミングで公募

をかけていきたいと考えております。ここで、対象を社会

福祉法人に加え学校法人、株式会社等に拡大したところで

ございますが、この選定事業者が社会福祉法人または学校

法人以外の場合には、地方自治法の９６条の第１項第６号

の規定によりまして、区議会に諮る必要が出てまいります

ので、こういったことを加味しながら公募をしていくとい

う考えでございます。 

  民営化の理由でございますが、２番に記載がございます

けれども、延長保育や年末保育など、さまざまな保育サー

ビスの充実を図っていくということが大きな理由でござ

います。また、一方で運営経費の削減ということで、より

効率的な運営をしていただきまして、経費を削減するとい

うところがポイントとなってございます。 

  ３番のスケジュールの記載をさせていただいておりま

すが、８月の下旬から公募を開始いたしまして、引き継ぎ

保育等を行いまして、３０年の４月には民営化ということ

を実施していくものでございます。 

  今後の方針でございますが、より多くの事業者さんから

応募をいただけるように、今後について広く情報をお伝え

しまして、多くの皆様に応募していただけるように努めて

まいります。 

  以上でございます。 

○教育長 ⑥について、千ヶ崎子ども施設入園課長、お願い

します。 

 子ども施設入園課長。 

○子ども施設入園課長 それでは、報告資料７８ページにつ

いて報告いたします。 

  件名・所管部課名は記載のとおりでございます。 

  ２９年４月からの保育施設利用申込に関する日程、受付

場所、対象施設等について下記の記載のとおり実施させて

いただきます。例年４月からの保育施設の利用調整につき

ましては、申込件数が多く、利用調整に時間を要すること

から、毎年この時期に集中的に受付を行っているところで

ございます。 

  周知方法につきましては、あだち広報、ホームページは
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もとより区内の子ども子育て施設を中心に約２３０カ所

へのポスターの掲示、ツイッター等のＳＮＳの活用、こう

いったことを活用して周知を行っていきたいと思ってお

ります。 

  また、昨年度から保育コンシェルジュによる相談を行っ

ておりまして、今年度は、特設会場設置、それから出張相

談を行いながら、きめ細やかな相談や情報提供を行ってま

いりたいと考えております。 

  報告は以上でございます。 

○教育長 次に⑦について、寺島青少年課長お願いします。 

  青少年課長。 

○青少年課長 お手元資料の８０ページをごらんください。 

  件名・所管部課名につきましては記載のとおりでござい

ます。 

  ギャラクシティの指定管理者、平成２７年度分業務評価

を行いましたので、ご報告をいたしたいと思っております。 

  まず、業務評価の目的でございますが、指定管理者の業

務を有識者ですとか区民の方々の視点によりまして、点

検・評価をいたして、さらなる利用者サービスの向上、ま

た、円滑な施設運営に反映したいというところが目的でご

ざいます。 

  業務評価の方法でございますが、平成２８年３月２２日

を第１回といたしまして、７月２２日までの全４回、事業

者による実施事業の説明ですとか、提示資料に基づきまし

て評価を行ってまいりました。 

  評価結果でございますけれども、評価は７段階の評価で、

上から３番目となります「Ｂ＋」、評価内容といたしまして

は、「当該分野について、適正である」という評価の結果

でございました。なお、昨年度評価は、上から２番目に当

たります「Ａ－」でございましたけれども、今回、総利用

者数につきましては増加をしているものの、主に区民の利

用が伸び悩んでおりまして、区民向けの広報の充実ですと

か利用促進に向けた取り組みなどが課題として挙げられ

ているところでございます。 

  詳しい内容につきましては、別添の資料１といたしまし

て、委員会での委員の意見、ギャラクシティ運営評価委員

会の評価書がＡ３版でございます。そちらを後ほどご確認

いただければと思っております。 

  今後の方針といたしましては、こちらの評価について指

定管理者へ評価及び意見を通知いたしまして、可能な限り

今年度事業から反映できるように、区としても支援してま

いりたいと思っております。また、今年度から、評価に基

づきましてインセンティブ制度、報償制度が導入されてご

ざいます。こちらに基づきまして、速やかに報奨金を算定

支出してまいりたいと考えております。 

  私からは以上でございます。 

○教育長 ７件報告がありました。各委員からご質問・ご意

見ありましたらお願いいたします。何か質疑はありますか。 

  葉養委員、どうぞ。 

○葉養委員 ２点お願いします。 

  １点目は、５８ページからの第１回足立区いじめ問題対

策委員会開催結果についてという箇所なのですけれど、６

０ページの今後の方針のところを見ると、学校訪問を行う

と書いてあるのですけれども、たまたまインターネット上

で、平成２６年度第１回の足立区いじめ問題対策委員会の

議事録を見ると、委員の意見の中に、本委員会は機能する

ことが重要であるという指摘があるのですね。メンバーは

有馬先生以下、有馬先生は私もよく知っていますけれども、

知っているお名前で全部同じ方ですね。だから、６０ペー

ジの「学校訪問を行い、」という箇所がかなり重要かと思

うのですけれども、ただ、訪問の仕方ですよね。ただ行け

ばわかるというものではなくて、行き方をかなりデザイン

していかないと、ただ行っただけ、つまり、行ったという

業績づくりだけに終わってしまう可能性があると思うの

ですけれども、その点について何かお考えがあるかという

のが１つ目の質問です。 

  それから、２つ目もよろしいですか。 

○教育長 はい、どうぞ。 

○葉養委員 ２つ目は８０ページのギャラクシティの評価

との関係なのですけれども、評価結果の３を見ると、区民

の利用が伸び悩んでいて、これがかなり大きなマイナスポ

イントになっていて、この点の改善に向けた措置として、

８０ページの今後の方針の下２行目、「今年度から評価に

対するインセンティブ制度を導入することとなったため、

速やかに報償金を支出する。」。これで区民の利用が伸び悩

む対策になるとお考えなのかどうかということをお聞き

したいです。それが２点目です。 

○教育長 教育指導課長。 
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○教育指導課長 今のご質問ですけれども、当然ながら、訪

問することが目的では決してありませんので、委員もお分

かりでおっしゃっているとは思いますが、こちらは当然資

料をつくって、資料のベースをもとに訪問させていただい

て、担当の指導主事にも同行させていただきますので、そ

ういう中で実際にどういうことが行われているのかとい

うことを、この委員の方々に直接学校に１、２校行ってい

ただいて、その意見を持ち寄って、よりよいいじめ対策と

いうのをご提言いただければと思っております。 

  以上です。 

○教育長 青少年課長。 

○青少年課長 ２点目のギャラクシティについてのご質問

でございますけれども、区民の利用が伸び悩んでいるとこ

ろで、２７年度の事業に基づく評価というところでござい

ます。今年度、既に文化ホールなどでは通常一般料金の区

民向けの若干割安な料金を設けたりとか、区民向けの対策

というものも少しずつ始めているところでございます。ま

た、インセンティブの活用でございますけれども、こちら

につきましては、あくまでも利用の目的に制限はございま

せんので、事業者のほうで結果としてギャラクシティの事

業の充実に使っていただければよろしいのかと思ってお

りますので、区民利用の促進と直接インセンティブの結び

つきについては考えてございません。 

○教育長 葉養委員、よろしいですか。再質問がございます。 

○葉養委員 議論するつもりはないのですが、結果を見るし

かないのですけれども、インセンティブ制度となると、会

社とか組織的にやっているところがどうしてもターゲッ

トになるのかなというイメージがあって、区民利用という

ことになると、やはりごく普通の人がぶらっと訪れるとい

うことが区民利用なので、それを促進するということの手

当てとして、具体的に何をやろうとされているのかという、

広報とかそういうのは出ていますけれども、広報は誰だっ

て考えることで、言われなくてもやっていると思うのです

けれどね。だから、そこら辺を、このギャラクシティとい

う施設のあり方とか、将来的にはそういう問題と絡めてや

はり見ていかないと、区民の利用の伸び悩みということに

対する手当てというものは必ずしも有効に出てこないの

ではないか。１年後の結果を見てみたいと思います。 

○教育長 青少年課長。 

○青少年課長 インセンティブの活用につきましては、繰り

返しになりますが、直接それで区民の利用を図るというも

のでは特にございませんけれども、例えば、区民の利用促

進を図る上では、いろいろなワークショップ申し込みがあ

りますけれども、例えば、区民の枠を設けるですとか、優

先して受け付けをするなどというのも１つの案かと考え

ております。また、平日の午後、放課後の時間などは、区

民の子どもたち向けのワークショップなどもやっており

ますので、そういった形で近所の子どもたちがぶらっと訪

れてくれるようなそんな事業も展開しているところでご

ざいます。 

○教育長 よろしいでしょうか。 

  ありがとうございました。ほかにいかがですか。 

  小池委員。 

○小池委員 すみません。５８ページのいじめのところで、

１つお願いがあります。いじめ対策ということで、今、学

校では若い先生が増えていて、人権感覚がまだ薄いという

か、そういう先生方がまだいると思うのですね。あと逆に

ベテランの先生で、人権感覚が麻痺しているようなそうい

う先生方もいると思うので、外部委員の方々の訪問に合わ

せてそこら辺も見ていただいて、そういうところが見られ

るようであれば、来年の指導室の研修計画の中に取り入れ

ていただければと思いますので、よろしくお願いします。 

○教育長 教育指導課長。 

○教育指導課長 ご質問ありがとうございます。人権教育プ

ログラムが全ての教員に東京都が配付しておりますので、

それが基本になるというところと、また、実際、若手の教

員の人権感覚、経験豊富な教員の麻痺しているというとこ

ろは、これは本区に限らず大きな課題ですので、状況を見

て、研修の内容に入れていきたいと思っております。あり

がとうございました。 

○教育長 よろしいですか。ほか、ご意見いかがですか。 

  杉田委員。 

○杉田委員 今のまた、いじめのところなのですけれども、

以前にいじめられているお子さんから相談を受けたこと

がありまして、そのときに、学校のＳＣ、スクールカウン

セラーの部屋に通されたときに、質問責めにあったという

ことを聞きました。どうしてかなと思って、私、きょう今

回この受付票を見ていたら、ここに受付票の書き方として、
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時系列でいじめにあったことを記入する欄があるのです

ね。そうやってカウンセラーの先生に聞かれたのだなとい

うのをちょっと納得いたしました。この票の、せっかくと

てもいい受付票、改善されて取っているということなので、

その使い方をカウンセラーの先生方に上手に使っていた

だくように、これはお願いなのですけれども、ぜひよろし

くお願いしたいと思います。 

  それと、学校側でいじめの件数が大幅に減ってきている

という委員のご意見の中にあったのですけれども、それは

昨年からいじめに該当するか学校側で判断するようにな

ったからだというのが理由の１つとして上げられている

のですが、この学校側で判断するというのは、どんな形で

判断されるのか、教えていただければと思います。 

○教育長 教育指導課長。 

○教育指導課長 当然、いじめ等の訴えというか、いじめに

つながる可能性のある訴えの場合は、子どもから確認をし

ます。これだけ件数が増えていたのは、どんなささいなこ

とでも、まずはいじめの可能性として学校が取り上げてい

るいい例だと私は思っています。ただ、当然ながら、考え

違いがあったり、これはささいなけんかであったりという

ようなことの場合は、これはいじめではないというような

認識。当然、これは子どもと話をしますので、いじめの場

合は子どもがいじめであると認識をしたらいじめという

ふうに捉えていきますので、そういう点では、膨大な量を

これまでは、そこまで受付票に載せなかったものを受付票

に載せて、そこからふるいにかけていくということで、か

なり感度が高まっている証拠だろうと思っています。意図

的に件数を減らすためにいじめではないよなというよう

なこと、いじめの件数をゼロにすることが最終の目的です

けれども、いじめを顕在化させて早期解決することが目的

であることは繰り返し言っていますので、今後もその点を

各学校の校長先生、先生方に研修等で丁寧に伝えてまいり

たいと思います。 

○教育長 よろしいですか。 

○杉田委員 ありがとうございます。ぜひよろしくお願いい

たします。 

○教育長 ほかいかがでしょうか。 

  よろしいですか。 

  葉養委員。 

○葉養委員 同じいじめのところになってしまうのですけ

れど、６３ページのいじめ発見のきかっけの複数回答を見

ると、やはり学級担任が発見というのと、アンケート調査

等で発見というのがかなり膨らんでいて、中学生は本人か

らの訴えというのが１１１件で大きくなっていますけれ

ども、４番目のスクールカウンセラー等の外部の相談員に

よる発見というのはほとんど無いのですね。それから、３

番目の養護教員が発見というのも極めて微々たるもの。だ

から、実態としては学級担任の役割というのがかなり重要

だということを裏づけている。今後としては、養護教諭の

発見がなぜ小学校はゼロなのかとか、ここら辺は改善のあ

り方としては重要かと。それから、スクールカウンセラー

の発見のところが、なぜ０件－２件なのかという点もそれ

を拡充しようといじめ調査委員会の提言に出てきている

ことからすると、現実とのギャップを指導室でどう埋めよ

うとされるのかというのが、かなり大きなポイントだろう

と思うのですけど、この点についてもご説明いただければ

と思います。 

○教育長 教育指導課長。 

○教育指導課長 教育委員会として、見つけられる可能性を

たくさん増やすことが重要だと思っています。スクールカ

ウンセラーが見つけられないからというよりも、それ以外

にいじめ相談箱や２４時間のメール、いろいろな形でいじ

めが受け付けられるというような裾野を広げていって、１

人でも探していくというようなところを進めていきたい

と思います。現状ではスクールカウンセラーは、やはり対

応していただくところが中心となっていますので、スクー

ルカウンセラーがいじめを見つけることが実際できるの

かどうかということは検討させていただいて、スクールカ

ウンセラーにいじめの相談をすることはできると子ども

に理解させることがまずは重要なのだなと思いますので、

いじめを見つけられる場所や人を増やすというようなこ

とで考えていければと思っています。 

○教育長 よろしいですか。 

  ほかにいかがでしょうか。 

（なし） 

○教育長 無いようですので、これで報告事項を終了いたし

ます。 

  それでは、以上をもちまして、本年第８回足立区教育委



12 
 

員会定例会を閉会いたします。 

  お疲れさまでした。ありがとうございました。 

午後３時５１分閉会 
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間で既存施設の定員増を含めて 1,427 人分の保育定員増を行うこととしました。また、平成 30 年度に

おいても、待機児童ゼロを維持するための整備を行うこととし、平成 28 年度からの 3 年間で合計 1,607

名分の保育定員を増やす新規整備計画 （P. 19 参照）を策定しました。地域のニーズ状況を分析し、

認可保育所や認証保育所、小規模保育施設を区全体でバランスよく設置していきます。 

【年度別・施設別の新規整備計画】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.3 施設整備以外の取り組み 
(1) 多様な保育施設の利⽤促進 

様々な保育サービスの周知と利用促進を行います。具体的には、保育コンシェルジュの相談による

マッチングの充実（P. 29 参照）や、３歳以降の受け入れ施設の設定（P. 29 参照）に取り組み、平成 28

年 4 月の空き定員が比較的多かった小規模保育や家庭的保育事業の利用促進を図ります。 

(2) 保育⼠確保・定着対策 

保育施設を開園するためには、施設の整備はもちろん重要ですが、保育施設で働く保育人材の確

保・定着も重要な課題のひとつです。足立区では、区内の保育士養成機関やハローワークと連携し就

職相談会などを実施するとともに、区内保育施設の就職を促すため、国や都の補助制度を活用した住

居借上げ支援事業や、区独自の奨学金返済支援事業などによる経済的支援及び、潜在保育士等の

就職支援を実施します（P. 31 参照）。 

(3) 認証保育所の認可化移⾏⽀援 

３歳児からの受け入れ定員が不足する見込みの地域において、就学前までの持ち上がりが可能な

定員を確保できるなど、一定の条件を満たす認可保育所の認可化を支援し、３歳児以降の定員を確保

します（P. 32 参照）。 

1. はじめに

保育施設等 平成28年度　整備内容
整備

定員数
（人）

平成29年度　整備内容
整備

定員数
（人）

28～29
合　計
（人）

平成30年度　整備内容
整備

定員数
（人）

合　計
（人）

4所 10所 3所

・1ブロック-千住地域 ・1ブロック-千住地域 65 ・7ブロック-佐野地域 60
　　　　　　　（日ノ出町） ・2ブロック-江北地域 60 ・上記のほか2か所 計120
・1ブロック-千住地域 ・3ブロック-興野・本木地域 60
　　　　　　　（千住宮元町） ・4ブロック-梅田地域 65
・5ブロック-中央本町地域 65 ・5ブロック-中央本町地域 60
・8ブロック-保塚・六町地域 100 ・6ブロック-綾瀬地域（北綾瀬） 65

・6ブロック－綾瀬地域（東和中川） 60
・8ブロック-保塚・六町地域 65
・11ブロック-伊興・西新井地域 65
・13ブロック-舎人・東伊興地域 65

2所 ３所

・1ブロック-千住地域 30 ・1ブロック-千住地域 30
・４ブロック-梅田地域 40 ・5ブロック-中央本町地域 30

・上記のほか1か所 30

家庭的保育※ 0 0

3施設 ３施設

・5ブロック-中央本町地域 15 ・２ブロック-新田地域 15
・６ブロック-綾瀬地域 15 ・６ブロック-綾瀬地域 15
・10ブロック-竹の塚地域 15 ・上記のほか1か所 15

(私立)認定こども園 0 0
公設民営認可外保育施設 0 0

120 112

平成28年度　合計（人） 550 平成29年度　合計（人） 877 1427 平成30年度　合計（人） 180 1607

※区認定家庭的保育を含む。平成29年度以降は給食提供の実施状況を踏まえ判断する。

認可保育所 945 1125

認証保育所 160 160

90

60

小規模保育 90 90

既存保育施設の
の増改築、認可化

・認可等
・認証の認可化（３所）

・認可等
・認証の認可化（２所）

232 232
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（１） 待機児童数の減少について（対前年⽐で 16 名減少） 
待機児童が減少した主な要因は、各地域における保育需要の分析により、認可保育所などの整備

による定員の増員を行うとともに、小規模保育施設や家庭的保育施設、認証保育所など、認可保育所

以外の施設の利用促進を行ってきたことによるものと考えられます。 

なお、⾜⽴区の待機児童数は、23 区中 5 番⽬に多い状況です。 

（２） 待機児童の 0 歳児から１歳児への集中について 
待機児童は、平成 21 年度以降、大規模開発や沿線開発が進む地域を中心に急激に増加してきまし

た。平成 28 年度は、区内の多くの地域で 0 歳児の保育需要が増えたほか、千住地域で 1 歳児の保育

需要が大きく伸びたことにより、待機児童が 0 歳児から１歳児に集中する傾向が顕著になりました。全年

齢に占める 0 歳児から１歳児の割合は 79.4％となり、前年度（69.5％）から 9.9 ポイント増加しました。 

2.1.2 地域別待機児童の状況 

 

 

地域（ブロック）別待機児童数の推移をみると、千住地域では前年度比で一定の減少はあったものの、３

年連続で区内で最も待機児童数が多い状態です。また、慢性的に待機児童数が多い梅田地域、綾瀬地域

で待機児童が増加したほか、佐野地域、鹿浜地域など、これまで待機児童数が比較的少なかった地域も増

加の傾向にあります。 

表 3 地域別待機児童数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※地域別待機児童数は、待機児童となっている児童が第⼀希望で⼊所希望した保育施設所在地ごとにカウントしています。 
※平成 27 年度からは、家庭的保育や⼩規模保育など、区で利⽤調整を⾏うすべての施設の待機児童をカウントしています。 

特定の地域において待機児童の⾼⽌まりや増加の状況が⾒られる（表 3）。 

2. 足立区における保育の状況

（各年4月1日現在）

1 千住地域 18 19 30 38 64 48 23 42 81 58 (56) 96.6%

2 江北･新田地域 10 9 34 38 46 46 25 26 27 22 (21) 95.5%

3 興野・本木地域 17 4 17 19 28 27 13 20 27 19 (17) 89.5%

4 梅田地域 12 11 38 40 46 49 28 34 23 27 (24) 88.9%

5 中央本町地域 26 40 47 57 55 56 42 41 39 28 (25) 89.3%

6 綾瀬地域 17 29 67 52 49 36 36 35 32 39 (39) 100.0%

7 佐野地域 15 16 35 21 40 13 10 20 11 17 (17) 100.0%

8 保塚・六町地域 11 13 29 34 29 25 17 19 25 23 (23) 100.0%

9 花畑・保木間地域 15 16 22 29 16 16 26 22 15 13 (11) 84.6%

10 竹の塚地域 29 19 22 31 23 22 17 21 12 15 (14) 93.3%

11 伊興・西新井地域 14 10 6 23 17 16 17 10 11 13 (11) 84.6%

12 鹿浜地域 0 5 27 14 23 25 19 13 6 16 (16) 100.0%

13 舎人・東伊興地域 13 8 31 36 37 16 16 26 12 14 (12) 85.7%

197 199 405 432 473 395 289 329 321 304 (286) 94.1%

16 6 13 4 12 2 5 1 1 2 (2) 100.0%

213 205 418 436 485 397 294 330 322 306 (288) 94.2%

25年

管外委託分

合計

24年 26年 27年
28年 0-2歳の

割合（　） は0～2歳児数

区内小計

ブロック 19年 20年 21年 22年 23年



就

就

求

介

疾

出

不

千住大

備などが

待機児童

なお、

ごとの保

ブロック

地域ごと

2.1.3 申請

 

 

待機児

フルタイ

です。パ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

申

就労中(フルタイ

就労中(パート)
求職中

介護

疾病障がい

出産・就学

不存在・その他

合計

申請事由

大橋駅周辺地

が進んでいる

童につながっ

、平成30年4

保育需要の状

ク」をさらに 49

との保育需要

請事由別待機

児童の申請事

イム就労世帯

パート就労世

申請事由別内訳（

（平成 27 年 4

人数

イム) 6
15
23
1
1
1

他

48

由
平成

地域における

る地域では、就

ったものと考え

4月に待機児

状況を的確に

9 地域に細分

要の実態把握

児童の内訳 

事由別内訳で

帯が倍増しまし

帯、求職中世

表 4 

フルタイ

（322 人） 

月） 

平成

構成比 人

63 13.0%
54 31.8%
30 47.4%
12 2.5%
15 3.1%
11 2.3%
0 0.0%

85 100.0%

成23年

る大規模開発

就学前人口の

えられます。

児童ゼロを達成

に把握していく

分化し、待機

握に努めていま

では、平成 26

した。平成 28

世帯も引き続き

図 2 待機児

平成 23 年か

イム就労世帯の

成24年

人数 構成比

68 17.1%
100 25.2%
207 52.1%

7 1.8%
11 2.8%
4 1.0%
0 0.0%

397 100.0%

・その
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発、つくばエク

の増減に関わ

成し、その後も

く必要があり

児童の状況や

ます。 

6 年度まで求

8 年度はフル

き多い状況で

児童の申請事由

から平成 28 年

の待機児童が⾼

申

平成25年

人数 構成

57 19.4
88 29.9

128 43.
4 1.4

10 3.4
7 2.4
0 0.0

294 100.0

の他

クスプレスや日

わらず、共働き

も維持してい

ます。このよ

や人口の推移

求職中の世帯

ルタイム就労世

です（表 4）。

由別内訳グラフ

年の申請事由別

⾼⽌まりしてい

申請事由別内訳

（平成 28 年 4

成比 人数 構

4% 47
9% 96
5% 156
4% 6
4% 19
4% 5
0% 1
0% 330 1

平成26

日暮里・舎人

き世帯の流入

いくための取り

うなことから、

移、保育需要

帯が多い状況で

世帯が若干減

フ 

別内訳 

います（図 2）

（306 人）

4月） 

構成比 人数

14.2% 9
29.1% 9
47.3% 11
1.8%
5.8%
1.5%
0.3%

100.0% 32

6年 平成

人ライナー沿線

入により保育需

り組みを行うに

、足立区では

要等の詳細な

でしたが、平

減少したものの

。 

構成比 人

3 28.9%
7 30.1%
0 34.2%
7 2.2%
8 2.5%
5 1.6%
2 0.6%
2 100.0%

成27年

線の住環境整

需要が増加し

にあたり、地域

は、前述の「13

分析を行い、

成 27 年度に

の同様の傾向

人数 構成比

88 28.8%
89 29.1%

112 36.6%
6 2.0%
7 2.3%
2 0.7%
2 0.7%

306 100.0%

平成28年

整

し、

域

3

、

に

向
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フルタイム就労世帯の待機児童が高止まりしている主な原因は、平成 26 年度中に千住大橋地域に完成

した大規模マンション計 600 戸以上の入居に対応した保育施設の整備が後追いになったためです。この結

果、同地域で多くのフルタイム就労世帯の方が待機児童となってしまいました。平成 27 年度中に認可保育

所３所を整備しましたが、計画していた認証保育所１所の整備が遅れたことに加え、マンションからの保育需

要が更に伸びたこともあり、平成 28 年度においても大幅な改善には至りませんでした。 

 

フルタイム就労世帯の待機児童については、下記の「地域別・年齢別待機児童数（右側表）」のとおりです。

千住地域や綾瀬地域などの大規模開発が進んでいる地域で多い状況があります。また、年齢別では、88 名

中 86 名が 0 歳から 2 歳児であり、特に 1 歳児が約 6 割を占めています（表 5）。 

 

表 5 地域別・年齢別待機児童数（全世帯とフルタイム就労世帯の⽐較） 

（平成 28 年 4 月 1 日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
※地域別待機児童数は、待機児童となっている児童が第⼀希望で⼊所希望した保育施設所在地ごとにカウントしています。 
※平成 27 年度からは、家庭的保育や⼩規模保育など、区で利⽤調整を⾏うすべての施設の待機児童をカウントしています。 
※フルタイム就労世帯：⽉ 20 ⽇以上、1 ⽇ 8 時間以上（休憩時間含む）の就労を常態（外勤・⾃宅内） 

  

2. 足立区における保育の状況

0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 合計 構成比 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 合計 構成比

1 千住地域 11 40 5 2 58 19.0% 1 千住地域 8 25 1 34 38.6%

江北・扇地区 7 7 2 1 17 5.6% 江北・扇地区 4 1 5 5.7%

新田地域 2 2 0.7% 新田地域 0 0.0%

宮城・小台地域 1 2 3 1.0% 宮城・小台地域 1 1 1.1%

3 興野・本木地域 1 12 4 2 19 6.2% 3 興野・本木地域 1 2 1 4 4.5%

4 梅田地域 11 12 1 3 27 8.8% 4 梅田地域 5 3 8 9.1%

5 中央本町地域 10 13 2 3 28 9.2% 5 中央本町地域 3 5 8 9.1%

6 綾瀬地域 13 16 10 39 12.7% 6 綾瀬地域 5 6 11 12.5%

7 佐野地域 3 9 5 17 5.6% 7 佐野地域 2 2 2.3%

8 保塚・六町地域 8 11 4 23 7.5% 8 保塚・六町地域 3 2 5 5.7%

9 花畑・保木間地域 5 5 1 1 1 13 4.2% 9 花畑・保木間地域 1 1 1.1%

10 竹の塚地域 3 7 4 1 15 4.9% 10 竹の塚地域 1 1 1 3 3.4%

11 伊興・西新井地域 3 8 2 13 4.2% 11 伊興・西新井地域 1 3 4 4.5%

12 鹿浜地域 3 10 3 16 5.2% 12 鹿浜地域 0 0.0%

13 東伊興・舎人地域 2 6 4 2 14 4.6% 13 東伊興・舎人地域 1 1 2 2.3%

管外 1 1 2 0.7% 管外 0 0.0%

84 159 45 17 1 0 306 100.0% 33 52 1 2 0 0 88 100.0%

構成比 27.5% 52.0% 14.7% 5.6% 0.3% 0.0% 100.0% 構成比 37.5% 59.1% 1.1% 2.3% 0.0% 0.0% 100.0%

合　計 合　計

◆地域別・年齢別　待機児童数　全体（306名） ◆地域別・年齢別　待機児童数　フルタイム就労世帯（88名）

ブロック ブロック

2 2
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表 6 ブロック別待機児童内訳（申請事由別） 平成28年4月1日現在

地域 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 合計 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 合計

就労中（フルタイム） 8 25 1 34 就労中（フルタイム） 3 2 5

就労中(パート) 1 6 3 10 就労中(パート) 2 3 5

求職中 2 7 1 1 11 求職中 3 5 4 12

介護 介護

疾病、障がい 1 1 疾病、障がい 1 1

出産、就学 1 1 出産、就学

1 1

(97) 11 40 5 2 58 8 11 4 23

就労中（フルタイム） 4 2 6 就労中（フルタイム） 1 1

就労中(パート) 3 4 1 1 9 就労中(パート) 2 1 1 1 5

求職中 2 3 1 6 求職中 2 4 1 7

介護 介護

疾病、障がい 1 1 疾病、障がい

出産、就学 出産、就学

(85) 10 9 2 1 22 5 5 1 1 1 13

就労中（フルタイム） 1 2 1 4 就労中（フルタイム） 1 1 1 3

就労中(パート) 7 1 1 9 就労中(パート) 3 3 6

求職中 3 2 1 6 求職中 2 3 1 6

介護 介護

疾病、障がい 疾病、障がい

出産、就学 出産、就学

(23) 1 12 4 2 19 3 7 4 1 15

就労中（フルタイム） 5 3 8 就労中（フルタイム） 1 3 4

就労中(パート) 3 4 1 8 就労中(パート) 1 2 1 4

求職中 2 2 2 6 求職中 1 2 1 4

介護 1 2 1 4 介護

疾病、障がい 1 1 疾病、障がい

出産、就学 出産、就学

1 1

(55) 11 12 1 3 27 3 8 2 13

就労中（フルタイム） 3 5 8 就労中（フルタイム）

就労中(パート) 4 3 2 9 就労中(パート) 2 4 2 8

求職中 3 4 2 1 10 求職中 1 6 1 8

介護 1 1 介護

疾病、障がい 疾病、障がい

出産、就学 出産、就学

(27) 10 13 2 3 28 3 10 3 16

就労中（フルタイム） 5 6 11 就労中（フルタイム） 1 1 2

就労中(パート) 2 3 4 9 就労中(パート) 1 2 3

求職中 6 4 5 15 求職中 1 4 3 8

介護 介護 1 1

疾病、障がい 2 1 3 疾病、障がい

出産、就学 1 1 出産、就学

(100) 13 16 10 39 2 6 4 2 14

就労中（フルタイム） 2 2 就労中（フルタイム）

就労中(パート) 1 1 1 3 就労中(パート) 1 1

求職中 2 6 4 12 求職中 1 1

介護 介護

疾病、障がい 疾病、障がい

出産、就学 出産、就学

(46) 3 9 5 17 1 1 2

【参考】
◆申請事由別の合計

0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 合計 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 合計

就労中（フルタイム） 33 52 1 2 88 1 9 16 53 103 136 318

就労中(パート) 21 43 17 8 89 2 1 7 7 7 3 27

求職中 28 53 24 6 1 112 36 5 30 ― ― ― 71

介護 1 3 1 1 6 41 62 3 ― ― ― 106

疾病、障がい 1 4 2 7 4 9 0 ― ― ― 13

2 2 0 0 1 14 8 0 23

2 2 33 4 19 10 16 11 93

(651) 84 159 45 17 1 0 306 117 90 76 84 134 150 651

27.5% 52.0% 14.7% 5.6% 0.3% 0.0%

申請事由 地域 申請事由

１ブロック
(千住地域)

８ブロック
(保塚・六町

地域)

定員
受入可能数

定員
受入可能数

不存在、その他

合　計

６ブロック
(綾瀬地域)

13ブロック
(東伊興・舎人

地域)

不存在・その他 不存在・その他

認可保育所

小規模保育

合　計 合　計

認証保育所

合　計

構成比

(40)

(37) 合　計

◆定員受入可能数の内訳（足立区全体）

合　計 (18) 合　計

２ブロック
(江北・新田

地域)

９ブロック
(花畑・保木間

地域)

定員
受入可能数

定員
受入可能数不存在・その他 不存在・その他

３ブロック
(興野・本木

地域)

10ブロック
(竹の塚地域)

定員
受入可能数

定員
受入可能数不存在・その他 不存在・その他

合　計 (62) 合　計

４ブロック
(梅田地域)

11ブロック
(伊興・西新井

地域)

定員
受入可能数

定員
受入可能数不存在・その他 不存在・その他

合　計 (29) 合　計

５ブロック
(中央本町

地域)

12ブロック
(鹿浜地域)

定員
受入可能数

定員
受入可能数不存在・その他 不存在・その他

定員
受入可能数

定員
受入可能数不存在・その他 不存在・その他

合　計 (32) 合　計

７ブロック
(佐野地域)

管　外

定員
受入可能数 不存在・その他 不存在・その他

合　計 合　計

申請事由 保育施設

足立区全体

28.8%

29.1% 認定こども園

36.6%

2.0% 家庭的保育

合　計

※「定員受入可能数」は、各保育施設の「空き定員数」を示す。

※認証保育所以外は、平成28年5月入園分の募集人数

定員
受入可能数

2.3% 足立区認定家庭的保育

出産、就学 0.7% 公設認可外

0.7%



2.1.4 待機

2.1.4.1  ア

 

待

ンケ

2.1.4.2 アン

（１） 認

① 「

（21

② 認

47.

③ 認

ある

に理

メー

 

 

 

 

 

図 4 認可保育

 

 

 

 

 

 

  （２） 時短

者は次

機児童実態調

アンケート調査

待機児童の保

ケート調査を実

・調査実施日

・調査方法  

・調査対象  

・回収率 

ンケート調査

認可保育所に

「育児休業を延

1 名）」の順に

認可保育所以

.5％と未だに

認可保育所以

る（41 名）」が

理解されてい

ージがある（3

育所以外の認可

短勤務を取得

次のような考

２７年 

査の結果 

査の概要 

保護者に対し

実施しました。

日  平成 28

  待機児童

  待機児童

帯は 1 世

42.7% (1

査から判明し

入れなかった

延長している

に多い（図 3）

以外の保育施

に高い率を占め

以外の保育施

が一番多く、小

いないことが分

4 名）」である

図

可施設の申込の

得して短時間

えをお持ちで

２8

て、認可保育

 

年 6 月 16 日

童の保護者へ

童のいる 288

世帯として扱い

23 世帯) 

たこと 

た後の保護者

る（32 名）」「何

。 

施設を申し込

めている（図

施設を申し込

小規模保育や

分かった。次い

る（図 4・右）。

3 平成２８年

の有無    

向けの施設

であることが分

8 年 
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育施設に入れ

日～6 月 30 日

への郵送によ

8 世帯（待機児

い、288 世帯

者について、次

何らかの保育

込まなかった保

4・左）。 

まなかった理

や家庭的保育

いで多かった

 

年５⽉１⽇現在

 

 

   

   

（小規模保育

分かりました。

申し込まな

認可保育

認可保育

受入可能

認可保育

給食を実施

家族や知

預けられる

自宅又は

認可保育

土曜保育

認可保育

認可保育

認可保育

その他

れなかった後

日 

るアンケート

児童は 306 名

帯に郵送した。

次の状況が見

育サービスを利

保護者は、前

理由では昨年

育の保育料が

たのが「認可保

在の保護者の状

        

育、家庭的保

 

なかった理由

所以外は保育料が

所の方がしっかり

年齢に制限があり

所と比べて施設規

施していない・お弁

人から認可保育所

る時間が短い

勤務先のそばに認

所と比べて定員が

を実施していない

所以外の制度を知

所以外の施設がど

所以外の施設の

の動向を把握

名であるが、複

） 

見られました。

利用している

年度比 7.8

年に引き続き「

が認可保育所

保育所の方が

状況 

        

育）を利用す

が高いイメージが

り保育してくれるイ

り、3歳以降の預け

規模が小さい

弁当を用意できない

所を薦められた

認可保育所しかな

が少ない

い

知らなかった

どこにあるのかわ

申込方法がわから

握するため、

複数の待機児

 

る（29 名）」「仕

ポイント減少

「保育料が高

所と同等である

がしっかり保育

 

する働き方につ

2. 足立区に

がある

メージがある

け先の確保に不安

い

ない

わからない

らない

次のとおりア

児童がいる世

仕事をやめた

少したものの、

高いイメージが

ることがいまだ

育してくれるイ

ついて、保護

における保育の

人数
4
3

安がある 2
1
1
1

ア

世

た

、

が

だ

イ

護

の状況

数
1名
4名
3名
9名
4名
0名
8名
6名
5名
3名
2名
2名
1名
9名



    ① 3

育の

    ② 「取

る」

こと

 図 5 時短勤

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 理

① 妊

えて

② 理

を支

た

 

図 6 理想の預

（妊娠中⼜

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 今年

割以上近くの

の利用を検討

取得したいが

ことをその理

とを理由に挙

勤務を取得した

理想の預け時期

妊娠中又は 0

ている（図 6・

理想の預け時

支えるため」と

（図 6・右）。 

預け時期  
⼜は０歳児の申

年度の待機児童

の保護者が 3

討していない

が予定はない」

理由に挙げて

挙げている（とも

た短時間向け施

期と、実際の

0 歳児で利用

左）。 

時期と実際の

と回答した。ま

込者：30 ⼈中

童実態調査結果

3 歳で再度保

（図 5・左）。

」又は「取得し

いる。また、3

もに 2 番目に

施設の利⽤の利

の申し込み時期

用申込みをした

申込時期が異

また、4 割以上

中）     

果については、

⇒

意向
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保活をしなけれ

しようとは思わ

3 割の保護者

にあてはまる理

利⽤について

期に、次のよ

た保護者のう

異なる理由と

上の保護者が

   （全年

本アクション

収入

早朝・夜間

取得し

制度

もともと利用

キャリアのマ

そ

⇒《理想の預け

向

ればならない

わない」と回答

者が「早朝・夜

理由まで回答

うなずれがあ

うち 3 分の 2

して、8 割近

が「年齢が上

年齢：63 ⼈中

ン･プランのＰ.

7

9

7

2

1

5

1

3

0

が減る

間勤務

しづらい

がない

用可能

マイナス

その他

け時期と実際の

⇒《時短

（有効回

いことを理由に

答した保護者の

夜間勤務が避

答した数）（図５

あることが分か

が、1 歳～3

くの保護者が

がると入園し

中） 

 

69 資料３をご

19

8

4

2

3

10

1

13（

9（18％）

3（6％）

4（8％）

8（16％）

の時期が異なる

取得しようと

答 50 ⼈中） 

に、小規模保育

の 3 分の 2 が

避けられず時間

５・右）。 

かりました。 

歳を理想の預

が「早期に収入

しづらくなると思

ご覧ください。

14

20

もっ

2番

15（30％）

（26％）
合計

21（44

15 ⼈

10 ⼈ 

9 ⼈ 

6 ⼈ 

る理由》 

と思わない・予

育、家庭的保

が、「収入が減

間が合わない

預け時期と考

入を得て家計

思う」と回答し

。 

30

っともあてはまる

番目にあてはまる

33（66

4％）

26 ⼈

⼈ 

予定がない理由

保

減

い」

考

計

し

40

る

％）

由》
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2.2 保育需要と施設整備の状況 

2.2.1 保育需要の動向 

（１） 保育需要数の推移 

 

 

 

保育需要数と保育定員数を比較すると、0 歳から 5 歳児では、平成 25 年度に保育需要数が保育定

員数を上回りましたが、平成 26 年度以降は保育定員数が上回っています。また、0 歳から 2 歳児では、

平成 26 年度に保育需要数が保育定員数を上回りましたが、平成 27 年度、平成 28 年度は保育定員数

が保育需要数を上回っています。ただし、保育需要に対する保育定員数の過不足については、各地域

における保育需要と保育定員数とのバランスなどを踏まえ、判断していく必要があると考えます（表 7、

表 8）。 

表 7 保育需要数の内訳及び推移【0 歳から 5 歳児】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 8 保育需要数の内訳及び推移【0 歳から 2 歳児】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0 歳から 2 歳児、3 歳から 5 歳児ともに保育需要数は、継続して増加している。 

全年齢（0 歳から 5 歳児）においても、平成 21 年度以降、上昇を続けている（図 7）。 

2. 足立区における保育の状況

（人）（各年4月1日現在）

19年 20年 21年 22年 23年 24年 25年 26年 27年 28年

認可保育園 ア 8,511 8,530 8,638 8,799 8,874 8,811 9,037 9,113 9,446 9,775

認定こども園（公立） イ － － － － － 271 264 265 254 261

認定こども園（私立） ウ － － － 48 136 280 411 460 326 288

小規模保育　等 エ 56 63 77 47 55 167 233 260 289 301

家庭的保育（区認定事業含む） オ 141 145 210 265 322 333 361 411 343 407

認可外公設民営 カ － － － － － 46 84 105 124 128

東京都認証保育所 キ 505 602 716 803 945 1059 1123 1,193 1,176 1,167

子育て応援隊 ク － － － － － 26 27 25 59 33

計（ア～ク） Ｘ 9,213 9,340 9,641 9,962 10,332 10,993 11,540 11,832 12,017 12,360

待機児童数 Ｙ 213 205 418 436 485 397 294 330 322 306

9,426 9,545 10,059 10,398 10,817 11,390 11,834 12,162 12,339 12,666

【参考】

9,819 9916 9,974 10,388 10,718 11,416 11,832 12,180 12,609 13,094

区分

保育需要数（Ｘ+Ｙ）

保育定員数

（人）（各年4月1日現在）

19年 20年 21年 22年 23年 24年 25年 26年 27年 28年

認可保育園 ア 3,060 3,107 3,196 3,341 3,364 3,318 3,396 3,438 3,603 3,792

認定こども園（公立） イ － － － － － 84 79 84 81 84

認定こども園（私立） ウ － － － 34 34 61 94 92 91 80

小規模保育　等 エ 55 60 74 47 55 167 233 260 289 300

家庭的保育（区認定事業含む） オ 141 145 210 265 322 333 361 411 343 407

公設民営認可外 カ － － － － － 20 49 47 49 49

東京都認証保育所 キ 404 474 571 664 790 876 934 969 939 929

子育て応援隊 ク － － － － － 26 27 25 59 33

計（ア～ク） Ｘ 3,660 3,786 4,051 4,351 4,565 4,885 5,173 5,326 5,454 5,674

待機児童数 Ｙ 159 179 383 408 440 336 241 287 286 288

3,819 3,965 4,434 4,759 5,005 5,221 5,414 5,613 5,740 5,962

【参考】

4,125 4,137 4,155 4,414 4,690 5,179 5,437 5,568 5,815 6,022

保育需要数（Ｘ+Ｙ）

保育定員数

区分



①  

平

して

やか

に 2

度：

②  

平

ます

名増

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

※ 足

（保

機児

※ 「

（保

ら、

童を

（２） 保

0 歳から 2 歳

平成 21 年度以

ています。年度

かに減少し、平

200 名を超える

193 名増、26

3 歳から 5 歳

平成 24 年度以

すが、平成 26

増、25 年度：2

足立区におけ

保育ママ）、認

児童数を加え

「待機児童数

保育認定）、小

東京都認証

を除外したも

保育需要率の

 

 

※ 「保育需

 保育需要率
計値 38.3％

歳児の推移 

以降、急増し

度ごとの 0 歳か

平成 25 年度か

る増加数にな

6 年度：199 名

歳児の推移 

以降、年齢移

年度から、増

251 名増、26

ける「保育需要

認証保育所、子

えて算出して

数」とは、調査

小規模保育、

証保育所や幼

の（国定義の

の推移 

需要率」は、

率は、平成 28
より 0.1 ポイ

てきた 0 歳か

から 2 歳児の

からは、200 名

なりました。(22

名増、平成 27

移行により増加

増加数は減少

年度：129 名

図７ 保

要数」は、認可

子育て応援隊

います。 

日時点におい

家庭的保育

幼稚園の預か

の待機児童）を

「対象年齢人

年 4 ⽉ 1 ⽇現
ント下回って
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から 2 歳児の需

の増加数の伸

名を切る増加

2 年度：325 名

7 年度：127 名

加し始めた 3

少傾向にありま

名増、平成 27

保育需要数の推

 

可保育所、認

隊（月ぎめ保

いて、保育の

（保育ママ）の

かり保育等を利

をいいます。

人口に対する保

現在、0 歳から
ているものの、

需要数は、や

伸びでは、平成

加数で推移して

名増、23 年度

名増、平成 2

歳から 5 歳児

ましたが、平成

7 年度：50 名

推移グラフ 

認定こども園（保

育）に預けて

の必要性の認

の利用申込が

利用している児

保育需要数の

ら 5 歳児全体で
依然として上

やや緩やかに

成 21 年度の

ていましたが

度：246 名増、

8 年度：222 名

児の需要数は

成 28 年度は増

増、平成 28

保育認定）、小

ている児童数（

認定がされ、認

がされているが

児童と、私的

の割合」です

で 38.2％とな
上昇を続けてい

になりながらも継

の急激な増加

が、平成 28 年

24 年度：216

名)（図 7）。 

は、一定の上昇

増加しました

年度 105 名

小規模保育、

（管外利用者

認可保育所、

が、利用して

的な理由で待

す。 

なり、昨年⾒込
いる（図 8）。

継続して増加

加をピークに緩

年度は 4 年ぶり

6 名増、25 年

昇を続けてい

（24 年度：357

増)（図 7）。

、家庭的保育

者を含む）に待

認定こども園

いないものか

機している児

込んでいた推
 

加

緩

り

年

い

7

育

待

園

か

児



た

ま

け

ま

え

い

い

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保育需要数

就学前人口

保育需要率

区

保育需要数

0-2歳人口（

保育需要率

区

0 歳から 2 歳

た。保育需要率

また、3 歳から

けています。保

ました（表 10、

保育需要数

えます。さらに

い状況が続い

いく傾向にある

（人） Ｍ

（人） Ｎ

（％） Ｍ/Ｎ

区分

（人） Ｍ

（人） Ｎ

（％） Ｍ/Ｎ

区分

歳児では、平

率は、平成 2

ら 5 歳児では、

保育需要率は

表 11）。 

数は、これまで

に、大規模開発

いていくことが

ると考えます。

19年

9,426

32,363

Ｎ 29.1%

19年

3,819

15,740

Ｎ 24.3%

平成 28 年度の

20 年度以降、

、平成 26 年度

は、平成 23 年

での推移からも

発や沿線開発

予測されます

。 

図 8 保

表 9 0 歳

表 10 0 歳

20年 21年

9,545 10,0

32,264 32,7

29.6% 30.

20年 21年

3,965 4,4

16,000 16,7

24.8% 26.
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の人口は 90 人

、上昇を続け

度から、人口

年度以降、上昇

も就学前人口

発が進んでい

す。このような

保育需要率の推

から 5 歳児の

歳から 2 歳児の

 

年 22年

059 10,398

756 33,242

.7% 31.3%

年 22年

434 4,759

765 17,140

.4% 27.8%

人減少しました

けており、平成

は減少に転じ

昇を続けてお

口の増減にか

いる地域では

な状況から、今

推移グラフ 

の保育需要率

の保育需要率

23年 24年

10,817 11,

33,415 33,

32.4% 33

23年 24年

5,005 5,

17,157 16,

29.2% 30

たが、保育需

成 28 年度は

じていますが

おり、平成 28

かかわらず増加

は、開発後も一

今後、保育需

年 25年

390 11,834

647 33,542

3.9% 35.3%

年 25年

221 5,414

918 16,676

0.9% 32.5%

需要数は 222

1.5 ポイント上

が、保育需要数

年度は 0.9 ポ

加していく傾

一定期間、保

需要率につい

2. 足立区に

（各

26年 27

12,162 12

33,406 33

36.4% 3

（各

26年 27

5,613 5

16,680 16

33.7% 3

名増加しまし

上昇しました。

数は増加を続

ポイント上昇し

傾向にあるとい

保育需要の高

いても上昇して

における保育の

各年4月1日現在）

年 28年

2,339 12,666

3,329 33,128

37.0% 38.2%

各年4月1日現在）

年 28年

5,740 5,962

6,680 16,590

34.4% 35.9%

し

。

続

し

い

高

て

の状況



 

 

 

 

 

2.2.2 施設

（１） 

 

平

名

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

保育需要

3-5歳人

保育需要

区　　　分

保育定員数（人

うち3-5歳保

うち0-2歳保

前年からの増員

設整備の状況

これまでの保

平成 27 年度

名 (0 歳から 2

過去 9 年で保

要数（人） Ｍ

口（人） Ｎ

要率（％） Ｍ/

区分

分 19年

人） 9,8

育定員 5,6

育定員 4,1

員数（人）

況 

保育定員の状

度は、認可保育

2 歳児で 207

 

保育定員を 3,

19年

Ｍ 5,607

Ｎ 16,623

/Ｎ 33.7%

年 20年

819 9916

694 5,779

125 4,137

- 97

表 11 3 歳

状況 

育所 5 所の新

7 名、3 歳から

図 9 保

表 12

275 名増員 (

20年 21

5,580 5

16,264 15

34.3% 3

21年 22年

9,974 10,3

5,819 5,9

4,155 4,4

58 4
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歳から 5 歳児の

新設や家庭的

ら 5 歳児で 2

保育定員数の推

 

2 保育定員の

(0 歳から 2 歳

1年 22年

5,625 5,639

5,991 16,102

35.2% 35.0%

年 23年

388 10,718

974 6,028

414 4,690

414 330

の保育需要率

的保育（保育マ

78 名) 増員し

推移グラフ 

の推移 

歳児で 1,897 名

23年 2

9 5,812

2 16,258 1

% 35.7%

24年 25年

11,416 11,8

6,237 6,3

5,179 5,4

698 4

ママ）の増員等

しました（表 1

名、3 歳から 5

24年 25年

6,169 6,42

16,729 16,86

36.9% 38.1

年 26年

832 12,180

395 6,612

437 5,568

416 348

等により、保

12）。 

歳児で 1,378

（

26年

20 6,549

66 16,726

1% 39.2%

27年 28年

12,609 13,0

6,794 7,0

5,815 6,0

429 4

育定員を 485

8 名) (表 12)

（各年4月1日現在

27年 28年

6,599 6,7

16,649 16,5

39.6% 40.

年 28年-19年

094 3,275

072 1,378

022 1,897

485

5

)

在）

年

704

538

.5%

5

8

7



３．待機児

3.1 待機児
今後の

等を踏ま

3.1.1 就学

（１） 就
就

に転

は

0

いま

年度

び上

各

す。

地域

参照

（２）平成

      区

ると

れて

す。

こ

歳か

以

成

ま

成

 

     

児童ゼロに

児童ゼロにむ
の待機児童対

まえ、各課題を

学前⼈⼝の推

就学前⼈⼝の
就学前人口は

転じた平成 2

90 名の減、3

0 歳から 2 歳

ましたが、平成

度以降減少を

上回っていま

各年齢別の前

。「1 ブロック

域では、0 歳

照） 。 

成 31 年度ま

区全体の平成

と、0 歳から 2

ている 6 ブロ

。3 歳から 5 歳

こうした状況を

から 5 歳は中

以上より、今後

30 年度には

また、０歳から

31 年度には

     

むけて 

むけた課題の
対策を進めるに

を整理しました

移、保育需要

の推移 
は、平成 28 年

25 年度以降、

3 歳から 5 歳

歳児の人口は、

成 24 年度以

を続けており

ます（図 10）。

前年比較では

（千住地域）」

歳から 2 歳児の

までの就学前

成 28 年 4 月

2 歳児につい

ロック（綾瀬地

歳については

を踏まえ、今後

中位推計値を

後 3 年間の未

は 32,465 人程

ら 2 歳児では

は 15,563 人程

     

の整理と⽅
にあたり、保育

た。 

要率 

年 4 月１日現

、最大の減少

歳児で 111 名

、平成 21 年度

以降は減少又

、平成 27 年

 

は、0 歳児は

」、「6 ブロック

の人口が 3 歳

前⼈⼝の⾒込

現在の未就学

いて高位推計

地域）以外では

は、平成 28 年

後の保育需要

を取ることとしま

未就学人口は

程度、平成 31

は、平成 29 年

程度になるもの

     

 

17 

 

⽅針 
育需要の傾向

現在、33,128 名

少幅となりまし

の減となって

度から平成 2

又は横ばいで推

年度以降、0 歳

33 名の減、

ク（綾瀬地域）

歳から 5 歳児

込み 

学人口につい

計値（16,511 人

は、今後は概

年度も中位推

要を予測する

ます。 

は 0 歳から 5

1 年度には 3

年度には 16,2

のと予測して

     

向や各課題に

名で、対前年

した。年齢構成

ています。 

23 年度にかけ

推移していま

歳から 2 歳児

1 歳児は 77

」のように、大

児の人口を大き

いて「足立区

人）を 79 人上

概ね高位推計

推計値の範囲

るにあたっては

歳児全体で、

1,822 人程度

217 人程度、

います（図 10

  ⾜⽴区
全体 H

0歳 5

1歳 5

2歳 5

3歳 5

4歳 5

5歳 5

合計 33

0～2歳 16

3～5歳 16

に対する平成

年比 201 名の

成別の前年比

けて大規模開

ます。3 歳から

児の人口が 3

名の増、2 歳

大規模開発や

きく上回ってい

人口推計」（平

上回りましたが

計値の範囲内

内で推移して

は、0 歳から 2

、平成 29 年度

度になると予測

平成 30 年度

0）。 

区     
H24 H25

5,540 5,496

5,629 5,661

5,749 5,519

5,731 5,691

5,504 5,674

5,494 5,501

3,647 33,542

6,918 16,676

6,729 16,866

27 年度の取

の減で、未就学

比較では、0 歳

開発等の影響

ら 5 歳児の人

歳から 5 歳児

歳児は 134 名

やまちの整備

います（ P34

平成 27 年 9

が、大規模な開

内に収まるもの

ています。 

2 歳児は高位

度には 32,88

測しています

度には 15,90

   各年 4

3. 待機児

H26 H27

5,454 5,551

5,610 5,550

5,616 5,579

5,474 5,575

5,642 5,455

5,610 5,619

33,406 33,329

16,680 16,680

16,726 16,649

取り組み結果

学人口が減少

歳から 2 歳児

響から急増して

人口は平成 26

児の人口を再

名の減となりま

が進んでいる

4～P59 資料１

月）と比較す

開発が計画さ

のと考えられま

位推計値を、3

86 人程度、平

。 

4 人程度、平

4 ⽉ 1 ⽇現在

児童ゼロにむけ

H28.4 前年

5,518

0 5,627

9 5,445

5 5,542

5 5,547

9 5,449

9 33,128

0 16,590

9 16,538

果

少

児

て

6

再

ま

る

１

す

さ

ま

3

平

平

けて

年比較

-33
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-134
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（２

育需要

ション

法によ

ていま

これ

度、平

は 6,0

す（図

 

 

 

 

 

平成 31 年度

平成28年度

歳から 2 歳児

備に伴い新た

の増加が見込

以上より、0 歳

31 年度には

度には 37.4％

のと予測してい

成 31 年度ま

）、（３）で検討

要数を予測し

ン開発が計画

よらず、これま

ます。 

れにより、0 歳

平成 31 年度に

065 人程度、

図 12）。 

度までの保育

度の保育需要率

児においては前

たな利用者が

込まれます。 

歳から 5 歳児

は 41.8％程度

％程度、平成

います（図 11

までの保育需

討した各年度

します。ただし

画されており、0

までの大規模

歳から 5 歳児

には 13,346 人

平成 30 年度

育需要率の⾒

率は、0歳か

前年度までの

が増加すること

児全体で、平成

まで上昇して

成 30 年度には

1）。   

図 12 ⼈⼝

要数の⾒込み

度の未就学人

し、6 ブロック

0 歳から 2 歳

模マンションに

全体で、平成

人程度になる

度には 6,222
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⾒込み 

ら5歳児にお

の見込みを上

とが予測され

成 29 年度に

ていくものと予

は 38.9％程度

⼝と保育需要の

み 

口の見込みと

ク（綾瀬地域）

歳児において

における需要の

成 29 年度に

ると予測されま

人程度、平成

おいて前年度

上回る高い伸び

れることから、今

は 39.4％程度

予測しています

度、平成 31 年

の推移グラフ

と保育需要率

については、

て特に大幅な伸

の発生状況な

は 12,966 人

ます。また、０

成 31 年度に

までの見込み

び率（1.5 ポイ

今後 3 年間

度、平成 30 年

す。また、0 歳

年度には 40.

率の見込みを

平成 30 年

伸びを示すと

などを下に行

人程度、平成

０歳児から 2 歳

には 6,322 人程

みをやや下回

イント増）となり

では今年度と

年度には 40

歳から 2 歳児で

.4％程度まで

を乗じて、今後

4 月までに大

と思われること

行った独自推計

30 年度には

歳児では、平

程度になると

回ったものの、

りました。施設

と同等の需要

.6％程度、平

では、平成 29

で上昇していく

後 3 年間の保

大規模なマン

とから、この方

計値を適用し

は 13,227 人程

平成 29 年度に

予測していま

、

設

要

平

9

く

保

ン

方

し

程
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域
の

◆ 
の
ラ

◆ 
平
ロ

機児童ゼロに

設整備⽅針 

のとおり、就学

このような傾向

フルタイム

⼤規模開発
域内では需要
の分散化を改

保護者の多
の傾向や既存
ランスよく設

平成 28 年度
平成 30 年 4
ロを継続する

にむけた具

学前人口が減

向を踏まえ、次

 

ム就労世帯及

発や沿線開発
要を吸収しき
改善するため

多様な保育ニ
存保育施設の
設置する。 

度から平成
4 ⽉の待機
るための定員

具体的な取り

減少していくに

次の方針に基

及び、パート

発が進んでい
きれず、隣接
め、保育需要

ニーズに応え
の配置状況等

30 年度まで
児童ゼロを
員整備を⾏
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り組み 1 (施

にもかかわら

基づき施設整備

トタイム就労

いる地域では
接地域に需
要が集中す

えるため、各
等を踏まえ

での 3 年間
を達成すると

う。 

施設整備)

ず、保育需要

備を進めます

労世帯の待機

は、保育需要
要が分散す
る地域に保

各地域におけ
え、需要の実

間で 1607 ⼈
とともに、平

要は今後も増

す。 

機児童を解消

要が集中する
する傾向があ
保育施設を整

ける待機児童
実態に合わせ

⼈分の定員整
平成 30 年度

増加していくこ

消する。 

ることから、
ある。こうし
整備する。 

童世帯の就労
せた保育施設

整備を確実に
度以降も待機

3

とが見込まれ

居住地
した需要

労状況等
設等をバ

に⾏い、
機児童ゼ

. 待機児童ゼロ

れ

ロにむけて



 

20 

 

3.2.1.1 施設整備等の基本的な考え⽅ 

各地域における待機児童の状況や保育需要の分析などから、新たに施設等を整備する必要があるとき

は、3.2.1 施設整備方針で示した方針を踏まえ、概ね以下の考え方に基づき、施設整備等を行います。 

なお、28 年度から、地域の実情を踏まえた整備を実施するため、認可保育所及び認証保育所の整備

対象地域を追加しています（下表の下線太字部分を追加）。 

 

表 13 保育需要と施設整備 

 

3.2.1.2 ⽤地確保の考え⽅ 

保育施設の整備用地については、一定の広さや、二方向避難ができることなどの条件があり、適地を

確保することが非常に難しい状況です。確実な施設整備を進めるため、民有地・公有地の区別なく適地

の確保に努めていきます。 

 

民有地は比較的スピーディーな整備が可能であり、保育需要の状況に応じた柔軟な活用が可能です。

これまでも、金融機関や不動産団体のご協力をいただきながら、土地情報の収集、保育施設として活用

を検討している土地所有者や保育事業者への働きかけを行っています。今後も活用可能な土地の開拓に

努めていきます。 

また、大規模集合住宅開発の際には、足立区環境整備基準に基づき、事業主に対して保育施設の併設

を求めていきます（Ｐ.28 参照）。 

 

公有地のうち区有地の活用にあたっては、保育施設用地としての要件を満たし、活用可能となる時期

において地域内に待機児童が見込まれる場合は活用を図るよう、全庁的に取り組んでいきます。また、

国有地、都有地等についても積極的に情報を収集し、適地があれば国、都等に協力を求めていきます。 

現在、区有地を活用して、私立認可保育所２所、東京都認証保育所２所が運営されています。 

 

 

地域における保育需要の状況 保育施設 (種類) 

⼤規模開発、沿線開発等により全年齢にわたり相当多数の保育需要が集中している地域 

⼜は、慢性的に全年齢の保育定員数が不⾜し、他地域への保育需要の流出が顕著な地域 
認可保育所 

待機児童の状況などから、相当数の低年齢児の保育需要が⾒込まれる地域⼜は、駅周辺な

ど利便性の⾼い⽴地へ整備することで、既存施設を補完して効果的に保育需要に対応する

ことができる地域 

東京都認証保育所 

待機児童の状況などから、低年齢児のまとまった保育需要が⾒込まれる地域 ⼩規模保育 

区内全域で低年齢児の待機児童が発⽣していることから、区内全域を対象とする。 家庭的保育 
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 3.2.1.3 施設種別ごとの年度別整備⽅針  

平成 28 年度以降の施設整備等については、各地域における保育需要等の分析結果をもとに、以

下のとおり整備することとします。 

（１） 全体整備⽅針 

保育需要率は、これまでの人口や保育需要数の推移から、平成 31 年 4 月 1 日現在において 0

歳から 5歳児全体で 41.8%程度まで上昇するものと予測しました。 

この予測を用いて平成 30 年 4 月時点の保育需要数を算定した結果を踏まえ 27 年度アクショ

ン・プランに 449 人分上乗せし、平成 28 年度と平成 29 年度の 2 年間で 1,427 人分の保育定員

を増やし、平成 30 年 4 月の待機児童解消を図ることとしました。また、平成 30 年度において

も、待機児童ゼロを維持するための整備を行うこととし、平成 28 年度から 30 年度の 3 年間で

合計 1,607 人分の保育定員を増やす新規整備計画を策定しました。新規整備予定の施設数は、

平成 28 年度からの 3 年間で、認可保育所 17 所、認証保育所 5 所、小規模保育 6 施設となりま

す（図 13 参照）。各保育施設の整備定員数の詳細は、（２）対応策に記載しています。 

 

図 13 施設整備計画の改定内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 待機児童ゼロにむけて

２７年度整備 ２８年度整備 ２９年度整備

・認可保育所　　５園
・認証保育所　　１園
・小規模保育　　２園
・家庭的保育　１５人

・認可保育所　　４園
・認証保育所　　１園
・小規模保育　　２園
・家庭的保育　１５人

・認可保育所　　４園
・認証保育所　　１園
・小規模保育　　２園
・家庭的保育　１５人

計　６１３人 計　４２５人 計　４２５人

２７年度（実施済み） ２８年度整備 ２９年度整備 ３０年度整備

・認可保育所　　５園
・家庭的保育　１４人

・認可保育所　　４園
・認証保育所　　２園
・小規模保育　　３園

・認可保育所　１０園
・認証保育所　　３園
・小規模保育　　３園

・認可保育所　３園

計　４８５人 計　５５０人 計　８７７人 計　１８０人

【２７年度アクション・プラン】

合計 １，４６３人

【２８年度アクション・プラン】

合計 １，６０７人

改定後 １，９１２人

４４９人の上乗せで

平成３０年４月

待機児ゼロへ！
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（２） 対応

① 認
大

育需

 

 

 

 

 
 
 
 
 
② 認

認

備計

 

 

 

 

 

 
 

保育
度、平

年齢
区分

施設
数

0～5歳 5園

0～2歳

3～5歳

平成

年齢
区分

施設
数

0～5歳 100所

0～2歳

3～5歳

平成

表 14 保育施

応策 

認可保育所 
大規模開発や

需要の流出が

認定こども園
認定こども園

計画はありま

育施設等の
平成 30 年

・保育
・既存

定員数
　（人）

内

365

94

271

成28年4月1日現在

・幼稚園
・地方裁

※定員数

定員数
　（人）

内

10,065

3,759

6,306

28年4月1日現在

・公立：4
（公設民
・私立：5

施設の整備定員

や沿線開発が

が見られる地

園 
園は、就学前の

ませんが、私立

の新規整備や
年度の 3 年間

育施設の新規
存施設の増改

内　容
整備

定員数
（人）

0

0

0

在

園型：4園
裁量型：1園

数は長時間

内　容
整備

定員数
（人）

435

167

268

在

6園
営13園）
4園

員数 

が進む地域及

地域に民設・民

の子どもに幼

立幼稚園の認

や既存施設
間で、合計

規整備による
改築等による

内　容

0

0

0

平成28年度

内　容

新規4所
・千住地域
・宮城・小台地域
・中央本町地域
・保塚・六町地域
改修等による増（120

平成28年度
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及び、慢性的

民営による認可

児教育・保育

認定こども園へ

設の定員増員
計 1,607 ⼈

る定員増員（
る定員増員（

整備
定員数
（人）

0

0

0

平成2

整備
定員数
（人）

742

288

454

平成2

新規1
・千住
・江北
・興野
・梅田
・中央
・綾瀬
・保塚
・伊興
・舎人
改修等

0）

的に全年齢の

可保育所を誘

育を一体的に

への移行を働

員を図り、
⼈分の定員の

1,375 ⼈分
232 ⼈分⾒

内　容
整

定
（

29年度

内　容
整

定
（

29年度

0所
地域
地域
・本木地域
地域
本町地域
地域：2所
・六町地域
・西新井地域
・東伊興地域

等による増（112）

の保育定員数

誘致します。 

に行う施設です

働きかけていき

平成 28 年
の整備を⽬

） 
込み） 

整備
定員数
（人）

内　容

0

0

0

平成30年度

整備
定員数
（人）

内　容

180

81

99

新規3所
・佐野地域
ほか2所

平成30年度

数が不足し、他

す。平成 28 年

きます。 

年度、平成
⽬指します。

容
施設
数

定
合

5園

平成度

容
施設
数

定
合

117所

平成

他地域への保

年度以降の整

成 29 年
。 

定員数
合計(人)

H28.4.1現在
との比較

365

94

271

成31年度当初

定員数
合計(人)

H28.4.1現在
との比較

11,422 1,35

4,295 53

7,127 82

成31年度当初

保

整

在

0

0

0

在

7

6

1
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③ 区⽴認定こども園 
平成 24 年 4 月に幼児教育の拠点として、1 歳児から就学前の児童を対象とした区立認定こども園を

開設しました。平成 28 年度以降の施設整備計画はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ ⼩規模保育事業 
主に保育短時間認定の児童を預かる施設です。平成 27 年 4 月に子ども・子育て支援新制度が施行

されたことに伴い、足立区小規模保育室から移行しました。各地域の保育需要の状況を踏まえ、必要と

認められる地域に開設を進めていきます。平成 28 年度から、従来の賃貸物件による整備に加えて、国

制度を活用した創設による整備を可能とし、優良な保育事業者の参入を促進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 
⑤ 家庭的保育事業 (保育ママ) ※区認定家庭的保育 15 事業者を含む 

家庭的環境で少人数の児童を預かる事業です。平成 27 年 4 月に子ども・子育て支援新制度が施行

されたことに伴い、足立区家庭福祉員から移行しました。 

現在、給食提供の体制を整備するため新規募集を停止していますが、廃業による定員減を補完する

ため、補助者の配置による既存事業者の定員増を働きかけていきます。 

 

 

 

 

 

 

  

年齢
区分

施設
数

定員数
　（人）

内　容
整備

定員数
（人）

内　容
整備

定員数
（人）

内　容
整備

定員数
（人）

内　容
施設
数

定員数
合計(人)

H28.4.1現在
との比較

0～5歳
172

事業所 537 0 0 0
172

事業者 537 0

0～2歳 537 0 0 0 537 0

3～5歳 0 0 0 0 0 0

平成28年4月1日現在

・172事業所
（内区認定15）

平成31年度当初平成29年度 平成30年度平成28年度

年齢
区分

施設
数

定員数
　（人）

内　容
整備

定員数
（人）

内　容
整備

定員数
（人）

内　容
整備

定員数
（人）

内　容
施設
数

定員数
合計(人)

H28.4.1現在
との比較

0～5歳 3園 270 0 0 0 3園 270 0

0～2歳 84 0 0 0 84 0

3～5歳 186 0 0 0 186 0

平成28年4月1日現在 平成31年度当初平成29年度 平成30年度

・幼保連携型：2園
・保育所型：1園

※定員数は長時間

平成28年度

年齢
区分

施設
数

定員数
　（人）

内　容
整備

定員数
（人）

内　容
整備

定員数
（人）

内　容
整備

定員数
（人）

内　容
施設
数

定員数
合計(人)

H28.4.1現在
との比較

0～5歳 21施設 373 45 45 0 27施設 463 90

0～2歳 373 45 45 0 463 90

3～5歳 0 0 0 0 0 0

平成28年4月1日現在 平成31年度当初

新規3施設
・新田地域
・綾瀬地域
ほか1施設

平成29年度 平成30年度

新規3施設
・中央本町地域
・綾瀬地域
・竹の塚地域

・21施設

平成28年度

3. 待機児童ゼロにむけて
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⑥ ⾜⽴区独⾃の公設⺠営認可外保育施設 
大規模開発等により相当多数の保育需要が集中しており、民設・民営による保育施設の整備が困難

な地域においては、低未利用の土地や児童遊園など、区の資源を最大限に有効活用して、公設保育

園を開設しました。平成 28 年度以降の施設整備計画はありません。 

 

 

 

 

 

 

⑦ 東京都認証保育所 
東京都が認証した都市型の保育施設である認証保育所を、相当数の低年齢児の保育需要が見込ま

れる地域に開設していきます。認可化するが、同時に整備も行う。 

 

 

 

 

 

 

⑧ あだち⼦育て応援隊 
求職中や短時間勤務の保護者を主として、月ぎめで低年齢児を預かる事業です。時間単位で利用

できる一時保育も引き続き行います。 

 

 

 

 

 

 

 
 
⑨ 私⽴幼稚園の預かり保育、4 年保育の充実 

現在、区内のすべての私立幼稚園で預かり保育を実施しています。預かり保育の時間延長や月極

めの保育料を設定するなど、両親が就労している家庭でも幼稚園に通わせることができるように、私立

幼稚園との連携・協力を進めています。 

 

3.2.2 ブロック別の施設整備計画   

3.1.1 で予測した保育需要の見込みに基づき、ブロックごとの平成 30 年 4 月時点の保育定員の不足数を算

定した。ここで見込んだ不足数に、各ブロックにおける大規模集合住宅開発等の動向も踏まえ、平成 30 年 4

月の待機児童解消に向けてブロックごとの整備計画を策定しました。 

※あだち⼦育て応援隊事業は、(旧)「⼦育てホームサポート事業」と(旧)「ファミリー・サポート・センター事業」を統合して
平成 22 年に始めた事業です。 

年齢
区分

施設
数

定員数
　（人）

内　容
整備

定員数
（人）

内　容
整備

定員数
（人）

内　容
整備

定員数
（人）

内　容
施設
数

定員数
合計(人)

H28.4.1現在
との比較

0～5歳 3園 149 0 0 0 3園 149 0

0～2歳 48 0 0 0 48 0

3～5歳 101 0 0 0 101 0

平成28年度

・3園

平成29年度 平成30年度 平成31年度当初平成28年4月1日現在

年齢
区分

施設
数

定員数
　（人）

内　容
整備

定員数
（人）

内　容
整備

定員数
（人）

内　容
整備

定員数
（人）

内　容
施設
数

定員数
合計(人)

H28.4.1現在
との比較

0～5歳 100 0 0 0 100 0

0～2歳 100 0 0 0 100 0

3～5歳 0 0 0 0 0 0

平成28年度

ＮＰＯ法人

平成29年度 平成30年度 平成31年度当初平成28年4月1日現在

年齢
区分

施設
数

定員数
　（人）

内　容
整備

定員数
（人）

内　容
整備

定員数
（人）

内　容
整備

定員数
（人）

内　容
施設
数

定員数
合計(人)

H28.4.1現在
との比較

0～5歳 42所 1,235 70 90 0 47所 1,395 160

0～2歳 1,027 61 90 0 1,178 151

3～5歳 208 9 0 0 217 9

平成28年4月1日現在

・Ａ型（駅前基本
型）：28所
・Ｂ型（小規模型）：
14所

平成31年度当初平成29年度

新規3所
・千住地域
・中央本町地域
ほか1所

平成30年度

新規2所
・千住地域
・梅田地域

平成28年度
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■平成３０年４⽉時点での定数不⾜（⾒込み） 

    平成 28 年 4 月現在から、何ら定員整備を行わなかった場合、各ブロックにおいて平成 30 年 4 月時点の

需要に対する定員の過不足の状況は下表のようになる見込みです。 

※ 「Ｈ30.4.1 保育需要数（見込み）」は、各ブロックにおける平成２８年４月の保育需要数に、足立区全体

の平成２８年度から平成３０年４月にかけての保育需要数の伸び率の見込み（0-2 歳児：103.7％、3-5

歳児 104.3％）を乗じて求めた数値。 

  

3. 待機児童ゼロにむけて

年齢

①
H28.4.1時点

保育定員

②
H30.4.1

保育需要数
（見込み）　※

①-②
H30.4.1

定数不足
（見込み）

全年齢 12,994 13,227 -233 
0～2歳児 5,922 6,222 -300 
3～5歳児 7,072 7,005 67

全年齢 1,649 1,711 -62 
0～2歳児 780 842 -62 
3～5歳児 869 869 0

全年齢 1,200 1,202 -2 
0～2歳児 500 535 -35 
3～5歳児 700 667 33

全年齢 875 868 7
0～2歳児 375 393 -18 
3～5歳児 500 475 25

全年齢 1,144 1,162 -18 
0～2歳児 554 559 -5 
3～5歳児 590 603 -13 

全年齢 1,025 1,087 -62 
0～2歳児 496 530 -34 
3～5歳児 529 557 -28 

全年齢 1,711 1,773 171
0～2歳児 809 901 -92 
3～5歳児 902 872 30

全年齢 731 725 12
0～2歳児 306 320 -14 
3～5歳児 425 405 20

全年齢 783 827 157
0～2歳児 374 405 -31 
3～5歳児 409 421 -12 

全年齢 677 629 55
0～2歳児 238 241 -3 
3～5歳児 439 388 51

全年齢 1,064 1,054 34
0～2歳児 491 484 7
3～5歳児 573 570 3

全年齢 722 741 48
0～2歳児 380 373 7
3～5歳児 342 368 -26 

全年齢 671 678 7
0～2歳児 271 279 -8 
3～5歳児 400 400 0

全年齢 742 772 41
0～2歳児 348 361 -13 
3～5歳児 394 411 -17 

足立区

綾瀬地域

千住地域

江北・新田地域

興野・本木地域

梅田地域

中央本町地域

佐野地域

保塚・六町地域

花畑・保木間地域

竹の塚地域

伊興・西新井地域

鹿浜地域

ブロック

１3ブロック

２ブロック

３ブロック

５ブロック

６ブロック

８ブロック

９ブロック

1１ブロック

１2ブロック

１0ブロック

７ブロック

１ブロック

４ブロック

舎人・東伊興地域
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3.2.2.1 1 ブロック ― 千住地域 

千住大橋駅周辺の大規模開発に伴い、全年齢にわたり相当数の保育需要が増加しているため、平成

28 年 9 月開所の認証保育所 1 所、平成 29 年 4 月開所の認可保育所 2 所の整備を進めています。千住

地域全体でも保育需要が増加傾向にあることから、平成 30 年 4 月開所の認可保育所と認証保育所をそ

れぞれ 1 所ずつ追加整備します。 

3.2.2.2 2 ブロック ― 江北・新⽥地域 

江北地域では、沿線開発により 0～2 歳児の需要が上昇し、隣接する 3 ブロック（興野・本木地域）、12

ブロック（鹿浜地域）へ保育需要の流出が見られる状況です。今後、保育需要がさらに高まると予測される

ことから、平成 30 年 4 月開所の認可保育所 1 所を整備する予定です。 

新田地域では、319 戸の大規模な集合住宅の建設が進められています。全年齢にわたり保育需要が増

加する見込みであることから、平成 28 年 4 月開所の認可保育所を先回りで整備しています。また、集合住

宅内には平成 30 年 4 月開所の小規模保育 1 施設を整備する予定です。 

宮城・小台地域では、平成 27 年 12 月に入居開始した 169 戸の集合住宅の建設にあわせ、認可保育

所 1 所の整備を予定していましたが、物件が乏しいことから隣接する扇地域で認可保育所 1 所の整備に

切り替えて保育需要に対応してまいります。 

3.2.2.3 3 ブロック ― 興野・本⽊地域 

日暮里・舎人ライナーの沿線開発により、0～2 歳児の保育需要が多い状況です。小規模保育 1 施設の

整備を予定していましたが、物件が乏しいことから、宮城・小台地域の需要を合わせて、平成 30 年 4 月開

所の認可保育所 1 所に切り替えて整備を行います。 

3.2.2.4 4 ブロック ― 梅⽥地域 

平成 21 年以降、慢性的に待機児童が多い地域です。平成 28 年 4 月に東武伊勢崎線高架下に認可

保育所 1 所を開所しましたが、低年齢児の保育需要が集中したため、待機児童数は増加してしまいました。

0～2歳児の保育需要が多く、一定数のフルタイム就労世帯の待機児童が見られる状況であることから、平

成 28 年度に認証保育所 1 所の整備を予定しています。また、隣接する 3 ブロック（興野・本木地域）、5 ブ

ロック（中央本町地域）への保育需要の流出が見られるため、平成 30 年 4 月に開所の認可保育所 1 所を

追加整備します。 

3.2.2.5 5 ブロック ― 中央本町地域 

中央本町地域では、0~2 歳児の待機児童が多く、また、隣接地域の保育施設を利用する児童がいるな

ど、保育需要の動きが複雑化していることから、小規模保育 1 施設の整備を予定していましたが、物件が

乏しいことから、平成 29 年 4 月開所の認可保育所 1 所に切り替え整備を進めています。今後、つくばエク

スプレス沿線開発により相当多数の保育需要が発生する見込みであり、また認証保育所が地域外に移転

する可能性があるため、平成 30 年 4 月開所の認可保育所と認証保育所をそれぞれ 1 所ずつ追加整備し

ます。 

3.2.2.6 6 ブロック ― 綾瀬地域 

大規模集合住宅の開発により 0～2 歳児の保育需要が急増したことから、平成 28 年度は千住地域に次
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いで待機児童数が多い地域となりました。北綾瀬駅周辺では平成 30 年 4 月までに計 500 戸以上のマン

ション開発計画が、東和・中川地域では 191 戸の大規模マンション開発計画があります。待機児童の多い

0～2 歳に対応するため、平成 29 年 4 月開所の小規模保育１施設の整備を予定しています。また、マン

ション開発に合わせて平成 30 年 4 月開所の認可保育所 1 所と小規模保育 1 施設を北綾瀬駅周辺に、

認可保育所 1 所を東和・中川地域に追加整備します。 

3.2.2.7 7 ブロック ― 佐野地域 

加平二丁目に 113 戸の集合住宅建設が進められています。この地域は保育施設が少ない地域であり、

特に加平二丁目の地域には保育施設がありません。隣接する 6 ブロック（綾瀬地域）、8 ブロック（保塚・六

町地域）の認可保育所の整備により、当面は保育需要の増加に対応できる見込みですが、保育需要が本

格化する平成 31 年 4 月にあわせて認可保育所 1 所を追加整備する予定です。今後、保育需要の動向に

注視してまいります。 

3.2.2.8 8 ブロック ― 保塚・六町地域 

つくばエクスプレス沿線の開発により、保育需要が増加傾向にあります。今後も住宅開発が進み、人

口・保育需要ともに大きく増加する見込みであることから、平成 29 年 4 月開所予定の認可保育所 1 所の

整備をすすめています。また、その後も需要増加が予想されることから、平成 30 年 4 月の開所を目指して

更に認可保育所 1 所の整備を予定しています。 

3.2.2.9 9 ブロック ― 花畑・保⽊間地域 

平成 28 年 4 月に、花畑保育園の移転を伴う民営化に合わせて定員を増員しました。8 ブロック（保塚・

六町地域）からの需要の流入が大きいため、同地域への認可保育所の整備で待機児童は解消すると思

われますが、保木間地域では集合住宅の建設計画があるため、今後の動向に注視してまいります。 

3.2.2.10 10 ブロック ― ⽵の塚地域 

竹の塚地域では、戸建て住宅の開発等の影響で 0～2 歳児の需要が増加しているため、平成 29 年 4

月開所の小規模保育1施設を整備予定です。また、平成28年6月に西保木間二丁目で138戸のマンショ

ンが完成したことから、今後の需要動向を注視してまいります。 

3.2.2.11 11 ブロック ― 伊興・⻄新井地域 

ＵＲ団地の建替えに伴い発生した余剰地において、大規模集合住宅が完成しています。平成 29 年度

以降、保育需要の伸びが本格化することが想定され、相当多数の保育需要が見込まれることから、平成

30 年 4 月開所の認可保育所 1 所の整備を予定しています。 

3.2.2.12 12 ブロック ― ⿅浜地域 

鹿浜地域では、平成 28 年度に待機児童が 10 名増加しましたが、隣接する 2 ブロック（江北・新田地域）、

11 ブロック（伊興・西新井地域）、13 ブロック（舎人・東伊興地域）からの需要の流入が大きいため、これら

の地域に認可保育所を整備することにより待機児童の解消が見込まれます。よって、鹿浜地域への保育

施設の整備計画はありません。 

3. 待機児童ゼロにむけて
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3.2.2.13 13 ブロック ― 舎⼈・東伊興地域 

日暮里・舎人ライナー沿線開発により、今後、保育需要が増えると見込んでいます。特に、舎人駅周辺

で進められている中規模集合住宅の建設や、今後計画が予定されている集合住宅の建設により発生する

保育需要に対応するため、平成 30 年 4 月開所の認可保育所 1 所の整備を予定しています。 

 

 

 

3.2.3 ⼤規模集合住宅建設時の保育施設の設置協議 

  平成 27 年 7 月 1 日改正の「足立区環境整備基準」において、事業者は住戸数（単身者向けの住戸を除く）

が 50 戸以上の集合住宅を建設する場合は、子育て支援施設等（各種保育施設又はキッズルーム等）の自主

的設置について事前に区と協議することになりました。これに基づき、区では地域の保育需要の状況に応じて、

大規模マンションの建設事業者と事前協議を行い、必要な地域では保育施設等の設置を要請しています。 

環境整備基準に基づく事業者の協議内容は下表のとおりです。 
住戸数 

（単身向け住戸除く） 
協議事項（環境整備基準第４２条） 

50 戸以上 子育て支援に供する施設の設置について、事前に区と協議するものとする 

100 戸以上 200 戸未満 保育施設の設置に努めなければならない 

200 戸以上 保育施設を設置しなければならない 

なお、本要綱の協議に基づき、新田一丁目に建設中の 319 戸のマンション内に小規模保育１施設（平成 30

年 4 月開所）の整備を予定しています。 

 

3.2.4 必要財源の確保 

 今回のアクション・プランで見直した保育施設整備計画に基づく整備を進めるために、施設整備費と運営費が

必要になります。 

施設整備費については、国庫補助金及び、都支出金とあわせて、子ども・子育て施設整備基金を活用してま

いります。 

また、開設後に継続的に必要となる運営費については、区立園の民営化を進めることにより経費の節減に努め

財源を確保してまいります。  
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3.3 待機児童ゼロにむけた具体的な取り組み 2 (多様な保育施設の利⽤促進) 

（１） これまでの取り組み 

平成27年度からスタートした子ども・子育て支援新制度では、私立認定こども園や小規模保育、家庭的保育

（保育ママ）の利用申込先が、従前の各施設への直接申し込みから区への申し込みに変更となり、認可保育所

と同様に利用調整によって入所者を決定する仕組みとなりました。その結果、認可保育所のみを希望する方が

多く、特に家庭的保育（保育ママ）に多くの空き定員が生じてしまいました。 

こうしたことから、待機児童を解消するため、家庭的保育（保育ママ）をはじめとする地域型保育事業や、認

証保育所などの認可外保育施設など、多様な保育施設の利用を促進していくことが重要な課題となり、平成27

年度では家庭的保育のＰＲチラシによる制度周知や、保育コンシェルジュを設置して相談機能の強化を図りま

した。こうした取り組みにより、平成 28 年度では空き定員の状況は一定の改善が見られました。 

（２） 今後の⽅針 

今後、一層の利用促進を図るため、以下の取り組みを行います。 

3.3.1 保育コンシェルジュによる利⽤者⽀援 

子ども・子育て支援新制度における利用者支援事業のひとつである保育コンシェルジュ事業を平成２７年１０月

から実施しています。 

保育を必要とする世帯の家庭状況などを伺いながら、個々のニーズや生活状況に適した保育サービスや保育

施設の案内・情報提供など、きめ細やかな相談を行います。保護者が安心して相談できる環境を整えるとともに、

保育サービスを適切、円滑に利用できるようにします。 

平成２７年度から実施している区役所での個別相談及び、子育てサロン等で出張相談やミニ説明会を、今年度

から通年で実施し、相談の機会を増やします。 

 

【保育コンシェルジュの利用者数（平成 27 年 10 月～平成 28 年 3 月）】 

個別相談者数及びミニ説明会参加者数 延べ 1,632 人 

3.3.2 地域型保育の３歳以降の受け⼊れ施設の設定 

現在、区内には小規模保育 21 施設、家庭的保育（保育ママ）172 事業者が存在していますが、すべて０歳児

から２歳児までの施設であり、３歳児からの預け先の確保が課題となっています。 

区では、安心して就学前まで預けられる仕組みの構築に向け検討を進め、子ども・子育て支援新制度で施設

に義務付けられている平成31年度末までのなるべく早い時期に、地域型保育の３歳以降の受け入れ施設を設定

することを目指しています。 

平成27年度には３歳以降の保育等の利用希望の実態を把握するため、2歳までの施設やサービスを利用され

ている方を対象にアンケート調査を実施しました。この結果、４割程度の方が幼稚園を３歳以降の預け先として希

望されていることがわかりました。この結果を踏まえ、今後、幼稚園を含めた３歳児からの受け入れ施設の設定な

どを検討し、３歳児からの待機児童解消につなげていきます。  

3. 待機児童ゼロにむけて
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3.4 待機児童ゼロにむけた具体的な取り組み 3 (保育⼠確保・定着対策)  

3.4.1 保育⼠確保・定着対策について  

（１） 現状・課題 

新規の保育施設を整備するためには、実際にそこで働く保育士の確保が不可欠です。このアクション・

プランで定めた整備計画を全て実現するためには、平成 30 年 4 月までに区全体で、新たに 300 人以上

の保育士を確保する必要があります。 

しかしながら、保育は責任が重く、事故への不安が高い仕事であるにも関わらず、それに見合った賃金

が伴わないことから、保育士資格を持っていながら半数が保育士としての就業を希望しないという実態が

あります（厚生労働省職業安定局調査、平成２５年）。 

 

（2） 取り組み 

待機児童ゼロに向けた施設整備を確実に進めるため、区内の保育士養成機関やハローワークと連携し、

区内の保育施設に就職を促す取り組みや、保育士を目指す方を経済的に支援する制度などを実施して

いきます。また、今後も新たな保育士確保策の検討を行います。 

 

取り組み① 保育士就職相談会や潜在保育士向けの再就職セミナーの継続実施 

区内の保育士を養成している大学や専門学校、ハローワーク、都福祉人材センター及び区内保育

事業者と連携し、保育士就職相談会や潜在保育士向けの再就職セミナーなどを開催し、区内の保育

施設への就職を促す取り組みを進めます。 

取り組み② 保育士への経済的支援策の拡充 

区内保育施設へ就職した勤務年数の少ない保育士に対して、経済的支援として平成 28 年 1 月から

保育事業者への「住居借上げ支援事業」を開始しました。また、平成 28 年 4 月から全国初の「奨

学金返済支援事業」を開始しました。また、潜在保育士向けの再就職セミナー参加者が区内保育施設

へ就職した場合には「再就職応援補助金」として、就職決定前に要した自己啓発等の費用の一部や

保育実習費の補助をしていきます。 

 

今後、これらの保育士支援制度の一層の利用促進を図り、保育士の確保・定着につなげるため、積

極的なＰＲを行います。 

◎再就職セミナーチラシの学校配布 

◎経済的支援のＰＲチラシ、リーフレット配布 

◎保育士養成機関やハローワークと連携したＰＲ など 

 

こうした取り組みにより、平成 30 年 4 月の待機児ゼロに向けた施設整備が確実に進むことを人材面か

ら担保してまいります。また、保育の質の維持・向上につなげます。 

 

 

  

3. 待機児童ゼロにむけて
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3.5 待機児童ゼロにむけた具体的な取り組み 4 (認証保育所の認可化移⾏⽀援) 

3.5.1 認証保育所の認可化移⾏⽀援について 

（1） 現状・課題 

東京都認証保育所は東京都独自の保育制度であり、施設に直接利用申込みができる保育所です。保育

の必要性を問わず、また保育料が応益負担であることから、認可保育所ではなく認証保育所を選ばれる保

護者の方も多くいらっしゃいます。しかし、認証保育所の制度上、低年齢児に重点を置いた定員設定を義務

付けられているため、２歳児から３歳児への進級の際に多くの児童が別の保育施設等に転所しなければなり

ません。保護者の方からは「就学前まで預けられる認可保育所に移行してほしい」などのご要望をいただい

ている認証保育所もあります。 

 

（２）取り組み 

認証保育所の独自の役割を鑑み、要望いただいている全ての認証保育所を認可保育所に移行させるこ

とはできません。しかしながら、今後、小規模保育・家庭的保育の卒園児の受皿となる定員を確保していく必

要があることから、３歳児からの受け入れ定員が不足する見込みの地域（千住、梅田、中央本町、綾瀬、保

塚・六町）において、一定の条件※を満たす認証保育所Ａ型の認可化移行を支援していきます。 

※３歳児以降の定員の不足が見込まれる地域にあり、0～2歳児の定員を最低限維持したうえで 5歳

児まで持ち上がり可能な一定規模の定員が確保できること等 

 

（３）認可化移行の見込み 

  平成２９年４月 ３所 （綾瀬地域２所、保塚・六町地域１所を想定） 

   平成３０年４月 ２所 （千住地域等を想定） 

 

（４）認証保育所制度の考え方 

   東京都認証保育所は、低年齢保育や長時間保育などの多様化する保育ニーズに応えることができる利便

性の高い施設であり、区の待機児童対策に大きな役割を果たしています。このため、区では今後も必要な施

設と考え、新規整備を進めてまいります。 

   なお、今後、認証保育所の制度に大きな変更等がある場合には、その時点で足立区の状況を踏まえ方針

を検討していきます。  
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（１） 待機児童 
平成 28 年 4 月 1 日現在の待機児童は、58 名 (56 名が 0～2 歳児) でした。前年度に比べて 23 名

減少しています。常磐線の東側で 20 名の減、西側で 3 名の減となっています。西側の施設整備により

保育需要の流れに変化があったことが原因と思われます。申請事由別では、フルタイム就労世帯が 34

名 (33 名が 0～2 歳児) で前年度比 9 名の減少となりました。また、パート就労世帯も、22 名から 10 名

へと減少しています。 

（２） 就学前⼈⼝ 
平成 28 年 4 月 1 日現在の就学前人口は、3,807 名で前年度に比べて 114 名の増となり、0～2 歳の

人口が 3～5 歳の人口が上回っています。東側が 1,288 名で前年度に比べて 30 名の減、西側は 2,519

名で、144 名の増でした。前年度に引き続き千住橋戸町、千住緑町一丁目の人口が急増しました。子

育て世帯が多く転入していることから、今後も就学前人口の増加が予想されます。 

（３） 保育需要 
平成 28 年 4 月 1 日現在の保育需要数は、1，645 名で対前年度比 161 名の増と、前年に引き続き大

きな上昇が見られます。常磐線の東側で前年比29名の減、西側地域で190名の増となりました。これは、

西側地域で施設整備が進んだ影響から、前年度に顕著であった西側から東側への需要の移動が緩和

されたことを示しています。また、保育需要率は 43.21%で対前年度比 3.03 ポイント増となり、前年度（0.8

ポイント増）と比べて大きな伸び率になりました。これは、保育需要の伸びに対して、地域全体の人口増

加幅が縮小したためです。このことから、保育需要の伸びは人口の伸びに遅れて本格化する傾向があ

ることが確認できました。平成 26 年度末に千住大橋駅前に建設された大規模マンション２棟では今後も

数年間、保育需要の増加が続くことが見込まれ、また、小・中規模の集合住宅の建設も進んでいること

から保育需要はさらに増加すると思われます。 

（４） ブロック内の保育施設数 
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【保育需要

【各地区

2

2

2

江北
（江北バ

2

江北2
堀之内

（江北バ

2

江北･新

2ブ

◆地域別待機児

宮城地

新田地

※待機児童
※施設数は

２
ブロック

江北地

― 江北・新

】

区】

新田3

2-（5）

新田2

2-（4）

新田1

2-（3）

北1.2、扇2
バス通り南側）

2-（2）

2.3.4、椿1、
内1.2、鹿浜1
バス通り北側）

2-（1）

新田地域

ブロック

児童数（年齢別）

1
江北2.3
鹿浜1（

2
江北1.2
（江北バ

3 新田1

4 新田2

5 新田3

地域 6 宮城1.2

地域

小　　

童数は、希望した保
は東京都認証保育所

地域

新⽥地域 

 

3～5歳児

0～5歳児

0～2歳児

年齢区分

0～5歳児

0～2歳児

3～5歳児

3～5歳児

年齢区分

0～5歳児

0～2歳児

年齢区分

0～5歳児

0～2歳児

3～5歳児

3～5歳児

年齢区分

0～5歳児

0～2歳児

年齢区分

3～5歳児

0～5歳児

0～2歳児

年齢区分

3.4、椿1、堀之内1.2
（江北バス通り北側）

2、扇2
バス通り南側）

2、小台1.2

計

育施設の地域で集計
を除く

地　域

3,028

1,482

1,546

518

263

255

507

279

228

267

120

147

93

41

52

1,018

459

559

就学前
人口

保
需

就学前
人口

保
需

就学前
人口

保
需

就学前
人口

保
需

就学前
人口

保
需

平成27年4

就学前
人口

保
需

平成27年4

施設数 0歳

2、
3 2

2 2

1

3

8

5

22 4

計

待機

平
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1,161 38.34%

508 34.28%

653 42.24%

247 47.68%

114 43.35%

133 52.16%

126 24.85%

58 20.79%

68 29.82%

74 27.72%

33 27.50%

41 27.89%

109 117.20%

56 136.59%

53 101.92%

340 33.40%

144 31.37%

196 35.06%

保育
要数

保育
需要率

保育
要数

保育
需要率

保育
要数

保育
需要率

保育
要数

保育
需要率

保育
要数

保育
需要率

4月1日現在

保育
要数

保育
需要率

4月1日現在

【申請

就労中

就労中

求職中

その他

合計

歳 1歳 2歳 3歳 4歳

2 5 1

2 4 2 2

3

3

3

4 18 3 2

機児童数（年齢別）

平成27年4月1日

% 2,938

% 1,404

% 1,534

% 492

% 240

% 252

% 556

% 291

% 265

% 251

% 114

% 137

% 99

% 44

% 55

% 927

% 410

% 517

就学前
人口

就学前
人口

就学前
人口

就学前
人口

就学前
人口

平成28年

就学前
人口

平成28年

請事由別待機児

申請事由

中（フルタイ

中(パート)

中

他

歳 5歳

8

10

3

3

3

0

0 0 27

合計

現在

1,155 39.

516 36.

639 41.

242 49.

110 45.

132 52.

132 23.

65 22.

67 25.

68 27.

29 25.

39 28.

143 144.

80 181.

63 114.

328 35.

134 32.

194 37.

保育
需要数

保育
需要率

保育
需要数

保育
需要率

保育
需要数

保育
需要率

保育
需要数

保育
需要率

保育
需要数

保育
需要率

年4月1日現在

保育
需要数

保育
需要率

年4月1日現在

児童数】

ム） 6人

10人

9人

2人

27人

H

施設数 0歳 1歳 2

4 2 3

2 5 4

1

4 1

8 1

5 1 2

24 10 9

待機児童数

平成28年

31% -90

75% -78

66% -12

19% -26

83% -23

38% -3

74% 49

34% 12

28% 37

09% -16

44% -6

47% -10

44% 6

82% 3

55% 3

38% -91

68% -49

52% -42

育
率

就学前
人口

育
率

就学前
人口

育
率

就学前
人口

育
率

就学前
人口

育
率

就学前
人口

在

育
率

就学前
人口

在

22% 6人

37% 9人

33% 6人

7% 1人

100% 22人

27 H

2歳 3歳 4歳 5歳

2

1

2 1 0 0

数（年齢別）

年4月1日現在

-6 0.97

8 2.47

-14 -0.58

-5 1.50

-4 2.49

-1 0.22

6 -1.11

7 1.55

-1 -4.54

-6 -0.62

-4 -2.06

-2 0.58

34 27.24

24 45.23

10 12.62

-12 1.98

-10 1.31

-2 2.46

保育
需要数

保育
需要率

保育
需要数

保育
需要率

保育
需要数

保育
需要率

保育
需要数

保育
需要率

保育
需要数

保育
需要率

前年比

保育
需要数

保育
需要率

前年比

27%

41%

27%

5%

人 100%

H28

待機
児童数

7 -1

10 0

0 -3

1 -2

1 -2

3 3

22 -5

合計
前年
比較

7

7

8

0

9

2

1

5

4

2

6

8

4

3

2

8

1

6

率

率

率

1

0

3

2

2

3

5
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（１） 待機児童 
平成 28 年 4 月 1 日現在の待機児童は、22 名 (21 名が 0～2 歳児) で前年度に比べ 5 名減少しまし

た。江北地域で 1 名の減、新田地域で 7 名の減、宮城地域では 3 名増加しました。申請事由別では、

フルタイム就労世帯は前年度に引き続き 6 名 でした。パート就労世帯が 9 名、求職中世帯が 6 名と依

然としてこの 2 つの申請事由も多い状況です。 

（２） 就学前⼈⼝ 
平成 28 年 4 月 1 日現在の就学前人口は、2,938 名で前年度に比べて 90 名の減でした。前年度に

比べて 0～2 歳児は 78 名の減、3～5 歳児は 12 名の減となっています。しかし地域別に見ると、平成 26

年度に扇二丁目で大型マンションが完成したことから、江北地域の江北バス通り南側では人口が大きく

増加しています。なお、平成 27 年に小台一丁目で 169 戸の大型マンションが完成しましたが、人口の

伸びはまだ本格化しておらず、今後注視が必要です。新田一丁目では平成 29 年度中に 319 戸の大型

マンションが完成する予定であり、就学前人口が急増する地域が出てくると見込まれます。 

（３） 保育需要 
平成 28 年 4 月 1 日現在の保育需要数は、1,155 名で前年度に比べて 6 名の減となりました。保育需

要率は、39.31%で前年度に比べて 0.97 ポイントの増となっています。認可保育所の新規整備に伴い新

田二丁目で保育需要が大きく伸びています。また、江北地域の江北バス通り北側でも保育需要が高く

なっています。新田地域は、今後、マンション建設により、0～2 歳児の保育需要が増加すると見込まれ

ます。 

（４） ブロック内の保育施設数 
 

 

  

待機
児童数

施設数 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 施設数 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳

1
江北2.3.4、椿1、堀之内1.2、
鹿浜1（江北バス通り北側）

3 1 1 4 1 1 0

2
江北1.2、扇2
（江北バス通り南側）

2 1 3 4 2 3 1 4 0

3 新田1 1 1 1 1 0 -1

4 新田2 3 0 4 0 0

5 新田3 8 0 8 0 0

宮城地域 6 宮城1.2、小台1.2 5 0 5 1 1 1

22 1 5 0 0 0 0 6 24 4 2 0 0 0 0 6 0

前年
比較

◆地域別待機児童数（年齢別）【フルタイム就労世帯】

地　域
待機児童数（年齢別）

合計

平成27年4月1日現在 平成28年4月1日現在

待機児童数（年齢別）
合計

２
ブロック

江北地域

新田地域

小　　計

【各地区】

625 265 42.40% 613 242 39.48% -12 -23 -2.92

320 103 32.19% 305 98 32.13% -15 -5 -0.06

305 162 53.11% 308 144 46.75% 3 -18 -6.36

※在園児童は在園する保育施設の所在地、待機児童は第一希望で入園希望した保育施設の所在地でカウントする。

※管外の保育施設利用者及び子育て応援隊利用者は、利用者の居住する地域でカウントする。

3～5歳児

保育
需要数

保育
需要率

就学前
人口

保育
需要数

保育
需要率

宮城1.2、小台1.2

0～5歳児

0～2歳児

就学前
人口

就学前
人口

保育
需要数

保育
需要率

平成28年4月1日現在 前年比

2-（6） 年齢区分

平成27年4月1日現在

0～2 3～5 合計

認可保育所（公立） 3 95 173 268

認可保育所（公設民営） 2 68 99 167

認可保育所（私立） 5 183 288 471

認定こども園（公立） - 0 0 0

認定こども園（私立） 1 15 36 51

小規模保育 2 31 0 31

種別 施設数
施設定員

0～2 3～5 合計

家庭的保育 8 28 0 28

区認定ママ 1 2 0 2

公設民営認可外 2 20 101 121

認証保育所（Ａ型） 2 58 0 61

認証保育所（Ｂ型） - 0 0 0

合　計 26 500 700 1,200

種別 施設数
施設定員

資料 1 ブロック別の分析
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【保育需要

【各地区

※在園児童

※管外の保

西新
（江北バ

3

扇1.
本木北
（本木

3

興野1
本木東
（本木

3

西新
西新井

（江北バ

3

興野・

3ブ

◆地域別待機児

※待機児童
※施設数は

３
ブロック

興野・本
地域

― 興野・本

】

区】

童は在園する保育

保育施設利用者及

新井本町2
バス通り北側）

3-（4）

3、興野2、
北町、本木西町
木新道西側）

3-（3）

1、本木1.2、
東町、本木南町
木新道東側）

3-（2）

新井栄町3、
井本町1.3.4.5
バス通り南側）

3-（1）

本木地域

ブロック

児童数（年齢別）

1
西新井栄
（江北バ

2
興野1、
本木南町

3
扇1.3、
本木西町

4
西新井本
（江北バ

小　　

童数は、希望した保
は東京都認証保育所

本木
域

本⽊地域 

 
育施設の所在地

及び子育て応援

0～5歳児

0～2歳児

3～5歳児

3～5歳児

年齢区分

0～5歳児

0～2歳児

年齢区分

0～5歳児

0～2歳児

3～5歳児

3～5歳児

年齢区分

0～5歳児

0～2歳児

年齢区分

3～5歳児

0～5歳児

0～2歳児

年齢区分

栄町3、西新井本町1.
バス通り南側）

本木1.2、本木東町、
町（本木新道東側）

興野2、本木北町、
町（本木新道西側）

本町2
バス通り北側）

計

育施設の地域で集計
を除く

地　域

1,960

944

1,016

531

267

264

478

224

254

781

372

409

170

81

89

、待機児童は第

援隊利用者は、利

就学前
人口

保
需要

保
需要

就学前
人口

就学前
人口

保
需要

保
需要

就学前
人口

平成27年4

保
需要

就学前
人口

平成27年4

施設数 0歳

.3.4.5
7 1

、
7

5 3

1 1

20 5

計

待機
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842 42.96%

372 39.41%

470 46.26%

304 57.25%

102 38.20%

202 76.52%

244 51.05%

121 54.02%

123 48.43%

164 21.00%

91 24.46%

73 17.85%

130 76.47%

58 71.60%

72 80.90%

一希望で入園希

利用者の居住する

保育
要数

保育
需要率

保育
要数

保育
需要率

保育
要数

保育
需要率

保育
要数

保育
需要率

4月1日現在

保育
要数

保育
需要率

4月1日現在

就

就

求

そ

合

歳 1歳 2歳 3歳 4歳

1 5 1

1 3

3 4 1 1

1 4 1

5 14 3 4

機児童数（年齢別）

平成27年4月1日

1,925

946

979

521

243

278

433

222

211

780

371

409

191

110

81

希望した保育施設

る地域でカウントす

就学前
人口 需

就学前
人口 需

就学前
人口 需

就学前
人口 需

平成28年

就学前
人口 需

平成28年

【申請事由別待

申請事

就労中（フルタ

就労中(パート

求職中

その他

合計

歳 5歳

1 8

4

9

6

0 1 27

合計

現在

834 43.3

379 40.0

455 46.4

315 60.4

118 48.5

197 70.8

244 56.3

126 56.7

118 55.9

149 19.1

80 21.5

69 16.8

126 65.9

55 50.0

71 87.6

設の所在地でカウ

する。

保育
需要数

保育
需要率

保育
需要率

保育
需要数

保育
需要数

保育
需要率

保育
需要率

保育
需要数

年4月1日現在

保育
需要数

保育
需要率

年4月1日現在

待機児童数】

事由

タイム） 5

ト) 12

8

2

27

施設数 0歳 1歳 2

7 6

8 2

5 3

1 1 1

21 1 12

待機児童数

平成28年

32% -35

06% 2

48% -37

46% -10

56% -24

86% 14

35% -45

76% -2

92% -43

10% -1

56% -1

87% 0

97% 21

00% 29

65% -8

ウントする。

率
就学前
人口

率
就学前
人口

率
就学前
人口

率
就学前
人口

前

就学前
人口率

前

人 19% 4

2人 44% 9

人 30% 6

人 7% 0

7人 100% 1

H27

2歳 3歳 4歳 5歳

2 2

1

1

4 2 0 0

数（年齢別）

年4月1日現在

-8 0.37

7 0.66

-15 0.22

11 3.21

16 10.36

-5 -5.65

0 5.31

5 2.74

-5 7.50

-15 -1.90

-11 -2.90

-4 -0.98

-4 -10.50

-3 -21.60

-1 6.76

保育
需要率

保育
需要数

保育
需要数

保育
需要率

保育
需要率

保育
需要数

保育
需要数

保育
需要率

前年比

保育
需要数

保育
需要率

前年比

4人 21%

9人 47%

6人 32%

0人 0%

9人 100%

H28

待機
児童数

10 2

2 -2

4 -5

3 -3

19 -8

合計
前年
比較

7

6

2

1

6

5

1

4

0

0

0

8

0

0

6

2

2

5

3

8
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（１） 待機児童 
平成 28 年 4 月 1 日現在の待機児童は、地域内の認可保育所で定員を増加した結果 19 名 (17 名

が 0～2 歳児)となり、前年度に比べて 8 名の減でした。申請事由別では、フルタイム就労世帯は 4 名 

(すべて 0～2 歳児) で 1 名の減となりました。パート就労世帯は 12 名から 9 名へと 3 名の減、求職中世

帯は 8 名から 6 名へと 2 名減少しています。 

（２） 就学前⼈⼝ 
平成 28 年 4 月 1 日現在の就学前人口は、1,925 名で前年度に比べて 35 名の減でした。平成 26 年

度末に江北バス通り北側で大規模マンションが完成した影響で、0～2 歳児では 2 名の増、一方 3～5

歳児は 37 名の減となっています。平成 29 年 1 月には扇一丁目に 161 戸の大型マンションの建設計画

があることから、しばらくの間、低年齢児の需要の増加が続くものと見込まれます。 

（３） 保育需要 
平成 28 年 4 月 1 日現在の保育需要数は、834 名で前年度に比べて 8 名減少しました。保育需要率

は43.32%で前年度に比べて0.37ポイントの増となっており、認定こども園の長時間利用児童の増加や、

認証保育所の新設により大きな伸びが見られた前年度を更に上回っています。今後は年齢移行が進

み、3～5 歳児の保育需要が増加すると考えられますが、大型マンションからは 0～2 歳児の需要が多く

発生する傾向もあり、地域全体では増加傾向で推移すると思われます。 

（４） ブロック内の保育施設数 

 

 

 

 

 

  

待機
児童数

施設数 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 施設数 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳

1
西新井栄町3、西新井本町1.3.4.5
（江北バス通り南側）

7 1 1 7 1 1 0

2
興野1、本木1.2、本木東町、
本木南町（本木新道東側）

7 1 1 8 0 -1

3
扇1.3、興野2、本木北町、
本木西町（本木新道西側）

5 2 2 5 1 1 2 0

4
西新井本町2
（江北バス通り北側）

1 1 1 1 1 1 0

20 2 2 0 1 0 0 5 21 1 2 1 0 0 0 4 -1

地　域
待機児童数（年齢別）

合計

小　　計

３
ブロック

興野・本木
地域

前年
比較

◆地域別待機児童数（年齢別）【フルタイム就労世帯】 平成27年4月1日現在 平成28年4月1日現在

待機児童数（年齢別）
合計

0～2 3～5 合計

認可保育所（公立） 2 91 133 224

認可保育所（公設民営） 1 33 64 97

認可保育所（私立） 4 148 246 394

認定こども園（公立） - 0 0 0

認定こども園（私立） 1 9 50 59

小規模保育 - 0 0 0

種別 施設数
施設定員

0～2 3～5 合計

家庭的保育 12 39 0 39

区認定ママ 1 2 0 2

公設民営認可外 - 0 0 0

認証保育所（Ａ型） 1 33 7 40

認証保育所（Ｂ型） 1 20 0 20

合　計 23 375 500 875

施設数
施設定員

種別

資料 1 ブロック別の分析
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【保育需要

【各地区

※在園児童

※管外の保

関

4

梅田8、

4

梅田1.

4

梅
（東武伊

4

梅田

4ブ

◆地域別待機児

４
ブロック

梅田地

※待機児童
※施設数は

― 梅⽥地域

】

区】

童は在園する保育

保育施設利用者及

関原1.2.3

4-（4）

西新井栄町1.2

4-（3）

.2.3.4.5.6.7

4-（2）

梅島1.2.3
伊勢崎線北側）

4-（1）

田地域

ブロック

児童数（年齢別）

1
梅島1.2
（東武伊

2 梅田1.2

3 梅田8、

4 関原1.2

地域

小　　

童数は、希望した保
は東京都認証保育所

域 

 
育施設の所在地

及び子育て応援

3～5歳児

0～5歳児

0～2歳児

年齢区分

0～5歳児

0～2歳児

3～5歳児

3～5歳児

年齢区分

0～5歳児

0～2歳児

年齢区分

0～5歳児

0～2歳児

3～5歳児

年齢区分

0～5歳児

0～2歳児

3～5歳児

年齢区分

2.3
伊勢崎線北側）

2.3.4.5.6.7

西新井栄町1.2

2.3

計

育施設の地域で集計
を除く

地　域

3,042 1

1,485

1,557

563

313

250

956

447

509

1,049

504

545

474

221

253

、待機児童は第

援隊利用者は、利

保
需要

就学前
人口

就学前
人口

保
需要

保
需要

就学前
人口

就学前
人口

保
需要

平成27年4

就学前
人口

保
需要

平成27年4

施設数 0歳

6 3

8 1

4

7 1

25 5

計

平

待機
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1,081 35.54%

535 36.03%

546 35.07%

155 27.53%

70 22.36%

85 34.00%

416 43.51%

209 46.76%

207 40.67%

284 27.07%

159 31.55%

125 22.94%

226 47.68%

97 43.89%

129 50.99%

一希望で入園希

利用者の居住する

保育
要数

保育
需要率

保育
要数

保育
需要率

保育
要数

保育
需要率

保育
要数

保育
需要率

4月1日現在

保育
要数

保育
需要率

4月1日現在

【

就労

就労

求職

そ

合計

歳 1歳 2歳 3歳 4歳

3 3

1 7 1 1

2 1

1 2 1

5 14 3 1

平成27年4月1日

機児童数（年齢別）

3,005

1,475

1,530

576

309

267

928

439

489

1,028

488

540

473

239

234

希望した保育施設

る地域でカウントす

就学前
人口 需

就学前
人口 需

就学前
人口 需

就学前
人口 需

平成28年

就学前
人口 需

平成28年

申請事由別待

申請事由

労中（フルタ

労中(パート)

職中

の他

計

歳 5歳

6

10

3

4

0 0 23

現在

合計

1,117 37.1

539 36.5

578 37.7

209 36.2

101 32.6

108 40.4

402 43.3

182 41.4

220 44.9

275 26.7

153 31.3

122 22.5

231 48.8

103 43.1

128 54.7

設の所在地でカウ

する。

保育
需要率

保育
需要数

保育
需要数

保育
需要率

保育
需要率

保育
需要数

保育
需要数

保育
需要率

年4月1日現在

保育
需要数

保育
需要率

年4月1日現在

待機児童数】

由

タイム） 13

) 3人

5人

2人

23

施設数 0歳 1歳 2

5 3 1

9 2 4

5 4 3

7 2 4

26 11 12

平成28年

待機児童数

17% -37

54% -10

78% -27

28% 13

69% -4

45% 17

32% -28

46% -8

99% -20

75% -21

35% -16

59% -5

84% -1

10% 18

70% -19

ウントする。

率
就学前
人口

率
就学前
人口

率
就学前
人口

率
就学前
人口

前

率
就学前
人口

前

人 57% 8

人 13% 8

人 22% 6

人 9% 5

人 100% 2

H27

2歳 3歳 4歳 5歳

1 2

1

1 3 0 0

年4月1日現在

数（年齢別）

36 1.64

4 0.52

32 2.71

54 8.75

31 10.32

23 6.45

-14 -0.20

-27 -5.30

13 4.32

-9 -0.32

-6 -0.20

-3 -0.34

5 1.16

6 -0.80

-1 3.71

保育
需要数

保育
需要率

保育
需要率

保育
需要数

保育
需要数

保育
需要率

保育
需要率

保育
需要数

前年比

保育
需要数

保育
需要率

前年比

8人 30%

8人 30%

6人 22%

5人 19%

7人 100%

H28

待機
児童数

4 -2

9 -1

7 4

7 3

27 4

合計
前年
比較

4

2

1

5

2

5

0

0

2

2

0

4

6

0

1

2

1

4

3

4
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（１） 待機児童 
平成 28 年 4 月 1 日現在の待機児童は、27 名 (24 名が 0～2 歳児) で前年度に比べて 4 名の増、

特に 0 歳の待機児は 6 名増加しました。これは、平成 28 年 4 月に認可保育所を 1 所整備した結果、

定員増を上回る 0 歳児の需要を掘り起こしたこと、保育需要の動きに変化が発生したことが原因と考え

られます。申請事由別では、フルタイム就労世帯が 8 名 (すべて 0～1 歳児) と、前年度比 5 人減少し

ました。一方、パート就労世帯は 5 名増、求職中世帯は 1 名増となりました。 

（２） 就学前⼈⼝ 
平成 28 年 4 月 1 日現在の就学前人口は、3005 名と前年度に比べて 37 名減少しました。0～2 歳児

の人口が 10 名減、3～5 歳児の人口は 27 名減と、ともに減少しています。地域内で小・中規模の集合

住宅建設の計画があるものの、同時に年齢移行が進むことから、全体では就学前人口は減少すると思

われます。 

（３） 保育需要 
平成 28 年 4 月 1 日現在の保育需要数は、1,117 名で前年度に比べて 36 名の増、保育需要率は

37.17%で、前年度に比べて 1.64 ポイントの増となっています。0～2 歳児の保育需要数は 4 名の増加で

あったのに対し、3～5 歳児では 32 名増加していることからも、年齢移行が進んでいることがわかります。

今後数年で、3～5 歳児の需要がピークを迎え、その後、減少に転じると見込まれます。 

（４） ブロック内の保育施設数 
 

 

 

 

 

 

 

 

  

待機
児童数

施設数 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 施設数 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳

1
梅島1.2.3
（東武伊勢崎線北側）

6 1 3 4 5 1 1 2 -2

2 梅田1.2.3.4.5.6.7 8 4 4 9 2 2 -2

3 梅田8、西新井栄町1.2 4 2 1 3 5 2 1 3 0

4 関原1.2.3 7 1 1 2 7 1 1 -1

25 1 10 2 0 0 0 13 26 5 3 0 0 0 0 8 -5

※待機児童数は、希望した保育施設の地域で集計

※フルタイム就労世帯：月20日以上、1日8時間以上（休憩時間含む）の就労を常態（外勤・自宅内）

◆地域別待機児童数（年齢別）【フルタイム就労世帯】 平成27年4月1日現在 平成28年4月1日現在

４
ブロック

梅田地域

小　　計

地　域
待機児童数（年齢別）

合計
前年
比較

待機児童数（年齢別）
合計

0～2 3～5 合計

認可保育所（公立） 1 38 69 107

認可保育所（公設民営） - 0 0 0

認可保育所（私立） 11 317 509 826

認定こども園（公立） - 0 0 0

認定こども園（私立） - 0 0 0

小規模保育 1 17 0 17

種別 施設数
施設定員

0～2 3～5 合計

家庭的保育 12 39 0 39

区認定ママ 1 3 0 3

公設民営認可外 - 0 0 0

認証保育所（Ａ型） 4 97 12 109

認証保育所（Ｂ型） 2 43 0 43

合　計 32 554 590 1,144

種別 施設数
施設定員

資料 1 ブロック別の分析
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【保育需要】

【各地区

※在園児童

※管外の保

足立

5

中央本

5

弘道1.2、

5

青井1

5

中央本

5ブ

◆地域別待機児

５
ブロック

中央本
地域

※待機児童
※施設数は

― 中央本町

】

】

童は在園する保育

保育施設利用者及

立1.2.3.4

5-（4）

本町1.2.3.4.5

5-（3）

西綾瀬1.2.3.

5-（2）

1.2.3.4.5.6

5-（1）

本町地域

ロック

児童数（年齢別）

1 青井1.2

2 弘道1.2

3 中央本町

4 足立1.2

本町
域

小　　

童数は、希望した保
は東京都認証保育所

町地域 

 

育施設の所在地、

及び子育て応援

0～5歳児

0～2歳児

3～5歳児

3～5歳児

年齢区分

0～5歳児

0～2歳児

年齢区分

4

0～5歳児

0～2歳児

3～5歳児

3～5歳児

年齢区分

0～5歳児

0～2歳児

年齢区分

3～5歳児

0～5歳児

0～2歳児

年齢区分

2.3.4.5.6

2、西綾瀬1.2.3.4

町1.2.3.4.5

2.3.4

計

育施設の地域で集計
を除く

地　域

2,630 1

1,330

1,300

776

380

396

665

359

306

676

340

336

513

251

262

、待機児童は第一

援隊利用者は、利

就学前
人口

保
需要

保
需要

就学前
人口

就学前
人口

保
需要

保
需要

就学前
人口

平成27年4

保
需要

就学前
人口

平成27年4

施設数 0歳

7 3

7

6

6 2

26 5

計

平

待機

 

42 

 

1,028 39.09%

500 37.59%

528 40.62%

156 20.10%

95 25.00%

61 15.40%

310 46.62%

148 41.23%

162 52.94%

252 37.28%

117 34.41%

135 40.18%

310 60.43%

140 55.78%

170 64.89%

一希望で入園希

利用者の居住する

保育
要数

保育
需要率

保育
要数

保育
需要率

保育
要数

保育
需要率

保育
要数

保育
需要率

4月1日現在

保育
要数

保育
需要率

4月1日現在

【申

就労

就労

求職

その

合計

歳 1歳 2歳 3歳 4歳

3 3 2

6 2

8 2

2 7 3

5 24 7 2

平成27年4月1日

機児童数（年齢別）

2,554

1,280

1,274

730

358

372

645

344

301

666

325

341

513

253

260

希望した保育施設

る地域でカウントす

就学前
人口 需

就学前
人口 需

就学前
人口 需

就学前
人口 需

平成28年

就学前
人口 需

平成28年

申請事由別待機

申請事由

労中（フルタイ

労中(パート)

職中

の他

計

歳 5歳

1 9

8

10

12

0 1 39

現在

合計

1,045 40.9

511 39.9

534 41.9

158 21.6

97 27.0

61 16.4

312 48.3

152 44.1

160 53.1

258 38.7

120 36.9

138 40.4

317 61.7

142 56.1

175 67.3

設の所在地でカウ

する。

保育
需要数

保育
需要率

保育
需要率

保育
需要数

保育
需要数

保育
需要率

保育
需要率

保育
需要数

年4月1日現在

保育
需要数

保育
需要率

年4月1日現在

機児童数】

由

イム） 6人

10人

20人

3人

39人

施設数 0歳 1歳 2

7 4 5

7 2 3

5 1 3

6 3 2

25 10 13

平成28年

待機児童数

2% -76

2% -50

2% -26

4% -46

9% -22

40% -24

7% -20

9% -15

6% -5

4% -10

2% -15

47% 5

9% 0

3% 2

1% -2

ウントする。

率
就学前
人口 需

率
就学前
人口 需

率
就学前
人口 需

率
就学前
人口 需

前

就学前
人口 需率

前

人 15% 8

人 26% 9

人 51% 10

人 8% 1

人 100% 28

H27

2歳 3歳 4歳 5歳

1 1

2

1

2 3 0 0

年4月1日現在

数（年齢別）

17 1.83

11 2.33

6 1.30

2 1.54

2 2.09

0 0.99

2 1.76

4 2.96

-2 0.21

6 1.46

3 2.51

3 0.29

7 1.36

2 0.35

5 2.42

保育
需要率

保育
需要数

保育
需要数

保育
需要率

保育
需要率

保育
需要数

保育
需要数

保育
需要率

前年比

保育
需要数

保育
需要率

前年比

人 29%

人 32%

0人 36%

人 4%

8人 100%

H28

待機
児童数

11 2

7 -1

5 -5

5 -7

28 -11

合計
前年
比較

3

3

0

4

9

9

6

6

1

6

1

9

6

5

2

2

1

5

7

1
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（１） 待機児童 
平成 28 年 4 月 1 日現在の待機児童は、地域内の認可保育所の定員増及び、認可保育所を新規整

備した４ブロック（梅田地域）への需要移動の増加が見られたことから、前年度に比べて 11 名減の 28 名 

(25 名が 0～2 歳児)でした。青井地域で 2 名増加しましたが、そのほかの地域では減少しています。申

請事由別では、フルタイム就労世帯が 8 名で、2 名の増となりました。一方、求職中は 10 名減となりまし

た。 

（２） 就学前⼈⼝ 
平成 28 年 4 月 1 日現在の就学前人口は 2,554 名で、前年度に比べて 76 名減少しています。依然

として0～2歳児の人口が3～5歳児の人口を上回っています。今年は、足立地域で増減なしとなったほ

かは、すべての地域で減少しています。今後は、中規模のマンション計画や、つくばエクスプレス沿線

の開発で若干の増加は予想されるものの、急激な人口増加はない見込みです。 

（３） 保育需要 
平成 28 年 4 月 1 日現在の保育需要数は、認可保育所を新規整備した４ブロック（梅田地域）への需

要移動が増加したものの、1，045 名で前年度に比べて 17 名の増、保育需要率は 40.92%で 1.83 ポイン

トの増となりました。すべての地域で増加しており、今後も高い需要率のまま推移するものと思われます。

青井地域では、つくばエクスプレス沿線開発により今後も保育需要が増加する見込みです。 

（４） ブロック内の保育施設数 
 

 

 

 

 

 

 

 

  

待機
児童数

施設数 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 施設数 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳

1 青井1.2.3.4.5.6 7 1 1 2 7 3 2 5 3

2 弘道1.2、西綾瀬1.2.3.4 7 3 3 7 1 1 -2

3 中央本町1.2.3.4.5 6 1 1 5 2 2 1

4 足立1.2.3.4 6 0 6 0 0

26 1 5 0 0 0 0 6 25 3 5 0 0 0 0 8 2

◆地域別待機児童数（年齢別）【フルタイム就労世帯】

地　域
待機児童数（年齢別）

合計
前年
比較

平成27年4月1日現在 平成28年4月1日現在

待機児童数（年齢別）
合計

５
ブロック

中央本町
地域

小　　計

0～2 3～5 合計

認可保育所（公立） 3 147 246 393

認可保育所（公設民営） 2 82 120 202

認可保育所（私立） 3 109 163 272

認定こども園（公立） - 0 0 0

認定こども園（私立） - 0 0 0

小規模保育 2 34 0 34

種別 施設数
施設定員

0～2 3～5 合計

家庭的保育 14 43 0 43

区認定ママ - 0 0 0

公設民営認可外 1 28 0 28

認証保育所（Ａ型） 1 30 0 30

認証保育所（Ｂ型） 2 23 0 23

合　計 28 496 529 1,025

種別 施設数
施設定員

資料 1 ブロック別の分析
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【保育需要

【各地区

※在園児童

※管外の保

中川
（環

6

東和1
中川4

6

東綾瀬1

6

綾瀬1.2

6

綾瀬

6ブ

◆地域別待機児

６
ブロック

綾瀬地

※待機児童
※施設数は

― 綾瀬地域

】

区】

童は在園する保育

保育施設利用者及

川1.2.3.4.5
環七東側）

6-（4）

1.2.3.4.5、
（環七西側）

6-（3）

1.2.3、谷中1.2

6-（2）

2.3.4.5.6.7、
加平1

6-（1）

瀬地域

ブロック

児童数（年齢別）

1 綾瀬1.2

2 東綾瀬1

3
東和1.2
中川4（

4
中川1.2
（環七東

地域

小　　

童数は、希望した保
は東京都認証保育所

域 

 育施設の所在地

及び子育て応援

3～5歳児

0～5歳児

0～2歳児

年齢区分

0～5歳児

0～2歳児

3～5歳児

3～5歳児

年齢区分

0～5歳児

0～2歳児

年齢区分

0～5歳児

0～2歳児

3～5歳児

年齢区分

0～5歳児

0～2歳児

3～5歳児

年齢区分

2.3.4.5.6.7、加平1

1.2.3、谷中1.2

2.3.4.5、
（環七西側）

2.3.4.5
東側）

計

育施設の地域で集計
を除く

地　域

3,670 1

1,925

1,745

1,186

655

531

948

522

426

964

461

503

572

287

285

、待機児童は第

援隊利用者は、利

保
需要

就学前
人口

就学前
人口

保
需要

保
需要

就学前
人口

就学前
人口

保
需要

平成27年4

就学前
人口

保
需要

平成27年4

施設数 0歳

9 1

12 4

9

4 2

34 7

計

平

待機
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1,625 44.28%

787 40.88%

838 48.02%

187 15.77%

135 20.61%

52 9.79%

942 99.37%

425 81.42%

517 121.36%

342 35.48%

172 37.31%

170 33.80%

154 26.92%

55 19.16%

99 34.74%

一希望で入園希

利用者の居住する

保育
要数

保育
需要率

保育
要数

保育
需要率

保育
要数

保育
需要率

保育
要数

保育
需要率

4月1日現在

保育
要数

保育
需要率

4月1日現在

【申

就労

就労

求職

その

合計

歳 1歳 2歳 3歳 4歳

1 1

4 14 5

1 1 1

2 1

7 16 6 2

平成27年4月1日

機児童数（年齢別）

3,672

1,944

1,728

1,185

634

551

981

552

429

938

466

472

568

292

276

希望した保育施設

る地域でカウントす

就学前
人口 需

就学前
人口 需

就学前
人口 需

就学前
人口 需

平成28年

就学前
人口 需

平成28年

申請事由別待機

申請事由

労中（フルタイ

労中(パート)

職中

の他

計

歳 5歳

2

1 24

3

3

0 1 32

現在

合計

1,671 45.5

836 43.0

835 48.3

183 15.4

142 22.4

41 7.4

980 99.9

446 80.8

534 124.4

342 36.4

181 38.8

161 34.1

166 29.2

67 22.9

99 35.8

設の所在地でカウ

する。

保育
需要率

保育
需要数

保育
需要数

保育
需要率

保育
需要率

保育
需要数

保育
需要数

保育
需要率

年4月1日現在

保育
需要数

保育
需要率

年4月1日現在

機児童数】

由

イム） 5人

11人

15人

1人

32人

施設数 0歳 1歳 2

10 1 1

12 8 11

9 2 2

4 2 2

35 13 16

平成28年

待機児童数

51% 2

00% 19

32% -17

44% -1

40% -21

44% 20

90% 33

80% 30

48% 3

46% -26

84% 5

11% -31

23% -4

95% 5

87% -9

ウントする。

率
就学前
人口

率
就学前
人口

率
就学前
人口

率
就学前
人口

前

率
就学前
人口

前

16% 11人

人 34% 9人

人 47% 15人

3% 4人

人 100% 39人

H27

2歳 3歳 4歳 5歳

6

3

1

10 0 0 0

年4月1日現在

数（年齢別）

46 1.23

49 2.12

-3 0.30

-4 -0.32

7 1.79

-11 -2.35

38 0.53

21 -0.62

17 3.11

0 0.98

9 1.53

-9 0.31

12 2.30

12 3.78

0 1.13

保育
需要数

保育
需要率

保育
需要率

保育
需要数

保育
需要数

保育
需要率

保育
需要率

保育
需要数

前年比

保育
需要数

保育
需要率

前年比

人 28%

人 23%

人 38%

人 10%

人 100%

H28

待機
児童数

2 0

25 1

7 4

5 2

39 7

合計
前年
比較

3

2

0

2

9

5

3

2

1

8

3

1

0

8

3

0

1

4

2

7
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（１） 待機児童 
平成 28 年 4 月 1 日現在の待機児童は、39 名 (すべて 0～2 歳児) で前年度に比べて 7 名の増でし

た。待機児童の大半が東綾瀬・谷中一～二丁目の地域に集中しています。申請事由別では、フルタイ

ム就労世帯が前年度比 6 名増の 11 名と大きく伸びましたが、パート就労世帯が 9 名、求職中世帯が 15

名と、引き続き多くをパート・求職中世帯が占めている状態です。 

（２） 就学前⼈⼝ 
平成 28 年 4 月 1 日現在の就学前人口は、3,672 名で前年度に比べて 2 名の増でした。0～2 歳児の

人口が3～5歳児の人口より多くなっています。東綾瀬・谷中一～二丁目の地域で就学前人口が増加し

ており、UR 住宅や近年建設された大規模集合住宅の影響と考えられます。平成 30 年 4 月までに、北

綾瀬駅周辺で計 500 戸以上の複数の中規模マンションの建設計画があります。また、中川四丁目では

平成 29 年に 191 戸の大規模マンションが完成予定です。さらに、綾瀬駅周辺の大規模マンション開発

や、エリアデザインの影響も見込まれることから、就学前人口の大幅な増加が予想されます。 

（３） 保育需要 
平成 28 年 4 月 1 日現在の保育需要数は、1，671 名で前年度に比べて 46 名の増、保育需要率は

45.51%で1.23ポイントの増でした。足立区外の認可保育所、認証保育所への入所も多く、引き続き保育

需要が非常に高い地域となっています。今後のマンション建設により、更なる保育需要の増加が見込ま

れます。 

（４） ブロック内の保育施設数 
 

 

 

 

 

 

 

 

  

待機
児童数

施設数 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 施設数 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳

1 綾瀬1.2.3.4.5.6.7、加平1 9 0 10 1 1 1

2 東綾瀬1.2.3、谷中1.2 12 5 5 12 2 4 6 1

3
東和1.2.3.4.5、
中川4（環七西側）

9 0 9 1 1 1

4
中川1.2.3.4.5
（環七東側）

4 0 4 1 2 3 3

34 0 5 0 0 0 0 5 35 5 6 0 0 0 0 11 6

※待機児童数は、希望した保育施設の地域で集計

※フルタイム就労世帯：月20日以上、1日8時間以上（休憩時間含む）の就労を常態（外勤・自宅内）

◆地域別待機児童数（年齢別）【フルタイム就労世帯】

地　域
待機児童数（年齢別）

合計

平成27年4月1日現在 平成28年4月1日現在

待機児童数（年齢別）
合計

前年
比較

６
ブロック

綾瀬地域

小　　計

0～2 3～5 合計

認可保育所（公立） 2 109 144 253

認可保育所（公設民営） - 0 0 0

認可保育所（私立） 11 399 689 1,088

認定こども園（公立） - 0 0 0

認定こども園（私立） - 0 0 0

小規模保育 3 54 0 54

種別 施設数
施設定員

0～2 3～5 合計

家庭的保育 17 58 0 58

区認定ママ 2 4 0 4

公設民営認可外 - 0 0 0

認証保育所（Ａ型） 5 120 69 189

認証保育所（Ｂ型） 3 65 0 65

合　計 43 809 902 1,711

種別 施設数
施設定員

資料 1 ブロック別の分析
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【保育需要

【各地区

※在園児童

※管外の保

加平2.3
神

7

神明1.

7

佐野1.
六

7

大谷田
谷

7

佐野

7ブ

◆地域別待機児

７
ブロック

佐野地

※待機児童
※施設数は

― 佐野地域

 

】

区】

童は在園する保育

保育施設利用者及

3、北加平町、
神明南1.2

7-（4）

2.3、六木3.4

7-（3）

2、辰沼1.2、
六木1.2

7-（2）

田1.2.3.4.5、
谷中3.4.5

7-（1）

野地域

ブロック

児童数（年齢別）

1 大谷田1

2 佐野1.2

3 神明1.2

4 加平2.3

地域

小　　

童数は、希望した保
は東京都認証保育所

域 

 育施設の所在地

及び子育て応援

0～5歳児

0～2歳児

3～5歳児

3～5歳児

年齢区分

0～5歳児

0～2歳児

年齢区分

0～5歳児

0～2歳児

3～5歳児

3～5歳児

年齢区分

0～5歳児

0～2歳児

年齢区分

3～5歳児

0～5歳児

0～2歳児

年齢区分

1.2.3.4.5、谷中3.4.

2、辰沼1.2、六木1.2

2.3、六木3.4

3、北加平町、神明南

計

育施設の地域で集計
を除く

地　域

2,594

1,230

1,364

997

485

512

611

263

348

543

248

295

443

234

209

、待機児童は第

援隊利用者は、利

就学前
人口

保
需要

保
需要

就学前
人口

就学前
人口

保
需要

保
需要

就学前
人口

平成27年4

保
需要

就学前
人口

平成27年4

施設数 0歳

.5 8

2 4

3 1

南1.2 - -

15 1

計

平

待機
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705 27.18%

294 23.90%

411 30.13%

366 36.71%

151 31.13%

215 41.99%

227 37.15%

95 36.12%

132 37.93%

107 19.71%

44 17.74%

63 21.36%

5 1.13%

4 1.71%

1 0.48%

一希望で入園希

利用者の居住する

保育
要数

保育
需要率

保育
要数

保育
需要率

保育
要数

保育
需要率

保育
要数

保育
需要率

4月1日現在

保育
要数

保育
需要率

4月1日現在

就

就

求

そ

合

歳 1歳 2歳 3歳 4歳

2 2 3

1 1

1 1

- - - -

1 4 3 3

平成27年4月1日

機児童数（年齢別）

2,538

1,208

1,330

971

470

501

608

268

340

516

241

275

443

229

214

希望した保育施設

る地域でカウントす

就学前
人口 需

就学前
人口 需

就学前
人口 需

就学前
人口 需

平成28年

就学前
人口 需

平成28年

【申請事由別待

申請事

就労中（フルタ

就労中(パート

求職中

その他

合計

歳 5歳

7

2

2

- - 0

0 0 11

現在

合計

697 27.4

309 25.5

388 29.1

370 38.1

168 35.7

202 40.3

219 36.0

93 34.7

126 37.0

107 20.7

48 19.9

59 21.4

1 0.2

0.0

1 0.4

設の所在地でカウ

する。

保育
需要数

保育
需要率

保育
需要率

保育
需要数

保育
需要数

保育
需要率

保育
需要率

保育
需要数

年4月1日現在

保育
需要数

保育
需要率

年4月1日現在

待機児童数】

由

タイム） 1人

) 3人

5人

2人

11人

施設数 0歳 1歳 2

7 1 7

4 1

3 2 1

- - -

14 3 9

平成28年

待機児童数

46% -56

58% -22

17% -34

11% -26

74% -15

32% -11

02% -3

70% 5

06% -8

74% -27

92% -7

45% -20

23% 0

00% -5

47% 5

ウントする。

率
就学前
人口

率
就学前
人口

率
就学前
人口

率
就学前
人口

前

就学前
人口率

前

人 9% 2人

人 27% 3人

人 45% 12人

人 18% 0人

人 100% 17人

H27

2歳 3歳 4歳 5歳

3

1

1

- - - -

5 0 0 0

年4月1日現在

数（年齢別）

-8 0.28

15 1.68

-23 -0.96

4 1.39

17 4.61

-13 -1.67

-8 -1.13

-2 -1.42

-6 -0.87

0 1.03

4 2.18

-4 0.10

-4 -0.90

-4 -1.71

0 -0.01

保育
需要率

保育
需要数

保育
需要数

保育
需要率

保育
需要率

保育
需要数

保育
需要数

保育
需要率

前年比

保育
需要数

保育
需要率

前年比

人 12%

人 18%

人 71%

人 0%

人 100%

H28

待機
児童数

11 4

2 0

4 2

0 0

17 6

合計
前年
比較

8

8

6

9

1

7

3

2

7

3

8

0

0

1

1

4

0

2

0

6
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（１） 待機児童 
平成 28 年 4 月 1 日現在の待機児童は、17 名 (すべて 0～2 歳児) で前年度に比べて 6 名の増でし

た。申請事由別では、フルタイム就労世帯が 2 名、パート就労世帯が 3 名、求職中世帯が 12 名となっ

ており、大半がパート・求職中世帯という状況です。 

（２） 就学前⼈⼝ 
平成 28 年 4 月 1 日現在の就学前人口は、2,538 名で前年度に比べて 56 名の減でした。すべての

地域で就学前人口が減少又は横ばいとなっています。平成 28 年度末に加平二丁目で 113 戸のマン

ションが完成する見込みであり、就学前人口が一時的に増加すると見込まれることから、今後注視が必

要な地域です。 

（３） 保育需要 
平成 28 年 4 月 1 日現在の保育需要数は、697 名で保育需要率は 27.46%でした。保育需要数は 8

名減少しているのに対し、保育需要率は 0.28 ポイント増加しています。これは就学前人口の減少率が

保育需要数の減少率を上回っていることが理由です。今後、マンションの建築に伴い、保育需要は一

時的に増加する見込みです。 

（４） ブロック内の保育施設数 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

待機
児童数

施設数 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 施設数 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳

1 大谷田1.2.3.4.5、谷中3.4.5 8 1 1 7 1 1 0

2 佐野1.2、辰沼1.2、六木1.2 4 0 4 0 0

3 神明1.2.3、六木3.4 3 0 3 1 1 1

4 加平2.3、北加平町、神明南1.2 - - - - - - - 0 - - - - - - - 0 0

15 0 0 0 1 0 0 1 14 0 2 0 0 0 0 2 1

※待機児童数は、希望した保育施設の地域で集計

※フルタイム就労世帯：月20日以上、1日8時間以上（休憩時間含む）の就労を常態（外勤・自宅内）

前年
比較

７
ブロック

佐野地域

小　　計

◆地域別待機児童数（年齢別）【フルタイム就労世帯】 平成27年4月1日現在 平成28年4月1日現在

地　域
待機児童数（年齢別）

合計
待機児童数（年齢別）

合計

0～2 3～5 合計

認可保育所（公立） 4 155 296 451

認可保育所（公設民営） - 0 0 0

認可保育所（私立） 1 37 63 100

認定こども園（公立） 1 27 49 76

認定こども園（私立） - 0 0 0

小規模保育 1 15 0 15

種別 施設数
施設定員

0～2 3～5 合計

家庭的保育 7 22 0 22

区認定ママ - 0 0 0

公設民営認可外 - 0 0 0

認証保育所（Ａ型） 1 23 17 40

認証保育所（Ｂ型） 1 27 0 27

合　計 16 306 425 731

種別 施設数
施設定員

資料 1 ブロック別の分析
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【保育需要

【各地区

※在園児童

※管外の保

平野1.2
東六月町

8

一ツ家2
東保

8

六町1.2.
西加平1.

8

保塚・

8ブ

◆地域別待機児

８
ブロック

保塚・六
地域

※待機児童
※施設数は

― 保塚・六

】

区】

童は在園する保育

保育施設利用者及

2.3、一ツ家1、
町、保木間1.2

8-（3）

2.3、保塚町、
保木間1.2

8-（2）

3.4、一ツ家4、
2、南花畑1.2.

8-（1）

六町地域

ブロック

児童数（年齢別）

1
六町1.2
西加平1

2 一ツ家2

3
平野1.2
保木間1

六町
域

小　　

童数は、希望した保
は東京都認証保育所

六町地域 

 

育施設の所在地

及び子育て応援

0～5歳児

0～2歳児

3～5歳児

3～5歳児

年齢区分

0～5歳児

0～2歳児

年齢区分

3

0～5歳児

0～2歳児

3～5歳児

年齢区分

0～5歳児

0～2歳児

3～5歳児

年齢区分

2.3.4、一ツ家4、
1.2、南花畑1.2.3

2.3、保塚町、東保木

2.3、一ツ家1、東六月
1.2

計

育施設の地域で集計
を除く

地　域

2,647

1,331

1,316

976

525

451

811

389

422

860

417

443

、待機児童は第

援隊利用者は、利

就学前
人口

保
需要

保
需要

就学前
人口

就学前
人口

保
需要

平成27年4

就学前
人口

保
需要

平成27年4

施設数 0歳

9 3

木間1.2 10 5

月町、
7

26 8

計

平

待機
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781 29.51%

395 29.68%

386 29.33%

315 32.27%

196 37.33%

119 26.39%

358 44.14%

154 39.59%

204 48.34%

108 12.56%

45 10.79%

63 14.22%

一希望で入園希

利用者の居住する

保育
要数

保育
需要率

保育
要数

保育
需要率

保育
要数

保育
需要率

4月1日現在

保育
要数

保育
需要率

4月1日現在

就

就

求

そ

合

歳 1歳 2歳 3歳 4歳

3 4 6 2

5 4

1

8 9 6 2

平成27年4月1日

機児童数（年齢別）

2,630

1,338

1,292

957

521

436

787

375

412

886

442

444

希望した保育施設

る地域でカウントす

就学前
人口 需

就学前
人口 需

就学前
人口 需

平成28年

就学前
人口 需

平成28年

【申請事由別待

申請事由

就労中（フルタ

就労中(パート)

求職中

その他

合計

歳 5歳

15

9

1

0 0 25

現在

合計

795 30.2

391 29.2

404 31.2

306 31.9

184 35.3

122 27.9

390 49.5

164 43.7

226 54.8

99 11.1

43 9.7

56 12.6

設の所在地でカウ

する。

保育
需要数

保育
需要率

保育
需要率

保育
需要数

保育
需要数

保育
需要率

年4月1日現在

保育
需要数

保育
需要率

年4月1日現在

待機児童数】

由

タイム） 7人

) 8人

7人

3人

25人

施設数 0歳 1歳 2

9 4 4

10 4 7

8

27 8 11

平成28年

待機児童数

23% -17

22% 7

27% -24

97% -19

32% -4

98% -15

56% -24

73% -14

85% -10

17% 26

73% 25

61% 1

ウントする。

率
就学前
人口

率
就学前
人口

率
就学前
人口

前

率
就学前
人口

前

人 28% 5人

人 32% 5人

人 28% 12

人 12% 1人

人 100% 23

H27

2歳 3歳 4歳 5歳

4

4 0 0 0

年4月1日現在

数（年齢別）

14 0.72

-4 -0.45

18 1.94

-9 -0.30

-12 -2.02

3 1.60

32 5.41

10 4.14

22 6.51

-9 -1.38

-2 -1.06

-7 -1.61

保育
需要率

保育
需要数

保育
需要数

保育
需要率

保育
需要率

保育
需要数

前年比

保育
需要数

保育
需要率

前年比

人 22%

人 22%

人 52%

人 4%

人 100%

H28

待機
児童数

8 -7

15 6

0 -1

23 -2

合計
前年
比較

2

5

4

0

2

0

1

4

1

8

6

1

7

6

1

2
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（１） 待機児童 
平成 28 年 4 月 1 日現在の待機児童は、23 名(すべてが 0～2 歳児) でした。前年に比べて、六町駅

に近いエリアの待機児童が減少しています。申請事由別では、フルタイム就労世帯が前年度比 2 名減

の 5 名、パート就労世帯が 3 名減の 5 名、求職中世帯が 5 名増の 12 名と、求職中の割合が大きくなっ

ています。 

（２） 就学前⼈⼝ 
平成 28 年 4 月 1 日現在の就学前人口は、2,630 名で前年度に比べて 17 名の減でした。0～2 歳児

が 3～5 歳児より若干多い状況が続いています。前年度までの人口が増加していましたが、今年はわず

かに減少に転じました。今後、六町駅周辺の再開発地区の活用が進むことから、人口は再び増加に転

じることが予想されます。 

（３） 保育需要 
平成 28 年 4 月 1 日現在の保育需要数は、795 名で前年度に比べて 14 名の増、保育需要率は

30.23%で前年度に比べ 0.72 ポイントの増でした。つくばエクスプレス沿線開発により、ブロック全体で保

育需要が伸びる傾向にあります。 

（４） ブロック内の保育施設数 
 

 

 

 

 

 

 

  

待機
児童数

施設数 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 施設数 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳

1
六町1.2.3.4、一ツ家4、
西加平1.2、南花畑1.2.3

9 3 1 4 9 2 1 3 -1

2 一ツ家2.3、保塚町、東保木間1.2 10 3 3 10 1 1 2 -1

3
平野1.2.3、一ツ家1、東六月町、
保木間1.2

7 0 8 0 0

26 6 0 1 0 0 0 7 27 3 2 0 0 0 0 5 -2

※待機児童数は、希望した保育施設の地域で集計

※フルタイム就労世帯：月20日以上、1日8時間以上（休憩時間含む）の就労を常態（外勤・自宅内）

平成27年4月1日現在 平成28年4月1日現在

地　域
待機児童数（年齢別）

合計
待機児童数（年齢別）

合計

◆地域別待機児童数（年齢別）【フルタイム就労世帯】

前年
比較

８
ブロック

保塚・六町
地域

小　　計

0～2 3～5 合計

認可保育所（公立） 2 56 115 171

認可保育所（公設民営） 1 45 57 102

認可保育所（私立） 4 113 198 311

認定こども園（公立） - 0 0 0

認定こども園（私立） 1 31 30 61

小規模保育 1 19 0 19

種別 施設数
施設定員

0～2 3～5 合計

家庭的保育 14 44 0 44

区認定ママ 4 8 0 8

公設民営認可外 - 0 0 0

認証保育所（Ａ型） 2 58 9 67

認証保育所（Ｂ型） - 0 0 0

合　計 29 374 409 783

施設定員
種別 施設数

資料 1 ブロック別の分析
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【保育需要

【各地区

※在園児童

※管外の保

保木間3

9

花畑

9

花畑

9

南花畑

9

花畑・保

9ブ

◆地域別待機児

９
ブロック

花畑・保
地域

※待機児童
※施設数は

― 花畑・保

】

区】

童は在園する保育

保育施設利用者及

3.4.5、花畑4.5

9-（4）

畑8（桑袋）

9-（3）

畑2.3.6.7

9-（2）

畑4.5、花畑1

9-（1）

保木間地域

ブロック

児童数（年齢別）

1 南花畑4

2 花畑2.3

3 花畑8（

4 保木間3

保木間
域

小　　

童数は、希望した保
は東京都認証保育所

保⽊間地域 

 

育施設の所在地

及び子育て応援

3～5歳児

0～5歳児

0～2歳児

年齢区分

0～5歳児

0～2歳児

3～5歳児

3～5歳児

年齢区分

0～5歳児

0～2歳児

年齢区分

0～5歳児

0～2歳児

3～5歳児

年齢区分

0～5歳児

0～2歳児

3～5歳児

年齢区分

4.5、花畑1

3.6.7

（桑袋）

3.4.5、花畑4.5

計

育施設の地域で集計
を除く

地　域

1,530

762

768

370

191

179

553

290

263

60

20

40

547

261

286

、待機児童は第

援隊利用者は、利

保
需要

就学前
人口

就学前
人口

保
需要

保
需要

就学前
人口

就学前
人口

保
需要

平成27年4

就学前
人口

保
需要

平成27年4

施設数 0歳

2

4

1

5 1

12 1

計

平

待機
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598 39.08%

224 29.40%

374 48.70%

159 42.97%

54 28.27%

105 58.66%

12 2.17%

12 4.14%

0 0.00%

62 103.33%

21 105.00%

41 102.50%

365 66.73%

137 52.49%

228 79.72%

一希望で入園希

利用者の居住する

保育
要数

保育
需要率

保育
要数

保育
需要率

保育
要数

保育
需要率

保育
要数

保育
需要率

4月1日現在

保育
要数

保育
需要率

4月1日現在

【申

就労

就労

求職

その

合計

歳 1歳 2歳 3歳 4歳

2 2

1

1 5 3 1

1 7 6 1

平成27年4月1日

機児童数（年齢別）

1,555

780

775

371

183

188

568

300

268

51

25

26

565

272

293

希望した保育施設

る地域でカウントす

就学前
人口 需

就学前
人口 需

就学前
人口 需

就学前
人口 需

平成28年

就学前
人口 需

平成28年

申請事由別待機

申請事由

労中（フルタイ

労中(パート)

職中

の他

計

歳 5歳

4

0

1

10

0 0 15

現在

合計

604 38.8

232 29.7

372 48.0

159 42.8

50 27.3

109 57.9

12 2.1

12 4.0

0 0.0

61 119.6

20 80.0

41 157.6

372 65.8

150 55.1

222 75.7

設の所在地でカウ

する。

保育
需要率

保育
需要数

保育
需要数

保育
需要率

保育
需要率

保育
需要数

保育
需要数

保育
需要率

年4月1日現在

保育
需要数

保育
需要率

年4月1日現在

機児童数】

イム） 0人

3人

9人

3人

15人

H

施設数 0歳 1歳 2

2 2

4

1

6 5 3

13 5 5

平成28年

待機児童数

84% 25

74% 18

00% 7

86% 1

32% -8

98% 9

11% 15

00% 10

00% 5

61% -9

00% 5

69% -14

84% 18

15% 11

77% 7

ウントする。

率
就学前
人口

率
就学前
人口

率
就学前
人口

率
就学前
人口

前

率
就学前
人口

前

0% 1人

20% 5人

60% 7人

20% 0人

人 100% 13人

H27

2歳 3歳 4歳 5歳

1 1

1

1 1 1 0

年4月1日現在

数（年齢別）

6 -0.24

8 0.35

-2 -0.70

0 -0.12

-4 -0.95

4 -0.68

0 -0.06

0 -0.14

0 0.00

-1 16.27

-1 -25.00

0 55.19

7 -0.89

13 2.66

-6 -3.95

保育
需要数

保育
需要率

保育
需要率

保育
需要数

保育
需要数

保育
需要率

保育
需要率

保育
需要数

前年比

保育
需要数

保育
需要率

前年比

人 8%

人 38%

人 54%

人 0%

人 100%

H28

待機
児童数

4 0

0 0

0 -1

9 -1

13 -2

合計
前年
比較

4

5

0

2

5

8

6

4

0

7

0

9

9

6

5

0

0

1

1

2
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（１） 待機児童 
平成 28 年 4 月 1 日現在の待機児童は、認可保育所の定員増の影響などがあり 13 名 (11 名が 0～

2 歳児) と、前年度に比べて 2 名の減でした。特に、国道 4 号線沿いの保木間三～五丁目及び花畑四

～五丁目の地域の待機児童が 9 名と大部分を占めています。申請事由別では、フルタイム就労世帯が

1 名、パート就労世帯が 5 名、求職中世帯が 7 名となっています。 

（２） 就学前⼈⼝ 
平成 28 年 4 月 1 日現在の就学前人口は、1,555 名で前年度に比べて 25 名増加しています。花畑

二・六丁目では土地区画整理事業の影響とみられる就学前人口の増加があるほか、花畑桑袋地域以

外で未就学人口が増加しています。今後の就学前人口は、保木間地域でマンションの建設計画（完成

時期は未定）があるほか、花畑エリアデザインによる影響も見据える必要がありますが、地域全体として

は横ばい程度で推移するものと思われます。 

（３） 保育需要 
平成 28 年 4 月 1 日現在の保育需要数は、604 名で前年度に比べて 6 名の増、保育需要率は 38.84%

で 0.24 ポイント減少しています。ブロック外の保育施設や幼稚園に通う児童が多い地域ではありますが、

地域内での需要も増加気味となっています。マンションの建設等により、一時的に需要も増加すると思

われますが、今後、隣接地域の施設整備が進み保育需要の流れ込みが減少することから、需要は減少

に転じることが見込まれます。 

（４） ブロック内の保育施設数 
 

 

 

 

 

 

 

 

  

待機
児童数

施設数 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 施設数 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳

1 南花畑4.5、花畑1 2 0 2 0 0

2 花畑2.3.6.7 4 0 4 0 0

3 花畑8（桑袋） 1 0 1 0 0

4 保木間3.4.5、花畑4.5 5 0 6 1 1 1

12 0 0 0 0 0 0 0 13 1 0 0 0 0 0 1 1

※待機児童数は、希望した保育施設の地域で集計

※フルタイム就労世帯：月20日以上、1日8時間以上（休憩時間含む）の就労を常態（外勤・自宅内）

待機児童数（年齢別）
合計

待機児童数（年齢別）
合計

前年
比較

◆地域別待機児童数（年齢別）【フルタイム就労世帯】 平成27年4月1日現在 平成28年4月1日現在

９
ブロック

花畑・保木間
地域

小　　計

地　域

0～2 3～5 合計

認可保育所（公立） 4 115 252 367

認可保育所（公設民営） - 0 0 0

認可保育所（私立） 1 69 101 170

認定こども園（公立） - 0 0 0

認定こども園（私立） 1 0 86 86

小規模保育 1 19 0 19

種別 施設数
施設定員

0～2 3～5 合計

家庭的保育 5 18 0 18

区認定ママ 1 2 0 2

公設民営認可外 - 0 0 0

認証保育所（Ａ型） - 0 0 0

認証保育所（Ｂ型） 1 15 0 15

合　計 14 238 439 677

種別 施設数
施設定員

資料 1 ブロック別の分析
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【保育需要

【各地区

※在園児童

※管外の保

六月
島根1.2

10

竹の塚1

10

西保木

10

竹の

10ブ

◆地域別待機児

１０
ブロック

竹の塚地

※待機児童
※施設数は

ク ― ⽵の塚

】

区】

童は在園する保育

保育施設利用者及

月1.2.3、
2.3.4、栗原1.2

0-（3）

1.2.3.4.5.6.7

0-（2）

木間1.2.3.4

0-（1）

の塚地域

ブロック

児童数（年齢別）

1 西保木間

2 竹の塚1

3 六月1.2

地域

小　　

童数は、希望した保
は東京都認証保育所

塚地域 

 

育施設の所在地

及び子育て応援

3～5歳児

0～5歳児

0～2歳児

年齢区分

0～5歳児

0～2歳児

3～5歳児

3～5歳児

年齢区分

0～5歳児

0～2歳児

年齢区分

3～5歳児

0～5歳児

0～2歳児

年齢区分

間1.2.3.4

1.2.3.4.5.6.7

2.3、島根1.2.3.4、栗

計

育施設の地域で集計
を除く

地　域

2,195

1,145

1,050

415

210

205

642

340

302

1,138

595

543

、待機児童は第

援隊利用者は、利

保
需要

就学前
人口

就学前
人口

保
需要

保
需要

就学前
人口

平成27年4

保
需要

就学前
人口

平成27年4

施設数 0歳

3

12

栗原1.2 7 1

22 1

計

平

待機
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994 45.28%

444 38.78%

550 52.38%

187 45.06%

73 34.76%

114 55.61%

375 58.41%

179 52.65%

196 64.90%

432 37.96%

192 32.27%

240 44.20%

一希望で入園希

利用者の居住する

保育
要数

保育
需要率

保育
要数

保育
需要率

保育
要数

保育
需要率

4月1日現在

保育
要数

保育
需要率

4月1日現在

【申請

就労中

就労中

求職中

その他

合計

歳 1歳 2歳 3歳 4歳

1 1

1 1

1 4 2 1

1 6 4 1

平成27年4月1日

機児童数（年齢別）

2,095

1,067

1,028

399

186

213

605

320

285

1,091

561

530

希望した保育施設

る地域でカウントす

就学前
人口 需

就学前
人口 需

就学前
人口 需

平成28年

就学前
人口 需

平成28年

請事由別待機

申請事由

中（フルタイ

中(パート)

中

他

歳 5歳

2

2

8

0 0 12

現在

合計

1,013 48.3

467 43.7

546 53.1

184 46.1

72 38.7

112 52.5

409 67.6

209 65.3

200 70.1

420 38.5

186 33.1

234 44.1

設の所在地でカウ

する。

保育
需要率

保育
需要数

保育
需要数

保育
需要率

保育
需要率

保育
需要数

年4月1日現在

保育
需要数

保育
需要率

年4月1日現在

児童数】

ム） 1人

4人

7人

0人

12人

H2

施設数 0歳 1歳 2

3 2

12 2 2

8 1 3

23 3 7

平成28年

待機児童数

35% -100

77% -78

11% -22

12% -16

71% -24

58% 8

60% -37

31% -20

18% -17

50% -47

16% -34

15% -13

ウントする。

率
就学前
人口

率
就学前
人口

率
就学前
人口

前

就学前
人口率

前

8% 3人

33% 6人

58% 6人

0% 0人

100% 15人

27 H

2歳 3歳 4歳 5歳

1 1

3

4 1 0 0

年4月1日現在

数（年齢別）

19 3.07

23 4.99

-4 0.73

-3 1.06

-1 3.95

-2 -3.03

34 9.19

30 12.67

4 5.27

-12 0.54

-6 0.89

-6 -0.05

保育
需要数

保育
需要率

保育
需要率

保育
需要数

保育
需要数

保育
需要率

前年比

保育
需要数

保育
需要率

前年比

20%

40%

40%

0%

100%

H28

待機
児童数

2 0

6 4

7 -1

15 3

合計
前年
比較

7

9

3

6

5

3

9

7

7

4

9

5

0

4

1

3
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（１） 待機児童 
平成 28 年 4 月 1 日現在の待機児童は、15 名 (14 名が 0～2 歳児) で前年比 3 名の増でした。六月・

島根・栗原一～二丁目の待機児童が前年度比 1 名減ですが７名と多く、次いで竹の塚一～七丁目で 4

名増の 6 名、西保木間一～四丁目が増減なしの 2 名となっています。申請事由別では、フルタイム就労

世帯が 3 名に対し、パート就労世帯 6 名、求職中世帯 6 名とそれぞれが大きな割合を占めています。 

（２） 就学前⼈⼝ 
平成 28 年 4 月 1 日現在の就学前人口は、2，095 名で昨年度に比べて 100 名減少しています。0～2

歳児では 78 名の減、3～5 歳児では 22 名の減でした。平成 28 年 6 月に西保木間二丁目で 138 戸の

マンションが完成しており、今後の就学前人口の動向に注視が必要な地域です。 

（３） 保育需要 
平成 28 年 4 月 1 日現在の保育需要数は 1,013 名で、前年度比 19 名の増です。特に竹の塚一～七

丁目で 0～2 歳児の保育需要が 30 名増となっています。これは、六月・島根・栗原地域の戸建開発の

影響に加え、平成 28 年 4 月に同地域で初となる、認可保育所における 0 歳児保育が開始されたことに

より、需要を掘り起こしたことが原因と考えられます。今後も大規模マンションの保育需要の伸びが見込

まれることから、需要の動向に注視が必要です。 

（４） ブロック内の保育施設数 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

待機
児童数

施設数 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 施設数 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳

1 西保木間1.2.3.4 3 0 3 1 1 1

2 竹の塚1.2.3.4.5.6.7 12 0 12 1 1 2 2

3 六月1.2.3、島根1.2.3.4、栗原1.2 7 1 1 8 0 -1

22 0 1 0 0 0 0 1 23 1 1 0 1 0 0 3 2

※待機児童数は、希望した保育施設の地域で集計

※フルタイム就労世帯：月20日以上、1日8時間以上（休憩時間含む）の就労を常態（外勤・自宅内）

◆地域別待機児童数（年齢別）【フルタイム就労世帯】 平成27年4月1日現在 平成28年4月1日現在

１０
ブロック

竹の塚地域

小　　計

地　域
待機児童数（年齢別）

合計
待機児童数（年齢別）

合計
前年
比較

0～2 3～5 合計

認可保育所（公立） 2 83 142 225

認可保育所（公設民営） 3 118 222 340

認可保育所（私立） 3 103 186 289

認定こども園（公立） - 0 0 0

認定こども園（私立） - 0 0 0

小規模保育 2 38 0 38

種別 施設数
施設定員

0～2 3～5 合計

家庭的保育 13 40 0 40

区認定ママ - 0 0 0

公設民営認可外 - 0 0 0

認証保育所（Ａ型） 3 80 23 103

認証保育所（Ｂ型） 1 29 0 29

合　計 27 491 573 1,064

種別 施設数
施設定員

資料 1 ブロック別の分析
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【保育需要

【各地区

※在園児童

※管外の保

西

1

西伊興1.
谷

1

西新

1

伊興1.2.

1

伊興・西

11ブ

◆地域別待機児

１１
ブロック

伊興・西
地域

※待機児童
※施設数は

ク ― 伊興・

】

区】

童は在園する保育

保育施設利用者及

西新井6.7

1-（4）

2、西新井4.5、
谷在家1

1-（3）

新井1、栗原3

1-（2）

3、西新井2.3、
栗原4

1-（1）

西新井地域

ブロック

児童数（年齢別）

1
伊興1.2
竹の塚1

2 西新井1

3 西伊興1

4 西新井6

西新井
域

童数は、希望した保
は東京都認証保育所

小　　

⻄新井地域

 
育施設の所在地

及び子育て応援

0～5歳児

0～2歳児

3～5歳児

3～5歳児

年齢区分

0～5歳児

0～2歳児

年齢区分

0～5歳児

0～2歳児

3～5歳児

3～5歳児

年齢区分

0～5歳児

0～2歳児

年齢区分

3～5歳児

0～5歳児

0～2歳児

年齢区分

2.3、西新井2.3、栗原
1

1、栗原3

1.2、西新井4.5、谷在

6.7

育施設の地域で集計
を除く

計

地　域

域 

2,120

1,047

1,073

975

489

486

304

151

153

653

318

335

188

89

99

、待機児童は第

援隊利用者は、利

就学前
人口

保
需要

保
需要

就学前
人口

就学前
人口

保
需要

保
需要

就学前
人口

平成27年4

保
需要

就学前
人口

平成27年4

施設数 0歳

原4、西
7 2

5

在家1 7 1

2

21 3

計

平

待機
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689 32.50%

365 34.86%

324 30.20%

407 41.74%

214 43.76%

193 39.71%

52 17.11%

51 33.77%

1 0.65%

185 28.33%

76 23.90%

109 32.54%

45 23.94%

24 26.97%

21 21.21%

一希望で入園希

利用者の居住する

保育
要数

保育
需要率

保育
要数

保育
需要率

保育
要数

保育
需要率

保育
要数

保育
需要率

4月1日現在

保育
要数

保育
需要率

4月1日現在

【申請

就労中

就労中

求職中

その他

合計

歳 1歳 2歳 3歳 4歳

2 3 2

1 1

1 1

3 4 4 0

平成27年4月1日

機児童数（年齢別）

2,229

1,110

1,119

1,087

564

523

299

144

155

664

313

351

179

89

90

希望した保育施設

る地域でカウントす

就学前
人口 需

就学前
人口 需

就学前
人口 需

就学前
人口 需

平成28年

就学前
人口 需

平成28年

請事由別待機児

申請事由

中（フルタイム

中(パート)

中

他

歳 5歳

7

2

2

0

0 0 11

現在

合計

713 31.9

360 32.4

353 31.5

428 39.3

203 35.9

225 43.0

42 14.0

41 28.4

1 0.6

200 30.1

92 29.3

108 30.7

43 24.0

24 26.9

19 21.1

設の所在地でカウ

する。

保育
需要数

保育
需要率

保育
需要率

保育
需要数

保育
需要数

保育
需要率

保育
需要率

保育
需要数

年4月1日現在

保育
需要数

保育
需要率

年4月1日現在

児童数】

ム） 1人

5人

4人

1人

11人

H2

施設数 0歳 1歳 2

6 1 4

5 1

6 2 3

2

19 3 8

待機児童数

平成28年

99% 109

43% 63

55% 46

37% 112

99% 75

02% 37

05% -5

47% -7

65% 2

12% 11

39% -5

77% 16

02% -9

97% 0

11% -9

ウントする。

率
就学前
人口

率
就学前
人口

率
就学前
人口

率
就学前
人口

前

就学前
人口率

前

9% 4人

45% 4人

36% 4人

9% 1人

100% 13人

27 H

2歳 3歳 4歳 5歳

2

0 2 0 0

数（年齢別）

年4月1日現在

24 -0.51

-5 -2.43

29 1.35

21 -2.37

-11 -7.77

32 3.31

-10 -3.06

-10 -5.30

0 -0.01

15 1.79

16 5.49

-1 -1.77

-2 0.09

0 0.00

-2 -0.10

保育
需要率

保育
需要数

保育
需要数

保育
需要率

保育
需要率

保育
需要数

保育
需要数

保育
需要率

前年比

保育
需要数

保育
需要率

前年比

31%

31%

31%

8%

100%

H28

待機
児童数

7 0

1 -1

5 3

0 0

13 2

前年
比較

合計

1

3

5

7

7

1

6

0

1

9

9

7

9

0

0

0

1

3

0

2
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（１） 待機児童 
平成 28 年 4 月 1 日現在の待機児童は、13 名 (11 名が 0～2 歳児) で前年度に比べて 2 名の増と

なっています。申請事由別では、フルタイム就労世帯、パート就労世帯、求職中世帯がそれぞれ 4 名と

なっています。今年度はフルタイム就労世帯の待機児童が増加しました。 

（２） 就学前⼈⼝ 
平成 28 年 4 月 1 日現在の就学前人口は、2,229 名で前年度に比べて 109 名の増となっています。

これは、西新井三丁目のＵＲ団地建替え事業により平成 27 年 6 月に 240 戸のマンションが完成したこ

とによるものです。同地域ではさらに、平成 29 年 6 月に 76 戸のマンションが建設される予定です。今後、

しばらくの間、就学前人口は増加すると思われます。 

（３） 保育需要 
平成 28 年 4 月 1 日現在の保育需要数は、713 名で 24 名の増となっています。一方、保育需要率は

31.99%で、0.51 ポイント減となっていますが、これは人口が保育需要に先行して大きく伸びたことによる

一時的な減と思われます。平成 29 年度以降、大規模マンションの保育需要が本格化し、需要を大きく

押し上げることが見込まれます。 

（４） ブロック内の保育施設数 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

0～2 3～5 合計

認可保育所（公立） 1 47 90 137

認可保育所（公設民営） 1 44 62 106

認可保育所（私立） 3 102 163 265

認定こども園（公立） - 0 0 0

認定こども園（私立） - 0 0 0

小規模保育 3 56 0 56

種別 施設数
施設定員

0～2 3～5 合計

家庭的保育 11 32 0 32

区認定ママ - 0 0 0

公設民営認可外 - 0 0 0

認証保育所（Ａ型） 3 70 27 97

認証保育所（Ｂ型） 1 29 0 29

合　計 23 380 342 722

種別 施設数
施設定員

待機
児童数

施設数 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 施設数 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳

1
伊興1.2.3、西新井2.3、栗原4、西
竹の塚1

7 1 1 6 1 1 2 1

2 西新井1、栗原3 5 0 5 0 0

3 西伊興1.2、西新井4.5、谷在家1 7 0 6 2 2 2

4 西新井6.7 2 0 2 0 0

21 1 0 0 0 0 0 1 19 1 3 0 0 0 0 4 3

※待機児童数は、希望した保育施設の地域で集計

※フルタイム就労世帯：月20日以上、1日8時間以上（休憩時間含む）の就労を常態（外勤・自宅内）

１１
ブロック

伊興・西新井
地域

小　　計

地　域
待機児童数（年齢別）

合計
待機児童数（年齢別）

合計
前年
比較

◆地域別待機児童数（年齢別）【フルタイム就労世帯】 平成27年4月1日現在 平成28年4月1日現在

資料 1 ブロック別の分析
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【保育需要

【各地区

※在園児童

※管外の保

鹿浜

12

加賀1

12

江

12

皿沼1.2.
鹿

12

鹿浜

12ブ

◆地域別待機児

１２
ブロック

鹿浜地

※待機児童
※施設数は

ク ― ⿅浜地

】

区】

童は在園する保育

保育施設利用者及

浜2.3.4、椿2

2-（4）

1.2、鹿浜5.6

2-（3）

江北6.7

2-（2）

3、谷在家2.3、
鹿浜7.8

2-（1）

浜地域

ブロック

児童数（年齢別）

1 皿沼1.2

2 江北6.7

3 加賀1.2

4 鹿浜2.3

小　　

地域

童数は、希望した保
は東京都認証保育所

地域 

 育施設の所在地

及び子育て応援

3～5歳児

0～5歳児

0～2歳児

年齢区分

0～5歳児

0～2歳児

3～5歳児

3～5歳児

年齢区分

0～5歳児

0～2歳児

年齢区分

0～5歳児

0～2歳児

3～5歳児

年齢区分

0～5歳児

0～2歳児

3～5歳児

年齢区分

2.3、谷在家2.3、鹿浜

7

2、鹿浜5.6

3.4、椿2

計

育施設の地域で集計
を除く

地　域

1,609

776

833

598

288

310

166

73

93

431

210

221

414

205

209

、待機児童は第

援隊利用者は、利

保
需要

就学前
人口

就学前
人口

保
需要

保
需要

就学前
人口

就学前
人口

保
需要

平成27年4

就学前
人口

保
需要

平成27年4

施設数 0歳

浜7.8 5

3

5 1

4

17 1

計

平

待機
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631 39.22%

251 32.35%

380 45.62%

107 17.89%

35 12.15%

72 23.23%

217 130.72%

77 105.48%

140 150.54%

276 64.04%

108 51.43%

168 76.02%

31 7.49%

31 15.12%

0 0.00%

一希望で入園希

利用者の居住する

保育
要数

保育
需要率

保育
要数

保育
需要率

保育
要数

保育
需要率

保育
要数

保育
需要率

4月1日現在

保育
要数

保育
需要率

4月1日現在

【申請

就労中

就労中

求職中

その他

合計

歳 1歳 2歳 3歳 4歳

1 1

1

1 1

1 3 1 0

平成27年4月1日

機児童数（年齢別）

1,570

781

789

564

273

291

152

87

65

429

210

219

425

211

214

希望した保育施設

る地域でカウントす

就学前
人口 需

就学前
人口 需

就学前
人口 需

就学前
人口 需

平成28年

就学前
人口 需

平成28年

請事由別待機

申請事由

中（フルタイ

中(パート)

中

他

歳 5歳

2

1

1 3

0

1 0 6

現在

合計

651 41.4

269 34.4

382 48.4

111 19.6

41 15.0

70 24.0

218 143.4

77 88.5

141 216.9

284 66.2

114 54.2

170 77.6

38 8.9

37 17.5

1 0.4

設の所在地でカウ

する。

保育
需要率

保育
需要数

保育
需要数

保育
需要率

保育
需要率

保育
需要数

保育
需要数

保育
需要率

年4月1日現在

保育
需要数

保育
需要率

年4月1日現在

機児童数】

イム） 0人

1人

5人

0人

6人

H

施設数 0歳 1歳 2

5 4

4 1 1

5 2 4

4 1

18 3 10

平成28年

待機児童数

46% -39

44% 5

42% -44

68% -34

02% -15

05% -19

42% -14

51% 14

92% -28

20% -2

29% 0

63% -2

94% 11

54% 6

47% 5

ウントする。

率
就学前
人口

率
就学前
人口

率
就学前
人口

率
就学前
人口

前

率
就学前
人口

前

0% 0人

17% 8人

83% 8人

0% 0人

100% 16人

H27

2歳 3歳 4歳 5歳

3

3 0 0 0

年4月1日現在

数（年齢別）

20 2.25

18 2.10

2 2.80

4 1.79

6 2.87

-2 0.83

1 12.70

0 -16.97

1 66.39

8 2.16

6 2.86

2 1.61

7 1.45

6 2.41

1 0.47

保育
需要数

保育
需要率

保育
需要率

保育
需要数

保育
需要数

保育
需要率

保育
需要率

保育
需要数

前年比

保育
需要数

保育
需要率

前年比

人 0%

人 50%

人 50%

人 0%

人 100%

H28

待機
児童数

4 2

2 1

9 6

1 1

16 10

前年
比較

合計

5

0

0

9

7

3

0

7

9

6

6

1

5

1

7

2

1

6

1

0
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（１） 待機児童 
平成 28 年 4 月 1 日現在の待機児童は 16 名 (すべて 0～2 歳児) で、前年度に比べて 10 名の増で

した。申請事由別では、パート就労世帯、求職中世帯がそれぞれ 8 名となっています。フルタイム就労

世帯の待機児童は 2 年連続でゼロになっています。 

（２） 就学前⼈⼝ 
平成 28 年 4 月 1 日現在の就学前人口は 1,570 名で、前年度比 39 名減となっています。3～5 歳児

の人口は、平成 21 年から 0～2 歳児の人口を上回っている地域となっています。マンション等の大きな

開発計画も無く、今後も引き続き、人口は減少していく見込みです。 

（３） 保育需要 
平成 28 年 4 月 1 日現在の保育需要数は 651 名で前年度に比べ 20 名増加しています。保育需要率

は 41.46%で 2.25 ポイント増加しています。11 ブロック（伊興・西新井地域）からの保育需要の流入が増

加したことが原因と思われます。今後、隣接地域の保育施設整備が進むことで保育需要は減少すると

見込まれます。 

（４） ブロック内の保育施設数 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

待機
児童数

施設数 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 施設数 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳

1 皿沼1.2.3、谷在家2.3、鹿浜7.8 5 0 5 0 0

2 江北6.7 3 0 4 0 0

3 加賀1.2、鹿浜5.6 5 0 5 0 0

4 鹿浜2.3.4、椿2 4 0 4 0 0

17 0 0 0 0 0 0 0 18 0 0 0 0 0 0 0 0

※待機児童数は、希望した保育施設の地域で集計

※フルタイム就労世帯：月20日以上、1日8時間以上（休憩時間含む）の就労を常態（外勤・自宅内）

◆地域別待機児童数（年齢別）【フルタイム就労世帯】 平成27年4月1日現在 平成28年4月1日現在

１２
ブロック

鹿浜地域

小　　計

地　域
待機児童数（年齢別）

合計
待機児童数（年齢別）

合計
前年
比較

0～2 3～5 合計

認可保育所（公立） 3 115 209 324

認可保育所（公設民営） 1 24 71 95

認可保育所（私立） 1 39 48 87

認定こども園（公立） 1 24 72 96

認定こども園（私立） - 0 0 0

小規模保育 1 19 0 19

種別 施設数
施設定員

0～2 3～5 合計

家庭的保育 8 26 0 26

区認定ママ 3 6 0 6

公設民営認可外 - 0 0 0

認証保育所（Ａ型） - 0 0 0

認証保育所（Ｂ型） 1 18 0 18

合　計 19 271 400 671

種別 施設数
施設定員

資料 1 ブロック別の分析
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【保育需要

【各地区

※在園児童

※管外の保

舎人
入谷1.2.

13

古千谷本
舎人1.

13

伊興本町
東伊興1.

13

舎人・東

13ブ

◆地域別待機児

※待機児童
※施設数は

１３
ブロック

舎人・東
地域

ク ― 舎⼈・

】

区】

童は在園する保育

保育施設利用者及

人4.5.6、
.3.4.5.6.7.8.9

3-（3）

本町1.2.3.4、
2.3、西伊興3

3-（2）

町1.2、伊興4.5、
2.3.4、西伊興

3-（1）

東伊興地域

ブロック

児童数（年齢別）

1
伊興本町
1.2.3.4

2
古千谷本
西伊興3

3
舎人4.5
入谷1.2

童数は、希望した保
は東京都認証保育所

小　　

東伊興
域

東伊興地域

 

育施設の所在地

及び子育て応援

3～5歳児
9

0～5歳児

0～2歳児

年齢区分

0～5歳児

0～2歳児

3～5歳児

3～5歳児

年齢区分

興4

0～5歳児

0～2歳児

年齢区分

3～5歳児

0～5歳児

0～2歳児

年齢区分

町1.2、伊興4.5、東伊
4、西伊興4、西竹の塚

本町1.2.3.4、舎人1.
3

5.6、
2.3.4.5.6.7.8.9

育施設の地域で集計
を除く

地　域

計

2,611

1,270

1,341

827

423

404

937

443

494

847

404

443

、待機児童は第

援隊利用者は、利

保
需要

就学前
人口

就学前
人口

保
需要

保
需要

就学前
人口

平成27年4

保
需要

就学前
人口

平成27年4

施設数 0歳

伊興
塚2

5 1

.2.3、
14

6

25 1

計

平

待機
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720 27.58%

331 26.06%

389 29.01%

291 35.19%

141 33.33%

150 37.13%

257 27.43%

128 28.89%

129 26.11%

172 20.31%

62 15.35%

110 24.83%

一希望で入園希

利用者の居住する

保育
要数

保育
需要率

保育
要数

保育
需要率

保育
要数

保育
需要率

4月1日現在

保育
要数

保育
需要率

4月1日現在

【申

就労

就労

求職

その

合計

歳 1歳 2歳 3歳 4歳

1 3 1 1

3

2 1

1 8 2 1

平成27年4月1日

機児童数（年齢別）

2,610

1,262

1,348

861

424

437

931

445

486

818

393

425

希望した保育施設

る地域でカウントす

就学前
人口 需

就学前
人口 需

就学前
人口 需

平成28年

就学前
人口 需

平成28年

申請事由別待機

申請事由

労中（フルタイ

労中(パート)

職中

の他

計

歳 5歳

6

3

3

0 0 12

現在

合計

725 27.7

342 27.1

383 28.4

297 34.4

143 33.7

154 35.2

264 28.3

140 31.4

124 25.5

164 20.0

59 15.0

105 24.7

設の所在地でカウ

する。

保育
需要率

保育
需要数

保育
需要数

保育
需要率

保育
需要率

保育
需要数

年4月1日現在

保育
需要数

保育
需要率

年4月1日現在

機児童数】

由

イム） 4人

5人

1人

2人

12人

施設数 0歳 1歳 2

5 1 2

14 1 2

6 2

25 2 6

平成28年

待機児童数

78% -1

10% -8

41% 7

49% 34

73% 1

24% 33

36% -6

46% 2

51% -8

05% -29

01% -11

71% -18

ウントする。

率
就学前
人口

率
就学前
人口

率
就学前
人口

前

就学前
人口率

前

人 33% 2人

人 42% 3人

人 8% 8人

人 17% 1人

人 100% 14人

H27

2歳 3歳 4歳 5歳

1 2

2

1

4 2 0 0

年4月1日現在

数（年齢別）

5 0.20

11 1.04

-6 -0.60

6 -0.69

2 0.39

4 -1.89

7 0.93

12 2.57

-5 -0.60

-8 -0.26

-3 -0.33

-5 -0.12

保育
需要数

保育
需要率

保育
需要率

保育
需要数

保育
需要数

保育
需要率

前年比

保育
需要数

保育
需要率

前年比

人 14%

人 21%

人 57%

人 7%

人 100%

H28

待機
児童数

6 0

5 2

3 0

14 2

合計
前年
比較

0

4

0

9

9

9

3

7

0

6

3

2

0

2

0

2
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（１） 待機児童 

平成 28 年 4 月 1 日現在の待機児童は 14 名 (12 名が 0～2 歳児) で、前年度に比べ 2 名増加しま

した。申請事由別では、フルタイム就労世帯が前年度比 2 名減の 2 名、パート就労世帯が 2 名減の 3

名、求職中の世帯が 7 名増の 8 名と、求職中世帯の割合が大きく増えています。 

（２） 就学前⼈⼝ 
平成 28 年 4 月 1 日現在の就学前人口は 2，610 名で、前年度に比べて 1 名の減でした。0～2 歳児

は 8 名減、3～5 歳児は 7 名増となっています。日暮里・舎人ライナー沿線の開発で住宅開発が進んで

おり、大規模な建設はありませんが、今後の就学前人口の動向について注視していく必要のある地域と

考えています。 

（３） 保育需要 
平成 28 年 4 月 1 日現在の保育需要数は 725 名で、前年度に比べて 5 名の増となっています。また、

保育需要率は 27.78%で、0.20 ポイントの増でした。舎人四～六丁目・入谷の保育需要が減り、他の地

域では保育需要が増加しています。今後の保育需要は、就学前人口同様、注視が必要であると考えて

います。 

（４） ブロック内の保育施設数 
 

 

 

 

 

 

 

  

待機
児童数

施設数 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 施設数 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳

1
伊興本町1.2、伊興4.5、東伊興
1.2.3.4、西伊興4、西竹の塚2

5 1 1 2 5 1 1 -1

2
古千谷本町1.2.3.4、舎人1.2.3、
西伊興3

14 2 2 14 1 1 -1

3
舎人4.5.6、
入谷1.2.3.4.5.6.7.8.9

6 0 6 0 0

25 1 3 0 0 0 0 4 25 1 1 0 0 0 0 2 -2

※待機児童数は、希望した保育施設の地域で集計

※フルタイム就労世帯：月20日以上、1日8時間以上（休憩時間含む）の就労を常態（外勤・自宅内）

前年
比較

◆地域別待機児童数（年齢別）【フルタイム就労世帯】 平成27年4月1日現在 平成28年4月1日現在

１３
ブロック

舎人・東伊興
地域

小　　計

地　域
待機児童数（年齢別）

合計
待機児童数（年齢別）

合計

0～2 3～5 合計

認可保育所（公立） 3 81 187 268

認可保育所（公設民営） - 0 0 0

認可保育所（私立） 2 106 138 244

認定こども園（公立） - 0 0 0

認定こども園（私立） 1 39 69 108

小規模保育 2 38 0 38

種別 施設数
施設定員

0～2 3～5 合計

家庭的保育 17 54 0 54

区認定ママ - 0 0 0

公設民営認可外 - 0 0 0

認証保育所（Ａ型） 1 30 0 30

認証保育所（Ｂ型） - 0 0 0

合　計 26 348 394 742

種別 施設数
施設定員

資料 1 ブロック別の分析
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資料 2 保育需要の動向に関する分析 

【分析定義】 

◆分析に用いる保育需要の定義 

分析に用いる「保育需要」は、以下①と②を足したものとします。 

あだち子育て応援隊の利用児童は、動向の分析においては対象外とします。 

 

     ① 在園児…平成 28 年 4 月 1 日時点で、認可保育所、認定こども園（保育認定児童に限る）、小規模

保育、家庭的保育、公設民営認可外保育施設、東京都認証保育所を利用している区民。

（区外の保育施設を利用している児童を含む。） 

⑥ 待機児童…平成 28 年 4 月 1 日時点の厚生労働省基準に基づく待機児童。 

 

在園児 12,360 名  ＋  待機児童 306 名  ＝  保育需要 12,666 名 

地域別の保育需要 

上記の定義に基づき、保育需要を居住地域別で集計した結果は下表のとおりです。千住地域や綾瀬地

域など、主要駅を中心としたエリアに保育需要が多く発生している状況にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ブロック 細分化 地　域 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 合計 ブロック合計

1 千住東側 57 92 111 113 117 102 592

2 千住西側 105 252 212 191 168 147 1,075

1 江北2（26番以上）.3.4、椿1、堀之内1.2、鹿浜1 13 33 34 28 38 30 176

2 江北1.2（25番まで）、扇2 20 46 41 37 40 41 225

3 新田1 10 15 26 21 18 25 115

4 新田2 6 6 6 7 10 8 43

5 新田3 22 64 76 58 74 70 364

6 宮城・小台 18 48 44 47 48 51 256 256

1 西新井栄町3、西新井本町1.3.4.5 12 31 39 50 36 34 202

2 興野1、本木1.2、本木東町、本木南町 17 28 37 31 30 32 175

3 扇1.3、興野2、本木北町、本木西町 29 49 58 64 61 68 329

4 西新井本町2 3 17 22 10 9 14 75

1 梅島1.2.3 22 37 36 33 36 19 183

2 梅田1.2.3.4.5.6.7 37 65 72 61 63 70 368

3 梅田8、西新井栄町1.2 43 76 87 69 72 73 420

4 関原1.2.3 21 41 37 31 28 32 190

1 青井1.2.3.4.5.6 35 57 55 48 58 42 295

2 弘道1.2、西綾瀬1.2.3.4 24 50 52 47 39 42 254

3 中央本町1.2.3.4.5 19 45 48 41 46 43 242

4 足立1.2.3.4 21 42 36 43 35 40 217

1 綾瀬1.2.3.4.5.6.7、加平1 59 90 94 89 79 71 482

2 東綾瀬1.2.3、谷中1.2 49 88 84 57 58 53 389

3 東和1.2.3.4.5、中川4（30番まで） 35 76 76 78 73 73 411

4 中川1.2.3.4（30番以上）.5 20 33 48 34 43 35 213

1 大谷田1.2.3.4.5、谷中3.4.5 27 63 75 72 67 66 370

2 佐野1.2、辰沼1.2、六木1.2 13 34 39 38 47 36 207

3 神明1.2.3、六木3.4 14 29 38 30 28 32 171

4 加平2.3、北加平町、神明南1.2 16 29 21 28 24 24 142

5 1,008

1 1,667

2

401

522

3 781

4 1,161

6 1,495

7 890
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ブロック別の保育需要の動向 

児童が保育施設を利用するにあたり、各地域（ブロック）において以下のような「動き」が発生しています。

また、大規模開発や沿線開発等が進んでいる地域では、保育需要の拡大により、多くの世帯が居住地地域

外の保育施設を利用する現象がみられます。このような保育需要の広域化が、待機児童の地域遍在につな

がる一つの要因と考えます。 

1 ブロック ― 千住地域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 六町1.2.3.4、一ツ家4、西加平1.2、南花畑1.2.3 43 92 58 59 56 64 372

2 一ツ家2.3、保塚町、東保木間1.2 18 58 43 55 50 46 270

3 平野1.2.3、一ツ家1、東六月町、保木間1.2 19 51 66 46 58 55 295

1 南花畑4.5、花畑1 18 27 25 24 30 32 156

2 花畑2.3.6.7 9 23 37 37 29 33 168

3 花畑8（桑袋） 4 5 3 5 11 28

4 保木間3.4.5、花畑4.5 17 26 32 48 42 57 222

1 西保木間1.2.3.4 13 27 39 38 26 37 180

2 竹の塚1.2.3.4.5.6.7 21 31 40 28 30 34 184

3 六月1.2.3、島根1.2.3.4、栗原1.2 35 89 83 91 66 69 433

1 伊興1.2.3、西新井2.3、栗原4 24 66 78 52 61 52 333

2 西新井1、栗原3 5 17 13 20 17 27 99

3 西伊興1.2、西新井4.5、谷在家1 25 42 53 51 39 52 262

4 西新井6.7 6 13 6 6 15 15 61

1 皿沼1.2.3、谷在家2.3、鹿浜7.8 12 34 50 28 36 43 203

2 江北6.7 12 10 13 12 9 10 66

3 加賀1.2、鹿浜5.6 13 35 24 37 33 40 182

4 鹿浜2.3.4、椿2 17 20 31 20 27 31 146

1 伊興本町1.2、伊興4.5、東伊興1.2.3.4、西伊興4 25 51 66 62 51 47 302

2 古千谷本町1.2.3.4、舎人1.2.3、西伊興3 25 53 48 54 54 38 272

3 舎人4.5.6、入谷1.2.3.4.5.6.7.8.9 16 47 56 41 40 51 251

合　　　計 1,140 2,352 2,470 2,268 2,219 2,217 12,666 12,666

12 597

8 937

13 825

9 574

10 797

11 755

ブロック 地域 ブロック 地域 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 合計 割合

1 千住地域 145 283 304 291 271 240 1534 95.4%

2-3.4.5 新田地域 4 2 1 1 8 0.5%

3 興野・本木地域 1 1 2 1 5 0.3%

4 梅田地域 1 3 1 3 8 0.5%

5 中央本町地域 1 3 1 2 1 8 0.5%

6 綾瀬地域 1 1 2 2 2 3 11 0.7%

8 保塚・六町地域 1 1 2 0.1%

10 竹の塚地域 1 1 1 3 0.2%

11 伊興・西新井地域 2 1 3 0.2%

13 東伊興・舎人地域 1 1 2 0.1%

管外 管外 2 8 3 4 4 3 24 1.5%

① 151 303 318 302 285 249 1,608 100.0%

ブロック 地域 ブロック 地域 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳

1 千住地域 11 40 5 2 58 98.3%

4 梅田地域 1 1 1.7%

② 11 41 5 2 0 0 59 100.0%

千住地域 →

在園児世帯の居住地 在園する保育園の所在地

1

１ブロック合計 1,667 ①＋②

【地域の特徴等】
・保育需要の合計が前年度（1,522人）から急激に増加している（145人増）。
・保育施設を利用している世帯の多くが居住地域の保育施設を利用している（95.4％）。また、区外の保育施設の利用者は前年（37人）から13人減となってお
り、地域内の認可保育所整備（27年度３件）の影響が確認できる。
・待機児童となった世帯のほとんどが居住地域の保育施設を希望している（98.3％）。

待機児童世帯の居住地 希望する保育園所在地 年齢別内訳
合計 割合

1 千住地域 →

資料２ 保育需要の動向に関する分析
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2 ブロック ― 江北・新⽥地域 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ブロック 地域 ブロック 地域 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 合計 割合

1 千住地域 1 1 0.3%

2-1.2 江北・扇地域 16 36 40 38 39 43 212 55.5%

2-3.4.5 新田地域 2 2 1 5 10 2.6%

2-6 宮城・小台地域 1 1 1 1 3 7 1.8%

3 興野・本木地域 8 20 21 8 17 12 86 22.5%

4 梅田地域 1 1 2 0.5%

10 竹の塚地域 1 1 0.3%

11 伊興・西新井地域 6 2 2 1 5 16 4.2%

12 鹿浜地域 1 5 7 9 14 6 42 11.0%

管外 管外 1 2 2 5 1.3%

① 27 71 72 63 78 71 382 100.0%

ブロック 地域 ブロック 地域 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳

2-1.2 江北・扇地区 6 4 2 1 13 68.4%

2-6 宮城・小台地域 1 1 5.3%

3 興野・本木地域 2 1 1 4 21.1%

12 鹿浜地域 1 1 5.3%

② 6 8 3 2 0 0 19 100.0%
①＋②2-1.2ブロック合計 401

【地域の特徴等】
・居住地域の保育施設を利用している世帯は55.5％で、居住地域外の保育施設を利用する世帯も多い。
・居住地域外の保育施設を利用する世帯の多くが隣接する「3ブロック」、「12ブロック」の保育施設を利用している。
・待機児童となった世帯の1/3近くが居住地域外の保育施設を希望している。

2-1
2-2

江北
扇地区

2-1
2-2

江北
扇地域

→

待機児童世帯の居住地

→

在園児世帯の居住地 在園する保育園の所在地

年齢別内訳
合計 割合

希望する保育園所在地

ブロック 地域 ブロック 地域 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 合計 割合

2-1.2 江北・扇地域 1 1 0.2%

2-3.4.5 新田地域 36 81 102 86 89 95 489 94.2%

2-6 宮城・小台地域 2 1 8 1 12 2.3%

10 竹の塚地域 1 1 0.2%

12 鹿浜地域 1 1 2 0.4%

管外 管外 1 5 3 5 14 2.7%

① 36 84 108 86 102 103 519 100.0%

ブロック 地域 ブロック 地域 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳

2-3.4.5 新田地域 2 2 66.7%

11 伊興・西新井地域 1 1 33.3%

② 2 1 0 0 0 0 3 100.0%

【地域の特徴等】
・保育施設を利用している世帯のうち、居住地域の保育施設を利用している世帯の割合が前年度（88.5％）から5.7ポイント上昇している。また、区外の保育
施設を利用している世帯は前年度（20人）から6人減少しており、地域内の認可保育所整備（27年度１件）の影響が確認できる。
・区外の保育施設を利用している世帯は14人と、前年度から減少したものの比較的多い。
・待機児童３人のうち１人が居住地域外の「11ブロック」を希望している。

合計 割合

2-3.4.5 新田地域 →

2-3.4.5ブロック合計

在園児世帯の居住地 在園する保育園の所在地

①＋②

2-3
2-4
2-5

新田地域 →

待機児童世帯の居住地 希望する保育園所在地 年齢別内訳

522
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3 ブロック ―興野・本⽊地域 

 

ブロック 地域 ブロック 地域 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 合計 割合

1 千住地域 1 2 1 4 1.6%

2-1.2 江北・扇地域 2 5 2 2 1 12 4.7%

2-3.4.5 新田地域 3 2 4 9 3.5%

2-6 宮城・小台地域 10 33 37 41 37 40 198 78.0%

3 興野・本木地域 2 5 3 3 4 1 18 7.1%

11 伊興・西新井地域 1 2 3 1.2%

12 鹿浜地域 1 1 0.4%

13 東伊興・舎人地域 1 1 0.4%

管外 管外 1 1 2 4 8 3.1%

① 17 47 44 47 48 51 254 100.0%

ブロック 地域 ブロック 地域 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳

2-6 宮城・小台地域 → 2-6 宮城・小台地域 1 1 2 100.0%

② 1 1 0 0 0 0 2 100.0%

【地域の特徴等】
・保育施設を利用している世帯のうち、78.0％が居住地域の保育施設を利用している。
・隣接している「2-1.2ブロック」、「2-3.4.5ブロック」、「3ブロック」のほか、区外の保育施設を利用する世帯も多い。
・待機児童となったすべての世帯が居住地域の保育施設を希望している。

①＋②

在園児世帯の居住地 在園する保育園の所在地

2-6
宮城

小台地域
→

待機児童世帯の居住地 希望する保育園所在地 年齢別内訳
合計 割合

2-6ブロック合計 256

ブロック 地域 ブロック 地域 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 合計 割合

1 千住地域 1 1 1 3 0.4%

2-1.2 江北・扇地域 9 7 11 11 11 12 61 8.0%

2-3.4.5 新田地域 1 1 0.1%

2-6 宮城・小台地域 1 2 4 1 8 1.0%

3 興野・本木地域 38 83 109 113 100 102 545 71.2%

4 梅田地域 8 14 19 16 18 13 88 11.5%

5 中央本町地域 1 1 0.1%

7 佐野地域 1 1 0.1%

9 花畑・保木間地域 1 1 2 0.3%

10 竹の塚地域 2 2 0.3%

11 伊興・西新井地域 2 5 3 6 2 11 29 3.8%

12 鹿浜地域 2 6 2 2 4 16 2.1%

13 東伊興・舎人地域 1 1 1 2 5 0.7%

管外 管外 1 2 3 0.4%

① 60 114 153 154 136 148 765 100.0%

ブロック 地域 ブロック 地域 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳

2-1.2 江北・扇地区 1 1 6.3%

3 興野・本木地域 8 3 1 12 75.0%

4 梅田地域 2 2 12.5%

12 鹿浜地域 1 1 6.3%

② 1 11 3 1 0 0 16 100.0%

【地域の特徴等】
・保育施設を利用している世帯のうち、71.2％が居住地域の保育施設を利用している。
・隣接している「2-1.2ブロック」、「4ブロック」、「11ブロック」の保育施設を利用している世帯も多い。
・待機児童となった世帯の1/4が居住地域外の保育施設を希望している。

3
興野

本木地域
→

①＋②３ブロック合計 781

年齢別内訳
合計 割合

在園児世帯の居住地 在園する保育園の所在地

3
興野

本木地域
→

待機児童世帯の居住地 希望する保育園所在地

資料２ 保育需要の動向に関する分析
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4 ブロック ― 梅⽥地域 

 

5 ブロック ― 中央本町地域 

 

ブロック 地域 ブロック 地域 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 合計 割合

1 千住地域 2 1 4 7 0.6%

2-1.2 江北・扇地域 2 1 1 4 0.4%

3 興野・本木地域 5 14 14 11 10 13 67 5.9%

4 梅田地域 85 152 173 154 147 141 852 74.8%

5 中央本町地域 13 21 22 19 23 24 122 10.7%

6 綾瀬地域 1 3 1 5 0.4%

8 保塚・六町地域 1 2 2 5 0.4%

10 竹の塚地域 4 9 12 5 11 8 49 4.3%

11 伊興・西新井地域 2 6 7 2 5 1 23 2.0%

12 鹿浜地域 1 2 3 0.3%

13 東伊興・舎人地域 1 1 0.1%

管外 管外 1 1 0.1%

① 114 208 231 193 199 194 1,139 100.0%

ブロック 地域 ブロック 地域 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳

3 興野・本木地域 1 1 4.5%

4 梅田地域 9 8 1 1 19 86.4%

5 中央本町地域 2 2 9.1%

② 9 11 1 1 0 0 22 100.0%
４ブロック合計 1,161

【地域の特徴等】
・保育施設を利用している世帯のうち、居住地域の保育施設を利用している世帯が前年度（806人）から46人増加し74.8％となっており、地域内の認可保育
所整備（27年度整備１件）による影響が確認できる。
・隣接している「3ブロック」、「5ブロック」のほか、環七を挟んだ「10ブロック」や「11ブロック」の保育施設を利用している世帯も多い。
・「1ブロック」や「13ブロック」など、比較的遠い地域の保育施設を利用する世帯もいる。
・待機児童となった世帯は居住地域の他、「3ブロック」、「5ブロック」の保育施設を希望している。

①＋②

4 梅田地域

4 梅田地域 →

待機児童世帯の居住地

→

在園児世帯の居住地 在園する保育園の所在地

年齢別内訳
合計 割合

希望する保育園所在地

ブロック 地域 ブロック 地域 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 合計 割合

1 千住地域 1 2 2 2 7 0.7%

3 興野・本木地域 1 1 0.1%

4 梅田地域 1 17 6 15 10 11 60 6.1%

5 中央本町地域 73 136 159 132 140 136 776 79.4%

6 綾瀬地域 7 14 8 7 9 4 49 5.0%

7 佐野地域 1 1 1 3 0.3%

8 保塚・六町地域 4 4 9 13 13 8 51 5.2%

9 花畑・保木間地域 1 1 2 4 0.4%

10 竹の塚地域 2 4 3 4 3 3 19 1.9%

管外 管外 2 1 1 2 1 7 0.7%

① 88 180 189 175 178 167 977 100.0%

ブロック 地域 ブロック 地域 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳

4 梅田地域 1 1 2 6.5%

5 中央本町地域 9 11 2 3 25 80.6%

6 綾瀬地域 1 1 2 6.5%

8 保塚・六町地域 1 1 2 6.5%

② 11 14 2 4 0 0 31 100.0%
５ブロック合計 1,008

【地域の特徴等】
・保育施設を利用している世帯のうち、79.4％が居住地域の保育施設を利用している。
・認可保育所を整備した「4ブロック」の保育施設を利用している世帯が前年度（45人）から15人増加した。また、今年度、保育需要が急増した「6ブロック」の
保育施設を利用している世帯は前年度（59人）から10人減少した。
・待機児童となった世帯は居住地域の他、「4ブロック」、「6ブロック」、「8ブロック」の保育施設を希望している。

①＋②

5
中央本町

地域

5
中央本町

地域 →

待機児童世帯の居住地

→

在園児世帯の居住地 在園する保育園の所在地

年齢別内訳
合計 割合

希望する保育園所在地
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6 ブロック ― 綾瀬地域 

 

7 ブロック ― 佐野地域 

 

ブロック 地域 ブロック 地域 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 合計 割合

1 千住地域 1 1 2 0.1%

2-3.4.5 新田地域 1 1 2 0.1%

4 梅田地域 1 1 0.1%

5 中央本町地域 4 10 11 6 13 6 50 3.4%

6 綾瀬地域 138 237 258 236 216 201 1286 88.0%

7 佐野地域 7 13 17 9 17 12 75 5.1%

8 保塚・六町地域 1 1 2 0.1%

9 花畑・保木間地域 1 1 0.1%

10 竹の塚地域 1 2 3 0.2%

11 伊興・西新井地域 1 1 0.1%

12 鹿浜地域 1 1 2 0.1%

管外 管外 4 7 5 6 5 9 36 2.5%

① 156 269 294 257 253 232 1,461 100.0%

ブロック 地域 ブロック 地域 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳

4 梅田地域 1 1 2.9%

6 綾瀬地域 7 15 7 29 85.3%

7 佐野地域 1 1 2 5.9%

10 竹の塚地域 1 1 2.9%

管外 管外 1 1 2.9%

② 7 18 8 1 0 0 34 100.0%
６ブロック合計 1,495

【地域の特徴等】
・保育需要の合計が前年度（1,408人）から大幅に増加している（87人増）。
・保育施設を利用している世帯のうち、居住地域の保育施設を利用している世帯が多い（88％）が、他ブロックの保育施設を利用している世帯も一定数存在
する（「5ブロック」50人、「7ブロック」75人）。また、区外の保育施設を利用している世帯も多い（36人）。
・待機児童となった世帯の多くが居住地域内の保育施設を希望しているが、「4ブロック」、「7ブロック」、「10ブロック」、「管外」を希望する世帯も存在する。

①＋②

6 綾瀬地域

6 綾瀬地域 →

待機児童世帯の居住地

→

在園児世帯の居住地 在園する保育園の所在地

年齢別内訳
合計 割合

希望する保育園所在地

ブロック 地域 ブロック 地域 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 合計 割合

4 梅田地域 1 1 2 0.2%

5 中央本町地域 2 1 1 4 0.5%

6 綾瀬地域 17 40 45 49 43 38 232 26.9%

7 佐野地域 34 97 112 108 115 115 581 67.4%

8 保塚・六町地域 3 3 7 4 4 2 23 2.7%

9 花畑・保木間地域 1 1 1 2 1 2 8 0.9%

10 竹の塚地域 1 1 1 3 0.3%

12 鹿浜地域 1 1 2 0.2%

管外 管外 1 1 3 2 7 0.8%

① 60 145 165 168 166 158 862 100.0%

ブロック 地域 ブロック 地域 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳

5 中央本町地域 1 1 3.6%

6 綾瀬地域 4 2 6 21.4%

7 佐野地域 3 8 4 15 53.6%

8 保塚・六町地域 1 2 3 10.7%

10 竹の塚地域 2 2 7.1%

管外 管外 1 1 3.6%

② 10 10 8 0 0 0 28 100.0%

【地域の特徴等】
・保育施設を利用している世帯のうち、居住地域の保育施設を利用している世帯は67.4％である。
・隣接している「6ブロック」の保育施設を利用している世帯が26.9％と非常に多い。また、区外の保育施設を利用している世帯も多い。
・待機児童となった世帯は前年度（9人）から19人増加しており、半数近くが居住地域外の「5ブロック」、「6ブロック」、「8ブロック」、「10ブロック」、「管外」の保
育施設を希望している。特に「6ブロック」を希望する世帯は6人と多く、同地域に保育需要が集中した影響と思われる。

合計 割合

7 佐野地域 →

在園児世帯の居住地 在園する保育園の所在地

①＋②７ブロック合計 890

7 佐野地域 →

待機児童世帯の居住地 希望する保育園所在地 年齢別内訳

資料２ 保育需要の動向に関する分析
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8 ブロック ― 保塚・六町地域 

 

 

9 ブロック ― 花畑・保⽊間地域 

 

  

ブロック 地域 ブロック 地域 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 合計 割合

1 千住地域 1 1 2 0.2%

2-1.2 江北・扇地域 1 1 2 0.2%

3 興野・本木地域 1 1 0.1%

4 梅田地域 2 1 5 3 2 13 1.4%

5 中央本町地域 2 6 7 9 1 4 29 3.2%

6 綾瀬地域 2 4 2 1 9 1.0%

7 佐野地域 3 3 2 1 2 11 1.2%

8 保塚・六町地域 51 130 107 108 103 102 601 65.8%

9 花畑・保木間地域 6 22 18 25 23 25 119 13.0%

10 竹の塚地域 10 20 23 11 27 24 115 12.6%

11 伊興・西新井地域 1 1 2 1 5 0.5%

13 東伊興・舎人地域 2 2 4 0.4%

管外 管外 1 1 2 0.2%

① 73 190 162 160 163 165 913 100.0%

ブロック 地域 ブロック 地域 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳

8 保塚・六町地域 6 8 4 18 75.0%

9 花畑・保木間地域 1 2 1 1 5 20.8%

10 竹の塚地域 1 1 4.2%

② 7 11 5 0 1 0 24 100.0%

【地域の特徴等】
・保育施設を利用している世帯のうち、居住地域の保育施設を利用している世帯は65.8％である。
・隣接している「9ブロック」、「10ブロック」の保育施設を利用している世帯も多い。
・待機児童となった世帯の3/4が居住地域の保育施設を希望しているが、「9ブロック」、「10ブロック」を希望している世帯もいる。特に「9ブロック」の保育施設
を希望している世帯が多く、同地域の待機児童数（15人）の1/3を占めている。

8
保塚

六町地域
→

①＋②１ブロック合計 937

年齢別内訳
合計 割合

在園児世帯の居住地 在園する保育園の所在地

8
保塚

六町地域
→

待機児童世帯の居住地 希望する保育園所在地

ブロック 地域 ブロック 地域 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 合計 割合

5 中央本町地域 1 1 1 3 0.5%

6 綾瀬地域 1 1 1 3 0.5%

7 佐野地域 1 1 0.2%

8 保塚・六町地域 7 10 19 5 7 14 62 10.9%

9 花畑・保木間地域 25 57 71 86 79 100 418 73.6%

10 竹の塚地域 7 8 5 16 17 15 68 12.0%

11 伊興・西新井地域 1 1 1 1 2 6 1.1%

12 鹿浜地域 1 1 0.2%

13 東伊興・舎人地域 1 2 1 4 0.7%

管外 管外 1 1 2 0.4%

① 40 79 99 111 106 133 568 100.0%

ブロック 地域 ブロック 地域 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳

9   花畑保木間地域 → 9 花畑・保木間地域 4 1 1 6 100.0%

② 4 1 0 1 0 0 6 100.0%

【地域の特徴等】
・保育施設を利用している世帯のうち、居住地域の保育施設を利用している世帯は73.6％である。
・隣接している「8ブロック」、「10ブロック」の保育施設を利用している世帯も多い。
・待機児童となったすべての世帯が居住地域の保育施設を希望している。

9
花畑

保木間
地域

→

待機児童世帯の居住地 希望する保育園所在地 年齢別内訳
合計 割合

在園児世帯の居住地 在園する保育園の所在地

９ブロック合計 574 ①＋②
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10 ブロック ― ⽵の塚地域 

 

11 ブロック ― 伊興・⻄新井地域 

 

ブロック 地域 ブロック 地域 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 合計 割合

1 千住地域 1 1 2 0.3%

2-1.2 江北・扇地域 1 1 0.1%

2-3.4.5 新田地域 1 1 2 0.3%

4 梅田地域 4 8 10 9 5 7 43 5.5%

5 中央本町地域 2 4 1 3 4 14 1.8%

8 保塚・六町地域 2 2 3 6 4 2 19 2.4%

9 花畑・保木間地域 2 7 5 5 2 8 29 3.7%

10 竹の塚地域 42 108 123 119 101 107 600 76.5%

11 伊興・西新井地域 8 8 10 10 4 7 47 6.0%

12 鹿浜地域 1 1 0.1%

13 東伊興・舎人地域 4 4 5 3 4 4 24 3.1%

管外 管外 1 1 2 0.3%

① 64 141 160 157 122 140 784 100.0%

ブロック 地域 ブロック 地域 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳

4 梅田地域 2 2 15.4%

9 花畑・保木間地域 1 1 7.7%

10 竹の塚地域 3 4 2 9 69.2%

11 伊興・西新井地域 1 1 7.7%

② 5 6 2 0 0 0 13 100.0%
①＋②１０ブロック合計 797

【地域の特徴等】
・保育施設を利用している世帯のうち、居住地域の保育施設を利用している世帯は76.5％である。
・隣接している「9ブロック」、「11ブロック」のほか、環七を挟んだ「4ブロック」の保育施設を利用している世帯も多い。
・待機児童となった世帯の多くが居住地域の保育施設を希望しているが、「4ブロック」、「9ブロック」、「11ブロック」の保育施設を希望している世帯も存在す
る。

10
竹の塚
地域

10
竹の塚
地域

→

待機児童世帯の居住地

→

在園児世帯の居住地 在園する保育園の所在地

年齢別内訳
合計 割合

希望する保育園所在地

ブロック 地域 ブロック 地域 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 合計 割合

2-1.2 江北・扇地域 3 2 5 4 3 17 2.3%

2-6 宮城・小台地域 1 1 0.1%

3 興野・本木地域 4 12 9 8 15 14 62 8.4%

4 梅田地域 1 2 2 5 4 14 1.9%

5 中央本町地域 1 1 2 0.3%

8 保塚・六町地域 1 1 0.1%

9 花畑・保木間地域 1 2 1 1 5 0.7%

10 竹の塚地域 3 13 16 7 9 9 57 7.7%

11 伊興・西新井地域 33 75 97 75 69 72 421 57.1%

12 鹿浜地域 5 9 14 17 13 20 78 10.6%

13 東伊興・舎人地域 6 15 10 10 14 19 74 10.0%

管外 管外 1 1 3 5 0.7%

① 55 129 149 126 132 146 737 100.0%

ブロック 地域 ブロック 地域 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳

3 興野・本木地域 1 1 2 11.1%

6 綾瀬地域 1 1 2 11.1%

9 花畑・保木間地域 1 1 5.6%

10 竹の塚地域 1 1 5.6%

11 伊興・西新井地域 3 6 2 11 61.1%

13 東伊興・舎人地域 1 1 5.6%

② 5 9 1 3 0 0 18 100.0%
１１ブロック合計 755

【地域の特徴等】
・保育施設を利用している世帯のうち、居住地域の保育施設を利用している世帯は57.1％である。
・居住地域外の保育施設を利用している世帯は、「1ブロック」及び「7ブロック」以外のすべての地域に分散しており、「3ブロック」、「10ブロック」、「12ブロッ
ク」、「13ブロック」を利用している世帯が多い。特に「12ブロック」は前年度（62人）から16人増加している。
・待機児童となった世帯は、保育施設利用世帯と同様、多くの地域に分散している状況である。

①＋②

11
伊興

西新井
地域

11
伊興

西新井
地域

待機児童世帯の居住地

→

在園児世帯の居住地 在園する保育園の所在地

年齢別内訳
合計 割合

希望する保育園所在地

資料２ 保育需要の動向に関する分析
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12 ブロック ― ⿅浜地域 

 

 

13 ブロック ― 舎⼈・東伊興地域 

 

  

ブロック 地域 ブロック 地域 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 合計 割合

2-1.2 江北・扇地域 7 3 7 8 7 3 35 6.0%

2-3.4.5 新田地域 1 1 1 3 0.5%

2-6 宮城・小台地域 1 1 0.2%

3 興野・本木地域 1 3 6 4 2 6 22 3.8%

4 梅田地域 2 1 2 5 0.9%

8 保塚・六町地域 1 1 2 0.3%

10 竹の塚地域 1 1 0.2%

11 伊興・西新井地域 6 8 13 4 6 5 42 7.2%

12 鹿浜地域 35 67 83 77 88 103 453 78.0%

13 東伊興・舎人地域 2 3 6 1 3 15 2.6%

管外 管外 1 1 2 0.3%

① 51 88 116 97 105 124 581 100.0%

ブロック 地域 ブロック 地域 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳

2-1.2 江北・扇地区 1 2 3 18.8%

12 鹿浜地域 2 9 2 13 81.3%

② 3 11 2 0 0 0 16 100.0%
１２ブロック合計 597 ①＋②

【地域の特徴等】
・保育施設を利用している世帯のうち、居住地域の保育施設を利用している世帯は78％である。
・隣接している「2-1.2ブロック」、「11ブロック」、「12ブロック」の保育施設を利用している世帯も多い。
・待機児童となった世帯は、居住地域のほか、「2-1.2ブロック」の保育施設を希望している。

年齢別内訳
合計 割合

12 鹿浜地域 →

待機児童世帯の居住地 希望する保育園所在地

在園児世帯の居住地 在園する保育園の所在地

12 鹿浜地域 →

ブロック 地域 ブロック 地域 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 合計 割合

1 千住地域 1 1 0.1%

2-1.2 江北・扇地域 1 2 1 2 1 7 0.9%

2-3.4.5 新田地域 1 1 1 3 0.4%

3 興野・本木地域 1 1 2 1 5 0.6%

4 梅田地域 1 1 0.1%

5 中央本町地域 1 1 0.1%

8 保塚・六町地域 1 1 2 0.2%

9 花畑・保木間地域 1 2 3 0.4%

10 竹の塚地域 4 12 19 16 10 13 74 9.1%

11 伊興・西新井地域 7 23 18 17 23 11 99 12.2%

12 鹿浜地域 6 7 8 6 6 33 4.1%

13 東伊興・舎人地域 50 101 115 109 103 102 580 71.6%

管外 管外 1 1 0.1%

① 64 145 165 155 145 136 810 100.0%

ブロック 地域 ブロック 地域 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳

10 竹の塚地域 1 1 6.7%

11 伊興・西新井地域 1 1 6.7%

13 東伊興・舎人地域 2 6 4 1 13 86.7%

② 2 6 5 2 0 0 15 100.0%

【地域の特徴等】
・保育施設を利用している世帯のうち、居住地域の保育施設を利用している世帯は71.6％である。
・隣接している「10ブロック」、「11ブロック」、「12ブロック」の保育施設を利用している世帯も多い。
・待機児童となった世帯の多くは居住地域の保育施設を希望しているが、「10ブロック」、「11ブロック」の保育施設を希望している世帯も存在する。

13
東伊興

舎人地域
→

在園児世帯の居住地 在園する保育園の所在地

①＋②

13
東伊興

舎人地域 →

待機児童世帯の居住地 希望する保育園所在地 年齢別内訳
合計 割合

１３ブロック合計 810
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資料 3 待機児童実態調査結果 
待機児童の保護者に対して、認可保育施設に入れなかった後の動向を把握するため、次のとおりアンケー

ト調査を実施しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・調査実施日 平成 28 年 6 月 17 日 ～ 6 月 30 日 

・調査方法 待機児童の保護者への郵送によるアンケート 

・調査対象 待機児童 306 人のうち、複数の待機児童がいる世帯は１世帯として扱い、288 世帯

に郵送した。 

・回収率 42.7％（123 世帯） 

妊娠中 2
0歳 28
1歳 76
2歳 22
3歳 10
4歳 11
5歳 6

1日 1
2日 0
3日 4
4日 10
5日 96
6日 5
7日 1

59

42

15

6

現在仕事をしているため

育児休業を取得又は
延長するため

求職活動のため
（内定を含む）

その他

妊娠中, 

2人, 
1.3%

0歳,

28人, 

18.8%

1歳, 

76人, 
51.0%

2歳, 

22人, 
14.8%

3歳,

10人, 
6.7%

4歳,

11人, 
7.4%

お子様の年齢

調査対象のうち、１歳児をもつ保護者からの回答が最多であった。

１週間あたりの保育を必要とする日数は「５日」が最多である。

1日,

1人, 
0.9%

3日, 

4人, 
3.4%

4日, 

10人, 
8.5%

5日, 

96人, 
82.1%

6日, 

5人, 
4.3%

7日, 

1人, 
0.9%

保育を必要とする日数

（１週間あたり）

現在仕事

をしている

ため

59人

（48.4%）

求職活動

のため（内

定含む）, 

42人

（34.4%）

育児休業

を取得又

は延長す

るため, 

15人

（12.3%）

その他, 

6人（4.9%）

保育を必要とする理由

待機児をもつ保護者が保育を必要とする最も多い理由は、「現在仕事をしているため」

資料３ 待機児童実態調査結果
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人数
7

17
98

人数
61
11
31
11

8

認可保育所
100所

認証保育所
42所

小規模保
育

21施設

全100施設 全42施設 全21施設

全100施設 全42施設 全21施設

29施設 22施設 ×

68施設 全42施設 ×

※7時半より早くからかつ、18時半より遅くまで必要な方2名を重複で計上している。

18時半より遅くまで※ 8人 （ 6.6％） ×

人数（％）必要時間

【参考】各時間帯の対応施設・事業者数（H28.4.1現在）

７時半より早く

８時から

必要時間（始）
１７時まで

７時半から

（うち、8時から17時まで）

7時半から18時半まで

7時半より早くから※

110人（90.2％）

58人（47.5％）

7人 （ 5.7％）

家庭的保育
（区認定事業含む）

172事業者

１７時半まで

１８時半まで

１８時半以降

9事業者

111事業者

×

必要時間（始）

１８時まで

７時半より早く, 

7人（5.7%）

７時半から, 

17人（13.9%）

８時から, 

98人（80.3%）

保育を必要とする時間（始）

１７時まで, 61

人（55.0%）

１７時半まで, 

11人（9.9％）

１８時まで,

31人（27.9％）

１８時半まで, 

11人（9.9％）

１８時半以降, 

8人（7.2％）

保育を必要とする時間（終）

必要な時間帯と対応施設等を比較してみると、

・ 約９割が小規模保育で対応可能な「７時半から１８時半」の利用を必要としている。

・ 半数近くが家庭的保育で対応可能な「８時から１７時まで」の利用を必要としている。

・ 小規模保育・家庭的保育で対応できない早朝・夜間の保育を必要とするのは約１割（重複2名を除いた比率）

1 である。

保育を必要とする時間は「7時半から18時半まで」が９割
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32
29
21
17
10

8
2
1
2

9
6
4
3
3
2
1
1

家庭的保育
東京認証保育所

仕事をやめた
求職活動をやめた
就業形態を変更

育児休業を延長している

兄弟姉妹児の産休中または育休中
祖父母や親戚に預けている

知人に預けている

その他

保育サービスを利用している

事業所（企業）内保育施設

託児所・ベビーホテル
あだち子育て応援隊

一時保育・休日保育

認可保育所

認定こども園

32人

（26.2％）

29人

（23.7％）
21人

（17.1％）
17人

（13.9％）
10人

（8.1％）

8人（6.5％）

2人（1.6％）

1人（0.8％）

2人（1.6％）

0 10 20 30 40

育児休業を延長している

保育サービスを利用している

仕事をやめた

求職活動をやめた

就業形態を変更

祖父母や親戚に預けている

兄弟姉妹児の産休中または育…

知人に預けている

その他

平成２８年５月１日現在の保育状況

事業所（企

業）内保育

施設, 9

認可保育

所, 6

家庭的

保育, 4
3 3 2 1 1

東京都認証保育所

平成２８年５月１日現在で利用している保育サービス

託児所・ベビーホテル

あだち子育て応援隊

認定こども園

一時保育・休日保育

・ 「育児休業を延長している」が32人で最多である。

次いで、「保育サービスを利用している」が29人と

多い。

・ 「仕事をやめた」が21人である。

・ 待機児童世帯が利用している保育サービスは、

事業所（企業）内保育が9人で最多であった。

平成２８年5月1日現在の主な保育状況は「育児休業を延長」と「保育サービスを利用して

いる」が約４分の１ずつ

（１）平成２８年５月１日時点での保育状況について

資料３ 待機児童実態調査結果



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

認可保

 

 

 

 

 

・ 認可保

多い（4

たことが

・ 「認可

（２）保育

・認可保

・認可保

保育所以外

認可保育

認可保育所の方が

受入可能年齢に

給食を

家

自宅又

認可保育所以

認可保育所

保育所以外の

41人）。平成27

が理解されてい

可保育所の方が

H27 

育サービスの

保育所以外を

保育所以外は

外の保育施設

 

育所以外は保育料が

がしっかり保育して

に制限があり、3歳以

認可保育所と比べ

を実施していない・お

族や知人から認可

預

は勤務先のそばに

認可保育所と

土曜保

認可保育所以外の

以外の施設がどこに

所以外の施設の申

の保育施設を申

7年4月から小

いない可能性が

がしっかり保育

H

の検討につい

を申し込ま

は「保育料

設を申し込ま

が高いイメージがあ

てくれるイメージがあ

以降の預け先が不

べて施設規模が小さ

お弁当を用意できな

可保育所を薦められ

預けられる時間が短

に認可保育所しかな

と比べて定員が少な

保育を実施していな

の制度を知らなかっ

にあるのかわからな

申込方法がわからな

その

申し込まなかっ

規模保育や家

がある。

育してくれるイメ

H28 

いて

まなかった保

料が高い」イ
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まなかった理

6

5人

3人

2人

2人

1人

0 5

ある

ある

不安

さい

ない

れた

短い

ない

ない

ない

った

ない

ない

の他

た理由としては

家庭的保育の保

メージがある」が

保護者はわず

イメージがい

申し込
申し込

・ 認可

った保

理由 

14人

10人

8人

6人

人

9人

10 15

は「保育料が高

保育料が認可保

が2番目に多い

ずかに減った

いまだに残る

込んだ
まなかった

可保育所以外

保護者は47.5

23人

19人

人

20 25

高いイメージが

保育所と同 程

い（34人）。

た

る

63
57

外の保育施設

5％と半数近く

34人

30 35

がある」 が最も

程度以下になっ

設を申し込まな

くを占めている

41人

40 45

も

っ

なか

る。
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①知っている保育サービス（複数回答）
116
111
108
101

99
94
88
75
65
56
47
45

1

幼稚園預かり保育

事業所（企業）内保育施設

託児所・ベビーホテル

あだち子育て応援隊

一時保育・休日保育

認可保育所

認定こども園

小規模保育
家庭的保育

認証保育所
幼稚園

その他

ベビーシッター

116

111

108

101

99

94

88

75

65

56

47

45

1

0 20 40 60 80 100 120

認可保育所

家庭的保育

小規模保育

幼稚園

認証保育所

認定こども園

一時保育・休日保育

ベビーシッター

事業所（企業）内保育…

幼稚園預かり保育

託児所・ベビーホテル

あだち子育て応援隊

その他

・ 認可保育所、家庭的保育、小規模保育、幼稚園、認証保育所の認知度は80％を超えている。

・ 今年度は子育て応援隊の認知度（36.6％）が前年度（86.7％）から大幅に下がった。

（３）各保育サービスの認知度及び情報収集方法等について

②保育サービス・保育施設の情報源（複数回答）

77
65
56
44
43
32
30
22
18
15

8
4

知人からの口コミ
インターネットで探した

雑誌

施設等が近所だった

区のホームページ

あだち子育てガイドブック
保育施設利用案内

各保育施設等の案内・ホームページ
保育ママにあずけよう！

その他

保育コンシェルジュに相談した
区に問い合わせ(保育ｺﾝｼｪﾙｼﾞｭ以外)

77

65

56

44

43

32

30

22

18

15

8

4

0 20 40 60 80

区のホームページ

保育施設利用案内

あだち子育てガイドブック

インターネットで探した

知人からの口コミ

各保育施設等の案内・ホームページ

保育ママにあずけよう！

施設等が近所だった

保育コンシェルジュに相談した

区に問い合わせ(保育ｺﾝｼｪﾙｼﾞｭ以外)

その他

雑誌

・ 保育サービス・保育施設の情報源は、「区のホームページ」、「保育施設利用案内」、「あだち子育てガイド

ブック」の順で利用されている。

資料３ 待機児童実態調査結果
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52

46

22知らなかった

内容はわからないが、助成金があることは知っていた

内容も含め知っていた

52人

（43.3%）

46人

（38.3%）

22人 , 

（18.3%）

認証保育所に入所している人を

対象にした補助制度

内容も含め

知っていた

助成金があること

は知っていた

知らなかった

・ 平成２７年度から従来の年齢別の利用者助成金に加え、低所得者

への助成を開始した。

・ 「内容も含め知っていた」と回答したのは43.3％であり、前年度（37.7％）

から4.4ポイント上昇したが、「知らなかった」も2.8ポイント上昇して18.3％

となっており、待機児童世帯においては制度の認知度が二極化している

可能性がある。

・待機児童世帯における認証保育所の利用者助成の認知度は、前年から大きな変化なし

①「子どもが小さいうちは時短勤務を取得して小規模保育や保育ママに預ける」という働き方について

32

31

23

20

6

３歳で再度保活をしなければならないので希望しない

取得したいが、予定はない

取得しようとは思わない

取得するつもりで小規模保育又は家庭的保育を希望中

時短勤務の制度を知らない

３歳で再度

保活をしなければ

ならないので希望

しない, 

32人, 29%

取得したいが、予

定はない, 

31人 , 28%

取得しようとは思

わない, 

23人, 20%

取得するつもりで

小規模保育又は家

庭的保育を希望

中, 

20人, 18%

時短勤務の制度を

知らない,

6人, 5%

（３）時短勤務の活用による短時間向け施設・サービスの活用について

・4分の３が「希望しない」又は「取得したいが予定はない」と回答

（質問）

「子どもが小さいうちは時短勤務を取得して短時間向けの施設（小規模保育や保育ママ）に預ける」

という働き方について、あなたの考えに一番近いものをお聞かせください。



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②「取得した

日中の短時間

時短勤務を取

その他

時短勤務を取

職業上、早朝

勤務先では時

勤務先では時

・ ３割近

を希望し

・ 「取得

取得する

・ ３割の

・ 勤務先

あった。

たいが予定は

間勤務（又は勤

取得するとキ

取得すると収入

朝又は夜間の勤

時短勤務制度は

時短勤務の制度

近くの保護者が

していない。

したいが予定

ると収入が減

の保護者が「早

先で「取得しづ

 

はない」又は「取

勤務希望）なの

ャリアのマイナ

入が減ってしま

勤務が避けられ

はあるが、取得

度がないから

が３歳で再度保

定はない」又は

減ってしまう」こ

早朝・夜間勤務

づらい」又は「制

取得しようとは

ので、もともと

ナスになるから

まうから

理　由

れないから

得しづらいから

保活をしなけれ

「所得しようと

とを２番目の理

務が避けられず

制度がない」を

9

3（6％）

4（8％）

8

 

75 

 

は思わない」と

と短時間向け施

ら

ら（前例がない

ればならないこ

とは思わない」

理由までに挙

ず時間が合わ

を２番目の理由

15

13（26

9（18％）

8（16％）

と回答した理

施設が利用可能

い等）

ことを理由に、

と回答した保

挙げている。

わない」ことを２

由までに挙げて

5（30％）

6％）

由（有効回答

最も

まる

能

小規模保育・

保護者の３分の

２番目の理由ま

ている保護者

答５０人中）

あては 2番目に

てはまる

20

9

9

9

6

1

6

・家庭的保育の

の２が、「時短勤

までに挙げて

は全体の４割

資料３ 待機

にあ

る

15

9

5

3

1

3

4

の利用

勤務を

いる。

割強で

機児童実態調査

 

 

査結果
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③実際の預け時期

妊娠中 2
0歳 28
1歳 76
2歳 22
3歳 10
4歳 11
5歳 6

0歳から 10
１歳から 13
２歳から 2
３歳から 5
４歳から 0
５歳から 0

妊娠中,

2人, 1.3%

0歳, 28人, 

18.1%

1歳, 76人, 

49.0%

2歳, 22人, 

14.2%

3歳, 10人, 

6.5%

4歳, 11人, 

7.1%

5歳, 6人, 

3.9%

実際の申し込み時期（全体）

0歳から, 

10人, 

33.3%

１歳から, 

13人, 

43.3%

２歳から, 

2人,

6.7%
３歳から, 

5人, 16.7%

理想の預け時期

（妊娠中、０歳で申し込み者）

・ 妊娠中または０歳で申し込みした人の３分の２

は理想の預け時期を１歳以降からと回答してい

る。

・実際に０歳までに申し込むのは１５５人中３０人（19.3％）

・０歳までに申し込んだ人の3分の2が、理想の預け時期は１歳以降と回答

資料３ 待機児童実態調査結果
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④理想のあずけ時期と実際の時期が異なる原因

40

11

3

3

2

4

8

15

12

7

7

2

0 20 40 60

家計を支えるため、早期に収入を得る必要があるから

年齢が上がると在園児の持ち上がりで入園しづらくなる

早くから預けた方が子どもの育ちに良いと思うから

職場で早期復帰を強く求められているから

長く仕事を離れるとキャリアのマイナスになると思うから

その他

もっともあてはまる

2番目にあてはまる

理想の預け時期と実際の預け時期が違う理由（全体）

48人(76.1％)

26人(41.2％)

15人(23.8％)

10人(15.8％)

9人(14.2％)

6人(9.5％)

・ ４分の３が「家計を支えるため、早期に収入を得る必要があるから」を、「もっともあてはまる」または「2番目

に当てはまる」と回答した。

・ ４割以上の保護者が「年齢が上がると在園児の持ち上がりで入園しづらくなるから」と回答した。

・理想のあずけ時期と実際の時期が異なる主な原因は「収入のため」

（５）主な自由意見

・ フルタイムで働く家庭は小規模保育や保育ママが利用できず不便。たくさん選択肢があるように見えても結局保

育園しか預け先がないのが現状。 

・ （複数意見）待機児童対策で保育士が必要なこの時代に、復帰したい保育士が復帰できない現状に疑問を感じ

る。保育士資格を持っている人を優先してほしい。 

・ 保育ママは預け時間が短く、送迎にかかる時間や通勤時間を考えると、かなりの時短勤務になってしまう。 

・ 保育ママの開園時間がもう少し早くなれば希望したい。８時や８時３０分開園では（遅く、利用するのは）難しい。

・ 小規模保育の受け入れ時間が８時からになると保育園の選択肢が増える。ほとんどが８時３０分からで残念。 

・ 民間のベビーシッター利用時にも助成が出ると助かる。子育てホームサポートは安価だが、サポーターが勤務で

きる時間に左右され確実ではなく、使い勝手の面で劣る。 

・ １歳児で入園しやすいよう、自宅の近くに１歳児からの保育園ができたらうれしい。 

・ （複数意見）保育園を作るよりも、育児休業延長（１歳６か月以降）に対する手当てを支給したほうが良いのでは

ないか。 

・ 足立区内にも託児付きの仕事場を増やすなど保育園以外の形でも仕事に復帰できる環境づくりをしてほしい。 

・ 待機児童の家庭には、保育コンシェルジュが積極的にいろいろ案内してほしい。 
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資料 4 ３歳以降の保育等利⽤に関するアンケート調査結果 
小規模保育、家庭的保育、認証保育所等の保育施設を利用している２歳児の保護者に対して、３歳以降

の受け入れ施設等の利用意向を把握するため、次のとおりアンケート調査を実施しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 認証保育所、公設民営認可外保育所は、卒園後の受け入れ施設を設置することを義務付けられていないが、主に 0 歳から

２歳児を受け入れ対象とする施設なので、区内の施設利用児の３歳以降の動態を広く把握するため調査対象に加えた。 

調査・回収の状況  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査対象の保育を必要とする⽇数・時間（施設別・平均値） 

 

 

 

 

 

 

 

・調査実施日   平成 27 年 10 月 16 日～10 月 30 日 

・調査方法    利用施設を通じて保護者へアンケート用紙を配布・回収。回答方法は、回答用紙

と足立区ホームページの入力フォームを併用した。 

・調査対象    調査開始日現在、小規模保育、家庭的保育事業者（保育ママ）、東京都認証保育

所及び、受け入れ定員が２歳児までの公設民営認可外保育所（青井おひさま保育

園）に在籍する２歳児クラスの児童 594 人の保護者 

・回収率 86.4% (513 人) 

施設種別
調査
施設

回収数 回収率
調査対象
児童数

回収
児童数

回収率

1 認証保育所Ａ 28 28 100.0% 251 209 83.3%

2 認証保育所Ｂ 12 12 100.0% 71 67 94.4%

3 小規模保育 21 21 100.0% 128 115 89.8%

小　計 61 61 100.0% 450 391 86.9%

施設種別
調査

事業者
回収数 回収率

調査対象
児童数

回収
児童数

回収率

4 家庭的保育 85 73 85.9% 132 113 85.6%

施設種別
調査
施設

回収数 回収率
調査対象
児童数

回収
児童数

回収率

5 公設民営認可外 1 1 100.0% 12 9 75.0%

全体
調査対象
児童数

回収
児童数

回収率

合計 594 513 86.4%

施設種別
保育を必要とす

る日数／週

保育を必要とす

る時間／日

認証保育所Ａ 4.95日 9.03時間

認証保育所Ｂ 4.97日 8.75時間

小規模保育 4.62日 7.77時間

家庭的保育 4.79日 7.83時間

公設民営認可外 5.11日 8.88時間

資料４ ３歳以降の保育等利用に関するアンケート調査結果



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 全体 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）３歳

（1）平成

（2）利⽤施

自宅か
保育の
預かり
保育の
月々の
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本当は
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園バス
就労し
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28 年 4 ⽉以
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から近い
の内容（保育
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していた、また
きる
けることがで

預けており慣

いる施設・サ
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判断材料と

士の質、行事

育用品、周辺

たいが入所で
たは入園中

できる
慣れている（認
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サービス 

他の施設を利用

現在、認証保育

現在検討中であ

施設以外（自宅

⽤等の意向

となった理由

事など）

辺環境など）

できそうにな
である

認証保育所の

用するつもりであ

育所を利用してお

ある。

宅、親戚宅など）

９割以

施設の

由（複数回答

・ 全体では

最も多く、

４割が幼稚

・ 「認可保

よりもやや

い

の利用者の

ある。

おり、引き続き利

）で保育するつも

以上が３歳以

の利用を希望

答） 

は「幼稚園（

「幼稚園（

稚園希望 

保育所」は「

や少ない 
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13
13
11
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4
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み） 2

利用したい。

もりである。

以降も何らか

望している。

（預かり保育）

（預かりなし）

「幼稚園（預か

3
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かの 

 

）」の希望が

）」と合計で

かり保育）」

が
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認証保育
認証保育
小規模
家庭的

公設民営

現在の利

・ 現在の

を利用す

・ 現在の

保育所」

・ 現在の

・ 利用

ている

特に、

・ 「認

梅田、

保木間

・ ２地

である

降の希望施

降の希望施

（
預

か

り

保

育

）

育所A
育所B

模保育
的保育
営認可外

利用施設

の利用施設が

することを希

の利用施設が

」への希望が

の利用施設が

用者の居住地域

るのは 7 地域

「新田」「保

認可保育所」の

花畑・保木間

間地域」は「幼

地域（興野・本

る。 

施設（現在

施設（居住

幼
稚
園

（
預

か

り

保

育

）

％

53 29.4%

25 38.5%

48 44.0%

51 47.7%

3 33.3%

が「認証保育

希望している

が「認証保育

が最も多い。

が「家庭的保

域別に見ると

（新田、宮城

保塚・六町」

の希望者数が

間、竹の塚、
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し
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％

3 1.7%

3 4.6%

3 2.8%

6 5.6%
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る。 

育所 B 型」、

 

保育」の保護者

と、「幼稚園

城、中央本町

「舎人・東伊

が「幼稚園（預

伊興・西新井
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では「幼稚
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設別） 
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可
保
育
所

％

% 51 28.3

% 29 44.6

% 52 47.7

% 40 37.4

6 66.7

３歳からの

68 人（37

「小規模保育

者では、「幼
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町、綾瀬、佐野
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3% 68 37

6% 3 4

7% 3 2

4% 3 2
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育」、「公設

幼稚園（預か

育）」の希望

野、保塚・六

認可保育所」
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保育）」と「

資料４ ３歳以
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足立区ギャラクシティ運営評価委員会評価書 
 
 
得点比率 評 価 評 価 内 容 

90% 以上 Ａ⁺ 
Ａ 当該分野について、良好である。 

80% ～ 89% Ａ⁻ 

70% ～ 79% Ｂ⁺ 
Ｂ 当該分野について、適正である。 

60% ～ 69% Ｂ⁻ 

50% ～ 59％ Ｃ⁺ 
Ｃ 当該分野について、課題がある。 

40% ～ 49% Ｃ⁻ 

39% 以下 Ｄ  Ｄ 当該分野について、至急改善が必要である。 

 

 

評価分野 評価項目 得 点 
評価分野

合  計 
得点比率

評 価 

（前年度）

得点調 

整指数 
調整得点 委員会からの意見 

1 管理運営体制 

利用者が快適に、安心して過

ごせる環境づくりの推進  5/ 6 
12 点 

（15 満点） 
80％ 

Ａ⁻ 
（Ａ-） 

1  80 点

積極的に接遇の向上に取り組み、清掃や整備の徹底など快適空間創出に努力してい
ることが、第３者による接客チェック報告の高評価に表れている。しかし、初来館
等、不慣れな方への気配りに欠ける面があるため、もう一歩踏み込んだ接客に努め、
さらなるステップアップに期待する。また、利用者が増加する中、大きな事故等も
ないことから危険防止策の成果が表れ、加えて、安全配慮への意識も高く評価でき
る。このことから現組織は機能し運営状況は良好と判断できるが、業務多忙により
人材育成の面では日常業務に追われ本当の意味で人材活用ができているか疑問であ
る。ギャラクシティのプレゼンスを上げるためには、人材育成や利用者でない潜在
的利用者に対する分析等を含め、全体戦略を考える組織体制の構築が必要である。

 

利用者のサービスアップにつ

ながる機能的な組織運営  7/ 9 

2 子ども体験事業 

遊び・創作・科学体験事業他  6/ 9 

12 点 

（18 満点） 
67％ Ｂ⁻ 

（Ｂ-） 
3 201 点

利用者数、実施回数の実績が高く、乳幼児の保護者向けの講座を増やすなど利用者
ニーズを捉えた事業展開や大学連携等も進展しており評価できる。一方、多数の来
場者対応のためか人数や回数を追及した一過性の事業が多く見られる。今後は、区
民の声をより積極的に反映し、継続性のある内容を充実した事業の開発、取り組み
に注力してほしい。また、ボランティア育成に配慮した事業展開は認めるが、ギャ
ラクシティの中核的な位置にその活動があるとは言いがたい。これまで指摘を受け
ながら改善が見られないことから、ボランティアの育成は時間がかかる問題であり、
現体制では対応が困難なことも想定されるため、多様な人材、組織を巻き込んだ方
針や目標などを区と調整のうえ再構築し、ボランティアの活性化、組織を育む取り
組みを実施し「ボランタリーな区民の参画を誘う取り組み」の実現に期待する。 

 

開発事業・ふれあい交流事業  6/ 9 

3 まるちたいけんドー

ム活用事業 

まるちたいけんドーム活用事

業  8/ 9  8 点 

（9満点） 
89％ Ａ⁻ 

（Ａ-） 
3 267 点

まるちたいけんドームの特性を活かし、多角的、ユニークな事業展開をしており人
気も高く、利用者数、実施回数ともに実績は高く評価できる。また、他施設と連携
した事業も魅力的である。しかし、多彩なプログラムを行うことによって、「星空観
察の学習」という中核部分がやや希薄になっている印象を受ける。また、学びの場
として、星空観測を通じて宇宙への理解を深め、理系への興味を持たせるようアタ
カマの映像、全天ライブ星空映像、大型望遠鏡の今後の活用を期待する。合わせて
満足度の向上を図るためにも、多様な利用者や今後の利用者を想定し、継続的プロ
グラムの実施や異なる年代や興味の対象に応じた複数の事業を展開していくことに
期待する。 

 

施 設 名：ギャラクシティ（足立区子ども未来創造館・足立区西新井文化ホール）

指定管理者：あだち未来創造ネットワーク 

 

1～5 調整得点合計 得点比率 総合評価 

777/1000 点 77.7％ Ｂ+ 

資料１ 
平成 28 年第８回 

教育委員会定例会 別添資料 
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4 文 化 事 業 

豊かな文化芸術に触れる機会

の提供 10/12 
17 点 

（21 満点） 
81％ 

Ａ⁻ 
（Ａ-） 

2 162 点

大人から子どもまで利用者のニーズに合わせた多様なプログラムを展開している点
は評価できる、特に体験プログラムは子どもの興味を惹きつける手段として大変有
効だと思うので今後も継続を期待する。一方、文化ホールの特色が不明確であるた
め、ビジョンを明確化し西新井文化ホールらしさを区内外にアピールできるよう独
自性のある、例えば家族三世代で観覧できるコンサートやシリーズ事業の開発など
の取り組みに注力してほしい。また、ホール利用団体とのコミュニケーションを図
ってきたことは評価できる。しかし、協働・連携とまではいかず、場所とスタッフ
の提供の域を超えていない。区民に愛されるホールになるために、ギャラクシティ
全体として若い世代への働きかけなど、多くの区民を巻き込んだ協働の幅を広げて
いくことを期待する。 

 

区民との協働による文化活動

の振興  7/ 9 

5 広 報 事 業 
利用者のニーズにあわせた取

り組みと提案書の遂行  4/ 6  4 点 

（6満点） 
67％ Ｂ⁻ 

（Ａ-） 
1  67 点

広報誌、メディア活用等多様な発信を積極的に駆使した結果、利用者数が過去最高
を記録していることなどから、成果を上げていると思われる。特にＨＰの充実と質
を維持していることは評価できる。一方、区民へのアプローチにおいては、総利用
者数に占める区民の割合が減少傾向にある課題への対応が不十分であり、また、全
体的に広報活動がルーティン化している印象がある。今後は、足立区内における認
知度を高める広報活動を充実し区民の認知率・利用率を高めるとともに、既存の施
設を活用しながら、区民が足を運びたくなる、愛される施設になるための取り組み
に期待する。 

 
 


	28.8.12　8定表紙.doc
	280812定例会会議録（非公開含む＝全文）
	20160812定例会資料(最終)
	（待機児ゼロ対策）H28アクションプラン【概要版】280805確定版[1]
	（待機児童ゼロ対策）H28アクションプラン【280807確定】
	（青少年課資料1）評価書（最終公表用）（H280722）確定版

